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　経済統計研究会（1985年に経済統計学会へ
と名称変更）は，「社会科学に基礎を置く統計
理論の研究」を目的として1953年に創立さ
れた。1955年6月に研究会の機関誌である『統
計学』が創刊され，それ以来その発行は年2
回を基本として続けられてきた。その間
1976年8月に創刊20周年記念号（第30号），
1986年8月に創刊30周年記念号（第49・50合
併号），1996年 3月に創刊40周年記念号（第
69・70合併号）を発行し，それぞれの期間に
おける学会の研究経過を振り返り，会員の研
究成果と統計学各分野の動向をサーベイして
きた。今回の記念号は，創刊50周年という
大きな節目に当るとともに21世紀最初の記
念号であるということで，この10年間の会
内外の業績を踏まえ，次の半世紀を展望する
という視点から，今日の激動する世界と日本
の社会経済状況が社会科学としての統計学に
問いかけている諸課題を明らかにし，それに
答えようという大志をもって取り組んだ。
　経済統計学会は全国研究大会を1957年以
来毎年開催しているだけでなく，月例研究会
を関東，関西，北海道，九州などで，並行し
て50年以上に亘って続けている稀有な学会
である。1つ1つの報告に充分な時間を使い
じっくり討論する月例研究会は経済統計学会
の特徴のある研究を形成する重要な場であり
続けている。また最近21世紀に入ってから
はミクロ統計部会，労働統計部会，日中統計
部会，ジェンダー統計部会，健康・生活統計
部会，政府統計部会などの研究部会を設けそ
れぞれの分野の統計の研究を深めようとして
いる。我々はこれらの現時点までの成果を出
来うるかぎりこの記念号に盛り込もうと努力
した。
　50年という期間は相当に長い期間である。

経済統計研究会の創立あるいはその基礎を築
くうえで大きな役割を果たされた会員のうち
には，現在もなお御元気で会の行く末を心配
しながら温かく見守って下さっている方々も
おられるが，既に亡くなられた方も多い。時
代は変化し，統計研究の内容も方法も変わっ
ていく。しかし我々は，長年の間に先輩会員
の残して下さった貴重な研究成果を徹底的に
大事にしてそれを踏まえて新たな研究に立ち
向かいたいと考える。そうした時にのみ着実
な前進が可能になると思うからである。10
年ごとに記念号を編集し，また今回は50年
の節目という観点も入れて，会と会員の研究
活動を総括しているのはそのためである。
　経済統計学の研究は，50年を経，取り巻
く社会・経済と社会科学・思想状況の変化の
なか，新しく入ってこられた若い世代の研究
が中心になるにつれ，変化しつつある。しか
し経済統計学会の先輩の形成してきた伝統は
今も生きているし今後も生き続けていくであ
ろうと思う。その伝統の一端を述べると以下
のようになる。
　第1に，経済統計学会は，社会・経済統計
そのものを大事にし，それを研究することが
誰よりも好きな人たちの集まりであるという
ことである。我々は社会経済統計そのものを
我々の研究対象と考える。社会経済統計がど
のように作成されているか，社会経済統計を
どのように作成すべきであるか，社会経済統
計は何をどう反映しているか，必要であるに
もかかわらず作成されていない社会経済統計
にどのようなものがあるか，社会経済統計は
どのように利用されているか，社会経済統計
どのように利用すべきであるか等々，社会・
経済統計に関するあらゆる問題を統計学の課
題と考え，協力して研究している。この点で
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我々の研究対象は，統計数理学の研究対象と
重なる部分もあるが，それとは別の非常に広
く複雑な内容を擁している。
　第2に我々は，経済学をはじめとする諸社
会科学の成果に依拠し，またその発展に貢献
するということをめざして社会・経済統計を
研究している。この50年において経済学・
社会科学の潮流はかなり変化した。経済統計
研究会の創立に重要な役割を果たされた会員
のうちには社会科学としてマルクス経済学を
想定されていた方々が相当数おられた。現在，
若手・中堅会員の想定する社会科学には新古
典派経済学をはじめいろいろなものがあり多
様性に富んでいる。もちろん若手・中堅会員
の中にもマルクス経済学を受け継ぎ新しい方
法を取り入れ発展させようと考えている者も
いる。我々は社会・経済統計を研究するとい
う場で多様な社会科学の相互批判と相互協力
を推し進めていこうと考える。社会・時代の
変化に取り残されることなく，しかし流行に
流されることなく，無用な対立はさけつつも
曖昧な妥協はせず，真に学問的な研鑽を積ん
でいきたいと思う。
　第3に，我々は，国民生活の向上と社会の
進歩に役立ちたいという願いを心に秘めて，
統計学の研究に取り組んでいる。統計学は，
生活をまもり豊かにする国民の諸分野の活動
に貢献すべきであるし，その学問的質を真に
高めることを通じてそれが可能になると考え
ている。いろいろな分野で闘っている人たち
に社会・経済統計と統計方法という優秀な武
器を提供できたらと願っている。
　経済統計研究会を創立した先輩から我々が
受け継がねばならない最も大事な点は，なに
ものにもとらわれない鋭い批判精神であると
思う。批判精神という牙をぬいてしまうと学
会は魅力の乏しいものにおちぶれてしまうで

あろう。
　現在の日本では，強行に推し進められてい
る大学改革とも関係して，かつてないほどに
業績主義が蔓延している。しかし我々は，学
会を単にスマートにそつ無く業績を作ってい
く場ではなく，社会・経済統計を本気で研究
する，あるいは統計を道具として社会・経済
を本気で研究していく場としていきたいと志
している。その点で，経済統計学会は，若い
会員が成長しやすいよう配慮しなければと考
えるとともに，試行錯誤をふくむ長期の泥臭
い研究，なかなか形になる成果は得られない
が本当に重要だと信じて日夜努力している会
員の研究にも温かい眼を注いでいる。
　現在日本でも世界でも政府統計・社会・経
済統計をどう改革していくかという論議が盛
んに行われている。第2次世界大戦後に作ら
れた統計制度をその後の大きな社会経済の変
化に対応するよう改革しようという議論であ
る。本書で扱われている研究は，このような
議論に貢献できる内容を含んでいると思う。
そのような議論を深めていく手がかりとして
も本書が読まれることを期待したい。そのよ
うな議論と切り結ぶ中で我々もさらに研究を
深めたいと考えている。
　この記念号は，全ての会員と社会・経済統
計に関心をもつ多くの人々の座右におかれ，
長期にわたって，今後の社会・経済統計研究
の出発点，展開のヒントを得るための尽きせ
ぬ泉となることをめざして執筆された。本書
は，社会統計・経済統計の研究者のみならず
社会科学の諸分野の研究者，社会統計・経済
統計を使用する種々の分野の方々に参考して
もらえることを期待するとともに，多くの
方々から批判・コメント等をいただけると幸
甚である。

経済統計学会会長　　　
泉　　弘志　
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はじめに

　計量経済学の応用範囲は，近年非常に広
がっている。従来の応用範囲に加え，最近で
はミクロ経済学や金融工学の分野にも応用さ
れている。これに伴い計量モデルに用いられ
るデータの形式も，横断面データや時系列
データに加え，パネルやミクロ（個票）データ
等多様化した。モデルの面でも，同時方程式
など従来のモデルに加え，ベクトル自己回帰
モデルや不連続変数に対するLogitモデル，
生存期間や失業期間を説明するDurationモデ
ル等も用いられるようになっている。計量経
済学の推計方法に関しても同様に多様化して
おり，最尤法や最小2乗法だけでなくより複
雑な手法も用いられるようになった。
　これらの推定・検定法が近年計量経済学の
応用分野，いわゆる実証分析において使われ
るようになった要因のひとつに，コンピュー
タと統計解析ソフトウェアの急速な発達と普
及があったことは間違いない。実際，理論的
には相当に複雑な推定方法であっても，推定
作業としてはOLSと同程度の簡単な作業で
行えるようになっている。これは実証分析の
参入障壁を下げた反面，モデルや推定方法の
適切さに関して深く考えないままに推定結果
を得るという弊害を招きやすい。現に近年の
計量経済学テキストでは，直感的な分かりや
すさに配慮しつつ，安易な「理論なき計測
（measurement without theory）」に陥ること

を戒めるということがなされている。
　上の状況を鑑みて，本稿では改めて「理論
にもとづく計測（measurement with theory）」
について考える。無論，多様化した計量経済
分析の全ての分野を論じることは困難である。
そこで，『統計学』創刊40年記念号〔『統計学』
（1996），以下前記念号と記す〕の計量経済学
モデルの項をふまえ，時系列分析の手法を例
としてこの課題を考える。
　本稿の構成は以下の通りである。 1．で前
記念号において論じられていた内容と課題を
確認する。 2．でその後の計量分析の発展状
況と評価ならびに課題をまとめ，計量モデル
分析に関する一定の見解をまとめる。その後
3．で本学会会員の近年の業績を振り返ると
ともに，本稿のまとめを記す。

１．計量経済学モデル分析の課題

　本節では，前記念号の第Ⅲ部11章「計量
経済学モデル」における木村（1996）ならびに
中敷領・藤井（1996）の論点を簡単にまとめ，
計量経済分析にまつわる課題を整理する。
　まず，両論文共通する認識としては以下の
ことがあげられる。第1は，1970年代におけ
るマクロ計量モデルに対する批判が計量分析
の目的の再検討につながったことである。第
2は，従来のマクロ計量モデルの問題点として，
予測精度の低さ以外にもモデルの頑健性の問
題や外生変数の選択の恣意性の問題が存在す
るということである。

第８章　計量モデル分析
井　口　泰　秀

＜統計解析＞
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　加えて木村（1996）においては，計量モデル
の意義・有効性の再検討に関する考察がなさ
れている。そして，マクロ計量モデルの現実
との適合性を高めるための試みがなされてい
る事が報告されている。具体的には，モデル
ビルディングについての経済理論の重要性に
関する指摘と，データの重視という視点から
の様々な試みがまとめられている。
　また，中敷領・藤井（1996）では，同時方程
式モデルを中心とする伝統的方法と比較する
形で現代的方法とよばれる手法を紹介してい
る。そして現代的手法が上記の問題点に対す
る一定の解答として認識されている。
　なお中敷領・藤井（1996）の現代的方法は，
木村（1996）においてデータ重視のモデルビ
ルディングとされている手法とほぼ同一の手
法ならびに概念を指すと思われる。ここには
時系列分析の近年の手法を理解するうえでき
わめて重要な概念がふくまれる。①general 

to specific modeling，②単位根ならびに共和
分の概念およびその検定手法，③診断検定（回
帰診断），そして④因果性または外生性に関
する検定，である。これらは本稿においても
きわめて重要なキーワードを含むので，前2

者について簡単に説明しておく。
　①は次のようなモデル構築法である。まず
自己回帰分布ラグモデル（Autoregressive 

Distributed Lag: ADL）と呼ばれる，なるべく
一般的包括的なモデルにおいてラグ次数を長
めにとって推定を始める。そこから係数の有
意性検定や誤差項が回帰分析の条件を満たす
かを判断する検定（診断検定）により，モデル
を特定化する。
　次に②の中の単位根検定について説明する。
これはデータ系列が和分過程か否かを検定す
る諸検定の総称である。和分過程はランダム
ウォークあるいは確率的トレンドともいわれ
る。系列が和分過程に従う場合について，以

下が指摘されている。第1に和分過程の変数
間の回帰式は見せかけの回帰を起こしやすい。
第2に和分過程の変数間で次に述べる共和分
が成立する場合があり，その場合には和分過
程の変数をそのまま用いた分析が可能となる。
第3に和分過程の場合は誤差項であらわされ
るショックが減衰せずに影響を残し続けるが，
和分過程でない場合は一時的な影響を与えた
だけで系列はもとの均衡に戻る。
　さらに共和分（cointegration）について説明
する。変数間に共和分関係があるとは和分過
程に従う変数の一次結合が非和分過程（定常
過程）となることである。つまり共和分は個
別にはランダムウォークしている変数が，じ
つは一定の法則にもとづいて相互変動してい
る事を意味する。よって，共和分関係は経済
学的な長期均衡関係と解釈される。共和分関
係を組み込んだモデルが誤差修正モデル
（error correction model: ECM）であり，長期
均衡と短期的変動双方を明示的に扱えるモデ
ルとなっている。
　最後に，両論文においてあげられている
データ主導の方法または現代的方法の問題点
をみておく。第1に単位根検定においては，
有限データにおいて判別が困難なものがある。
第2にトレンドの有無や構造変化への対処が
不明確である。第3に，より本質的な問題と
して経済理論をどの程度モデルに反映させる
かといった点や初期段階での変数選択等，な
お分析者の裁量が入る。最後に，診断検定に
より推定式の問題が示唆された場合にも原因
が複数ありうるため，対処法が必ずしも確定
できなかったり，場合によっては一方の原因
に対処すると技術的に他方への対処が出来な
くなったりすることがありうる。
　結局のところ⑴計量経済学的な方法の問題，
⑵データの問題，⑶モデルの背後にある経済
理論，の3点の関係が問題となっていること
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は間違いない。そして，計量経済学がこれら
の問題の解決の方向として，データの変動を
なるべく経済学的な先験的仮定なしにとらえ
ようとする方向性で発展しつつあることが指
摘されている。ただし，その方向性に対する
評価は必ずしも定まっていない。なおデータ
主導やデータ重視の分析，あるいは現代的方
法等と呼ばれていた手法を，本稿ではデータ
主導分析と呼ぶことにする。
　なお，ここに登場した諸概念について紙幅
の都合上十分に説明できなかった。これらの
諸概念，ならびに次節以降に登場するいくつ
かの手法や概念については，Banerjee.et.al

（1993），Hendry（1995），Richar and Sollis

（2003），畠中（1996），蓑谷（1996），森棟（1999）
等を見られたい。

２．データ主導分析の展開と評価

　本節では，前節で紹介した見解を引き継ぎ
つつ，時系列分析を例としてその後の諸概念
の展開や現時点での課題を紹介する。論点の
中心は経済理論と計量モデル分析（推定，検定，
定式化）である。本論に入る前に，本稿での「経
済理論に基づくモデル分析」に対する立ち位
置について，若干の補足をしておく。
　当然のことであるが，経済理論が計量モデ
ル分析において検証の対象となる（もしくは
検証の前提となる）には，その理論的枠組み
が数理的に定式化できかつ検証内容が数量的
に表現できることが必要となる。この意味で
いわゆる近代経済学という枠組みに限定する
必要はないが，親和性が高いことは事実であ
ろう。事実以下で述べる時系列の分析におい
ては，単位根や共和分が効率市場仮説や均衡
概念と結び付けられた。特に，共和分関係が
均衡と結び付けられたことで，例えば貨幣の
中立性や，景気変動のリアルビジネスサイク

ル等において，長期均衡関係と均衡からの乖
離に変動を明示的に分割した分析が可能と
なった。また構造変化の疑いがある変動，例
えば日本のバブル期における通貨の需給が，
均衡の変動によるものかそれとも均衡からの
大きな乖離とみなせるかという検証も可能と
なっている。また，逆にこれらの概念と結び
ついたからこそ，当該分析手法が多く採用さ
れたという側面もある。モデル分析が現象の
質的変容を含む構造的変化の分析において，
なお不十分な点を多く抱えることはもちろん
事実である。しかし，統計による反証可能性
を担保した形で経済的な命題を検証するに当
たっては，計量モデル分析で何がなしうるか
は，モデルを推し進めるにせよ乗り越えるに
せよ，常に踏まえられなければならない情勢
にあるといってよい。このことを，ふまえた
上で以下さらに経済理論とモデル分析の関係
について，近年の動向を概括しながら見てみ
たい。

⑴　計量モデル選択と経済理論
　はじめに計量モデルと経済理論の関係を考
えるためにMckenzie（1997）の報告を紹介す
る。Mckenzie（1997）は 1995年における経済
学系ジャーナルにおけるキーワード別論文数
を紹介している。その報告によれば，共和分
がキーワードとして現れることが極めて多い。
そして「共和分検定は長期の経済的関係（均
衡関係）を検定する手段として利用されてお
り，“共和分だけが「経済仮説」と直接リン
クしている”」ことが共和分をキーワードと
する論文数の多さの重要な理由と指摘されて
いる。
　また，単位根検定によって系列が和分過程
と判断されるか否かも，経済学的に一定の意
味を持っている。Hatanaka（1998）において，
経済成長等の長期にわたる経済の趨勢に関す
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る分析は「異なる変数の確定的トレンドの間
の関係を分析することが重要」と指摘されて
いる。そのためには単位根検定の判定にもと
づいて確率的トレンドと確定的トレンドを分
離することが必要になる。また2変数それぞ
れの確率的トレンド間の関係と確定的トレン
ド間の関係が同一とは限らないことも同時に
指摘されている。その他に長期・短期の変動
の概念など，単位根検定の結果もしばしば経
済学的な意味づけや解釈と不可分な関係にあ
る。
　計量モデルと経済理論の関係について
Pesaran（1997）は，異なる経済理論から同一
の性質を持つ長期関係（モデル）が導出される
場合があることを指摘している。また，共和
分にみられる長期関係と経済学的な均衡を結
びつけについて，必ずしも経済理論から共和
分モデルが演繹的に導出されることなく長期
均衡として扱われていると指摘し，その有効
性をみとめつつ注意を促している。そのうえ
で，経済学的に論理整合的なモデルという観
点から，伝統的な手法も存在意義があるとす
る。GrangerはET INTERVIEW（1997）におい
て複数の異なるモデルが同一の性質を持つ可
能性に言及し，その識別と比較に関して経済
理論の果たす役割について言及している。特
に注目すべきは，データの変動を最もよく説
明する計量モデルとは別に，最も経済学的な
意義と解釈可能性のある計量モデルが存在す
る可能性の指摘であろう。さらにGranger

（1997）は，計量モデルの役割をデータの生成
過程（DGP）の十分な近似とした上で，ベイ
ス推定等の多様な手段によって多角的にモデ
ル構築や評価がなされることを全体としては
好ましいことと評価している。
　結局のところ，経済学的意義付けが可能な，
計量経済学の手法と概念が実証分析上利用さ
れやすいことになる。すなわちデータ主導分

析においても，分析者はいかなる知見が結果
として得られるか，または得られることが期
待されるかを考えざるを得ない。ゆえに，分
析が成功した場合の経済理論による解釈や理
論整合的な明快さが，分析法選択の重要な要
因になる。そもそも，実証分析の主眼が計量
モデルの構築それ自体よりも，モデルから導
かれる結論であったことを考えればこれは当
然のことかもしれない。いわゆるデータ主導
分析の方法も，この様な基調としての解釈・
結論重視の流れの中における，可能な範囲で
の先験的制約の除去という観点から評価され
るべきとおもわれる。

⑵　各種検定の開発，利用の展開
　診断検定等を含む各種検定の発達は，LSE

学派と呼ばれる計量経済学者による概念と検
定の開発が大きな原動力となっている。その
基本理念は「経済理論そのものを検定対象に
するべき」というものである。この観点から，
できるだけ先験的制約を課さない推定方法や，
回帰モデルの前提そのものを検定するような
各種の検定が生み出された。以下，いくつか
例を挙げデータ主導分析の意義と課題をみる
ことにする。
　はじめに，単位根検定と共和分のその後の
展開を簡単に紹介しておく。まず，構造変化
を含む単位根検定は開発されており，現在も
様々なパターンについて研究がなされている。
もっとも基本的にサンプル数がかなり大きい
ことが検定の前提にあることに変わりはない。
非定常と定常の境界近辺の事例における検定
力の低さ問題もあまり解消されていない。そ
れでも，見せかけの回帰の問題を回避するた
め，時系列データを用いた実証分析において
は，単位根検定を行うことが常態化しており，
その認知度と利用度は非常に高い。また，デー
タの持つ特定の性質を検証した上で分析をお
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こなうという，計量経済学的な事前テストの
役割を広めた意味でもその意義は大きい。ま
た，共和分の利用も相変わらず盛んである。
最近では，いわゆる時系列データの場合だけ
でなく，パネルデータにおける共和分検定や，
季節変動を考慮した季節共和分等の方法も開
発されている。この共和分が経済的長期均衡
関係として解釈されることは前述したとおり
であり，そのことを利用したECMによる実
証分析は相当量の実績があるといってよい
（市川，2003）。なお，単位根検定については
後で再度，経済理論との関連で詳述する。
　次に因果性検定と外生性検定を紹介してお
く。これは計量経済モデル全般に対して，と
りわけ同時方程式モデルに対する，外生変数
の選択の恣意性問題と大きくかかわっている。
外生性の定義はEngel, Hendry and Richard

（1983）によって与えられた。このEHRによっ
て再定義された概念のもとで，因果性を検定
する手法（Grenger因果性テスト）と外生性に
関する検定を統一的に把握し検定することが
出来るようになった。外生性の問題は，同時
方程式モデルの内生変数と外生変数の区別に
直接的に絡む問題であるだけではない。ルー
カス批判への計量経済学側からの解答であり，
政策変更後のモデルの安定性や頑健性の問題
をモデルが回避しているか否かを検定対象に
することを可能としている。外生性の検定に
よって，恣意的，あるいは先験的に決定され
ていた外生変数と内生変数の問題それ自身を，
検定の対象とすることが出来たという意味で，
まさに計量モデルによる仮説の検証可能性を
広げたものと理解できる。
　ARCHモデルについても触れておく。
ARCHモデルはR.F. Engleの開発したモデル
で，英国のマクロ経済問題を扱うために考案
された。当時の関心事は，インフレ率の変動
の不安定性でありインフレ率の分散

（volatility）の変動を，予測できるモデルが必
要とされた。ここでは，それまでパラメータ
推定のためクリアすべき障害でしかなかった
分散不均一が，データ変動のダイナミクスと
してデータからとらえなおされている。いわ
ば経済理論ではなく統計理論によってデータ
の変動を把握し，変動を適切に近似できるこ
とを重視したモデルである。ARCHはその後，
金融工学等の分野で応用がなされているが，
モデル開発の背景にマクロ経済の動向として
そもそもインフレ率に関心が集まっていたこ
と，さらに合理的期待学派からインフレ率は
その水準よりも分散が重要との指摘が集まっ
ていたことは，計量モデルが何のために構築
されるかを考える上で興味深い。ARCHとそ
の発展モデルであるGARCHについて，くわ
しくはEngle（1995）等を参照されたい。
　これらのほかに，包括検定と呼ばれるもの
もLSE学派によって提案されている。これは，
説明変数の数や種類だけではなくモデルの関
数形自体がことなる場合に，モデル選択の基
準を提示するものである。これにより統計的
な適合性を基準として，経済理論においては
必ずしも明らかでない関数形の選択が，少な
くとも理論的には可能になった。
　以上，いくつかの手法ならびに概念に関し
て，近年の動向をまとめた。たしかに，検定
手法は存在するものの，現実に実証分析をお
こなった場合，必ずしも明確に判定可能な検
定結果が得られないといった問題がある。ま
た，回帰診断によって推定式に問題があるこ
とが示唆された場合にいかなる対処をとるべ
きかについて，必ずしも明確でないといった
問題も依然残されている。しかし，いわゆる
データ主導分析は，経済理論を出来る限り先
験的情報として利用しないモデル構築手法を
上記のいくつかの点で確立したと評価するこ
とが出来る。特に，計量モデル作成上の不可
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避の前提であった，外生変数と内生変数の恣
意的選択，見せかけの回帰などをその問題の
存在・非存在自体を検定対象に，事前テスト
や診断検定として解決したことは高く評価で
きるであろう。

⑶　 単位根検定の新展開における検定不可
能性と経済理論

　ここで紹介する単位根検定に関する展開の
一つは，理論とモデル構築の問題と密接に関
連する。Tanaka（2001），田中（2001）では単位
根検定が前提とするデータの性質に関する識
別問題が議論される。そこでは，単位根検定
が判別しようとしているトレンドが確率的
（和分過程）か確定的かの検定について以下の
点を指摘している。
　第1に確定的トレンドとして通常用いられ
るTの一次式ではなく，多項式を考える。こ
の時，多項式の次数kを十分大きくすれば，
和分過程は無数の確定的トレンドの一時結合
（Tの多項式）によって十分に近似可能となる。
この近似はTの多項式以外に三角関数による
周期関数でも可能である。第2に上記の意味
で，確定的トレンドの多項式まで考慮するモ
デルでは，確率的トレンドモデルと確定的ト
レンドモデルは互いの否定や代替物にはなら
ない（識別不能）。第3に和分過程の系列にお
いて，本来不要なトレンドを含めてしまうと
和分過程か否かの境界近辺の事例について検
定統計量の分布が同じになり，この意味でも
単位根検定は無効化する。従来は検定力に問
題はあるものの，少なくとも漸近的には識別
可能であったので，大きく識別可能性が異な
るといえる。
　ただし，Tの一次式の場合には検定の一致
性は保持される。そして，当該論文でも述べ
られているように，Tの多項式はおそらく
GDPからかけ離れた不自然なモデルである。

よって，事前情報からこの様なモデルは通常
選択されないであろう。それでも，事前情報
なしの場合には，トレンドの特定化が困難に
なることが無限標本の場合にもありうること
が示された。最も典型的な計量経済学理論に
もとづく定常性の検定ですら，理論的には他
の事前情報なしにはモデル識別が困難な場合
があることが示唆されている。

⑷　計量モデルと経済理論
　以上の⑴～⑶のような近年の計量分析の展
開をふまえ，計量モデルによる実証分析と計
量経済学的理論および経済理論について以下
のようにまとめることが出来る。
　まず一つはデータ主導分析の方法により，
経済理論や計量モデルのより多くの部分が直
接検定の対象となったことである。これは，
経済理論は所与の前提ではなく検証されるべ
き命題であるという実証分析の意義から正当
な方向性として高く評価できる。今日の数量
モデル分析利用の普及を可能としたハード面
の要因がコンピュータの発達であるとすれば，
学問的（ソフト）側面の要因は，本稿でも紹介
したLSE学派の基本理念とその基本理念の
現実化策としていくつかの検定法や推定法が
具体的に提案されたことにあるであろう。
　しかし，経済理論を含む何らかの先験的情
報なしに，データからのみ決定することの限
界も存在する。異なる経済理論から同一の計
量モデルが構築されることや，異なる計量モ
デルが解釈の面からは同一の性質を持つこと
もある。さらに最もデータ変動への適合性が
高いモデルが必ずしも最も経済学的に意義あ
る解釈と含意を持つとは限らない，との指摘
も重い。そもそも分析手法そのものが，分析
後になされる解釈の明快さや整合性から選ば
れる側面は常に存在する。これも実証分析の
評価という点からは無視できない。
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　従って，計量経済モデルによる実証分析の
今後のあり方ならびに計量モデルの評価とし
て，次のことが重要であろう。まず分析前の
段階で何を先験的情報（所与）としているかと，
それをふまえて検証される命題は何かを明確
にすることである。多くの実証分析において
は明示的な前提以外に暗黙の前提が存在する。
現実問題として全ての前提を明示することは
困難であろうが，制約となっている重要な先
験情報は明示されるべきであろう。また，用
いる手法によって必要とされる先験情報が異
なることにも配慮が必要であり，各分析・手
法において不可避の前提と，その前提のもと
で検証可能な命題とを明確に区別することで，
個別の実証分析の意義を考えるべきであろう。
　もちろん，回帰診断やその他の諸検定の発
展を考えれば，先験的情報に，統計的にその
真偽を検定可能なものは含めないのは当然で
ある。また先験的情報や手法を可能な範囲で
変更し，結果の頑健性を検証することは，こ
れまで以上に重要だと考えられる。そもそも
事前情報を全く使用しない事はできない。し
たがって，複数の推定が行われている場合に
各分析において用いられている先験的情報が
同じとは限らないことに注意しつつ，頑健性
が確かめられることが重要であろう。
　本節の最後に，ここまでにおもに取り上げ
てきた時系列分析の手法に関連して，今後の
発展が注目されることを簡単にあげておきた
い。まず，一つは⑶でも取り上げたトレンド
の識別問題である。この問題に関しては直接
観測不能なトレンドを特定化するという数理
的な問題以外に，経済にとってトレンドとは
何かという問が含まれる。単なる推定式の適
合性をあげるための方便であれば，推定式の
当てはまり具合とは別に識別問題を論じる意
味はない。方便でないとすれば，トレンドに
は経済学的にいかなる意味があるのかが，識

別と同時に問題にされなければならず，この
点における有効な解釈と分析は今後の重要課
題であろう。他にもう一つあげると，今後の
展望としてはミクロモデル分析が今後一層盛
んになって行くとおもわれる。その中でのマ
クロ分析の位置づけを考えた場合，単にミク
ロの積み上げがマクロになるのかという問題
を，数量モデル的に検証することも必要であ
ろう。もちろん現在の方法では十分に対応で
きない問題が生じた場合には，定義と検定法
の再検討が必要であろうが，本稿でも取り上
げた外生性の検定がモデル内と外部の関連を
検出するという意味で，大いに利用価値があ
るのではないかと考えられる。

３．むすびにかえて

　本節では，ここまでの議論をふまえ近年の
本学会会員の業績を振り返り，今後の方向性
を見出す助けとしたい。
　まず，方法論的な批判や検討，計量分析の
位置づけにかかわるものからはじめる。
　菊地（1996）では計量経済学における「理論
にもとづく計測」の「理論」が何を意味して
いたかについて言及されている。そして，モ
デルの大型化の過程で計量経済学は変数の理
論的規定よりもデータへの適合性を重視する
姿勢を示したとし，ゆえに計量経済学におけ
る「理論」とは，「しいていえば，パラメー
タの安定性についての仮説と実際の統計デー
タをつなぐ統計的方法についての理論」とす
る。さらに，その結合は複雑な構造にならざ
るを得ず，回帰分析や時系列分析，ベイス推
定等の各種理論が適用範囲を補う形でどのよ
うな位置をしめるかを把握することの重要性
を指摘している。
　一方経済理論と計量モデルについて木村
（2000）ならびに木村（2003）では，70年代マ
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クロ計量モデル批判と論争は突き詰めれば，
モデル構築にとって経済理論が必要か不要か
の問題であると述べている。そして「グレン
ジャー因果性」は経済理論とモデルの適合性
より，データとモデルの適合性を重視してい
るとする。これは経済理論との関係が希薄な
まま「経済」分析が可能なことを示唆すると
して，それが経済分析の名にふさわしいかに
ついて疑問を呈している。岩崎（2003）におい
てマクロモデルではモデルそのものの対象反
映性が議論されることなく計算が進められて
いるという批判も同様の問題認識であろう。
また，佐野（2000）では診断検定について解説
し，総合的な診断という観点から仮説・モデ
ル・データの相互依存関係について考察して
いる。ここでは一貫してモデルによる予測力
が最重要視されているが，これはデータへの
適合性重視に外生性の観点を加えたものと理
解できる。
　時系列分析の手法以外にも触れておくと，
松田・濱砂・森編（2000）および伊藤（2002）で
は実証的なミクロ計量モデルの体系化の論理
について扱われている。我が国においてもミ
クロモデルの利用がいっそう広まるのは確実
であり，重要な論考であろう。
　次に，個別の実証分析における業績にもふ
れておく。ただし，本学会会員が実証分析を
適用する諸分野は多岐にわたる。当然，各分
野の論理的・実際的なインプリケーションを
総合的に正しく評価することは，本稿では困
難である。したがって，各実証分析における
計量経済学的な分析手法の扱われ方に論点を
絞る。
　伝統的な同時方程式モデル分析には，依拠
した理論モデルにほぼ完全に整合した計量モ
デルを構築できるという特徴がある。その代
償として推計されたモデルの適合度やモデル
の恣意性に対しては，より厳しいチェックが

欠かせないと考えられるが，上記の特徴を生
かせば，依然有効な分析手段である。特に，
比較可能な他の計量モデルがほとんどない場
合には，依拠した理論的枠組が明確なベンチ
マークとしての価値は，大きいと思われる。
本学会会員の業績としては，尹（2000），大西
（2000）はこれまで計量モデルによる定量的
な分析がほとんどなされていない地域におけ
る，連関モデル構築の初の試みという側面を
持っており，現時点で国際比較上のデータの
問題やモデルの安定性等検討が必要な課題が
多いものの，当該地域に対するマクロ数量分
析の嚆矢となることが期待される。また三浦
（2001）は一定の枠組みでの過去の政策評価
をおこなうための推計である。
　本学会では，共和分の概念を用いた分析は
さほど多くないが，陳（1997），井口（1999），
矢野（2000）がある。矢野（2000）ではパネル
データによる共和分分析がおこなわれている。
また前2者では関数の安定性が検証の対象に
なっている。
　計量モデルの関数形選択の問題を扱ってい
るものとして，石上（1996）は複数の経済理論
が存在することと，分析目的とを総合的に勘
案して，意図的に誘導系を用いた分析がなさ
れている。矢野（1998）では資源配分方程式に
かかわる仮定を緩めたうえで，その後検定に
よって複数の方程式の中から特定するという
手法がとられている。
　特定の経済理論モデルやそこから導かれた
計量モデルを利用し，主に推定式の係数にか
かわる検定によって，経済的な命題の検証を
おこなっているものもある。これは，経済実
証分析の一つの典型ないし王道とも呼べるも
のであり，業績数も多い。そこで，いくつか
にポイントを分けて紹介する。まず大西
（1997），陳（2000），田浦（2002），木下（2004）
等では従来必ずしも変数に加えられていな
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かった要因や，従来内生化されていなかった
要因を内生化することで経済構造に関する新
たな知見を加えている。白石（2002）ではそれ
に加えて，理論モデルのパラメータと計量モ
デルのパラメータの対応に特に注意が払われ
ている。また，矢野（1997），木下（2000）では
計量モデルを用いて，直接観測不能な変数の
推計をおこなっている。ほかに仙田・藤井・
広岡（2002）や大西他（2004）ではこれまで数
量分析がなされたことがあまり無かった領域
における，多面的な実態解明を試みるために
重回帰モデルが利用されており，山下・矢野
（2002）では理論モデルの現実の説明可能性
を確かめる意味で実証分析がなされている。
また仙田（1997），仁文（1999）および仁文
（2000）は回帰分析と他の数量分析の組合せ
により分析をおこなっている。
　以上，本学会においては，計量的手法とデー
タ，経済理論間の関係については，従来から
多面的な論考がおこなわれており，今後も発
展が期待される。また個別の実証分析では，
経済理論に照らしての解釈や含意，現状分析，
政策提言，予測など様々な観点が分析目的と
して存在する。いずれにおいても本学会の強
みであるデータの性質そのものへの検証と洞
察に加えて，本稿で述べてきたような分析に
おける計量分析上の諸前提の把握や，モデル
の前提自体の検証と結果の頑健性チェックが
なされる事でより大きな説得力を持つかたち
で発展してゆくことが期待される。複数の手
法を組み合わせる分析がおこなわれているも
のもあり効果的により多角的な検証がなさる
ことが期待されるが，この様な場合はより
いっそう各手法の限界と持ち味が把握されな
ければならない。
　最後に，上記にあげた実証分析のいくつか
は，それぞれ「中国経済の数量分析」と題さ
れた『調査と研究』誌の特集としてまとめて

刊行されている。またいわゆる計量経済学分
析の手法による分析ではないが，近・藤江編
（2001）といった実証分析集も本学会会員が
加わって刊行されている。このような分析集
は多様な手法によるその持ち味と限界を相互
に把握し生かした全体像の把握を，比較的効
果的になしうる可能性がある。その可能性を
最大限追求する観点から，数量モデル分析の
みの論集や近・藤江編のような非モデル分析
のみの論集にも，もちろん大きな意義がある
が，それだけではなく双方の融合的な論集も
視野に入れることも，本学会の強みを生かし
ていく上で重要ではないかと思われる。
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はじめに

　経済統計解析における最近10年の特徴の
ひとつとして，ミクロデータを利用した分析
の一般化が挙げられる。ミクロデータを利用
した分析は自然科学の分野では古くから一般
的な手法であったが，近年の情報技術の発達
による大量データの蓄積とコンピュータの普
及により経済統計分野においても広く用いら
れるようになってきた。また，最近では蓄積
された大量データを利用したデータマイニン
グも活発に行なわれている。これらはいずれ
も大量データの利用により可能となった分析
手法といえよう。本稿では，ミクロデータを
利用した代表的な分析手法であるパネルデー
タ分析と質的選択モデル分析，さらにデータ
マイニングの手法と課題を概観し，ミクロ
データ，大量データを利用した分析が求めら
れる今日におけるデータ解析法について考え
る。

１．ミクロデータ分析の一般化

　本学会では統計解析について，マクロ計量
モデル分析と時系列分析との対比，計量モデ
ル分析の有効性についての論議を中心に研究
が蓄積されてきた。前者について前記念号（第
3集）では，マクロ計量モデル分析との比較
において理論に依らない計測とされてきた時
系列分析が，AR（Auto Regression：自己回帰）

モデルを多変量に拡張したVAR（Vector Auto 

Regression：多変量自己回帰）モデルへと複
雑化，構造化してゆく経緯が述べられた。ま
た，当期の説明変数の使用まで拡張した
SVAR（Structural VAR：構造的多変量自己回
帰）モデルや，BVAR（Bayesian VAR：ベイジ
アン多変量自己回帰）モデルへの展開が示さ
れた（坂田，1996）。さらに，探索的データ解
析（EDA, Exploratory Data Analysis）とそれに
基づく回帰診断の動向が示された（上藤，
1996）。
　第3集以降のこれらの論点について，木村
（2003）は，経済理論，モデル，データのそれ
ぞれの関連のうち，近年は関心がモデルと
データの関連，すなわちモデルのデータへの
適合性の問題へ偏重し，経済理論とモデルの
適合性について注意が払われないことを問題
とした。この経済理論に基づくモデルビル
ディングという課題は，広田・山田（1957）な
どから継承されている課題といえる。また，
菊地（1996）は，マクロ計量モデル分析と時系
列分析との対立ではなく，これらが総合的に
補完されることにより真実に接近するべきと
の考えを示し，ベイズ的アプローチにその可
能性を見出した。
　加えて第3集では当時の情報化の様子につ
いても紹介されている。当時は，「パーソナ
ルコンピュータを中心としたコンピュータの
利用が一般化するとともに，データベースの
発展，インターネットをはじめとするコン
ピュータ・ネットワークの急速な発展が見ら

第９章　データ解析法
田　浦　　　元

144　　　



第 9 章　データ解析法　　　145

れるようになってきた」（金子，1996，p.46）
時期であった 1）。その後10年間で情報化は目
覚しく進展し，安価で高性能な情報処理機器
が普及し，大量データの蓄積が可能となった。
大量データの蓄積を可能とした背景には，
1980年代に中央演算装置（CPU）の高速化，
記憶装置の大容量化が進み，データベース処
理言語SQLが広く用いられるようになった
ことが挙げられる。また，POS（Point of 

Sales）システムの開発により，企業には自動
的に大量データが蓄積されるようになった。
このような中で，日々処理されるデータを蓄
積しようという考えからデータウェアハウス
（Data Warehouse）の 構 築 が 提 唱 さ れ た
（Inmon, 1996）。データウェアハウスとは，
基幹系データベースに蓄積されているデータ
を，試行錯誤が可能な情報系データへ変換し，
管理，蓄積するデータベースである。さらに，
最近ではSQL言語によるデータベースソフ
トウェアが家庭用パーソナルコンピュータに
まで広く普及し，手軽に大量データの分析が
行なえるようになった。これらの影響は統計
解析の方法にも及び，近年では経済統計分野
など社会科学分野においてもミクロデータを
利用した分析が広く用いられるようになった2）。
　時系列分析は，第3集以降，金融分野にお
いて目覚ましい発展を遂げた。Engle（1982）
によるARCH（Autoregressive Conditional Het-

eroscedastic：自己回帰条件付分散不均一）モ
デルは，ARモデルを基礎とし，誤差の分散
が過去の誤差の分散に影響を受けて決まると
したものである。このARCHモデルを一般化
できるように拡張したものが，GARCH

（Generalized ARCH：一般化ARCH）モデル
（Bollerslev, 1986）である。その後，金融時系
列モデル分析の分野では，ARCH－M（ARCH 

in the Mean）モデル（Engle et al., 1987）等，
ARCHモデルを基礎とした多様な応用ARCH

モデルが誕生し，金融時系列モデル分析とい
う新しい時系列分析の分野が築かれた。もう
一方の計量モデル分析の有効性についての論
議の展開は，他章へ譲り本稿では取り上げな
い。
　第3集において統計解析論議の中心であっ
たマクロ計量モデル分析と時系列分析は，い
ずれも集計量に基づく分析手法，あるいはそ
れを基礎として発展してきた分析手法である
といえるだろう。近年，これら集計量に基づ
く分析の限界が見出される中で，ミクロデー
タに基づく分析の必要性が高まり，多くの分
析が行われている。前述の情報技術の発達に
より，経済統計分野など社会科学の領域にお
いても，ようやくミクロデータを利用した分
析が可能となってきたともいえる。本学会会
員によるものとしては，政府統計のリサンプ
リングデータを利用した分析が近年活発であ
る。就業構造基本調査のリサンプリングデー
タを利用したものとして，森・坂田・山田
（2005），水野谷（2005）などがある。また，全
国消費実態調査のリサンプリングデータを利
用したものとして坂田・伊藤（2005），社会生
活基本調査のリサンプリングデータを利用し
たものとして井出・安井（2004）などがある。

２．パネルデータ分析

　ミクロデータを利用した分析の中で，経済
統計分野において最も定着したもののひとつ
がパネルデータ分析である。パネルデータ
（Panel Data）は，同一の対象についてのクロ
スセクションデータを時間的に継続して収集
したものである。長期的に調査されたデータ
という意味でロンジチューディナルデータ
（Longitudinal Data）とも呼ばれる。パネルデー
タ分析では，クロスセクションデータに時系
列分析の特徴を持たせた分析や，個々のサン
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プル特有の効果の観測が可能となる。また，
誤差項の一部をサンプル特有の効果と考える
ことにより，モデルの安定性の向上も図られ
る。これらの利点から，パネルデータ分析は
近年多くの分析に利用されている。本学会会
員によるものとしては，坂田（2000，2002），
矢野（2000）などがある。
　パネルデータ分析は，自然科学分野では古
くから一般的な手法であった。社会科学分野
のパネルデータ分析はR.A. フィッシャー
（R.A. Fisher）の実験計画法に始まるといわれ
るが，初期のパネル調査として有名なものは，
アメリカ連邦政府統計局によるNLS（The 

National Longitudinal Survey of Labor Market 

Experience, 1964～）と，ミシガン大学による
PSID（The Panel Study of Income Dynamics, 

1968～）である。現在では，欧州委員会統計
局のECHP（The European Community House-

hold Panel, 1994～）が，国際比較可能なパネ
ル調査として整備されつつある。
　パネルデータ分析では，複数年に渡り同一
サンプルのクロスセクションデータが収集さ
れる。このようにして得られたデータについ
て，時間軸を考慮せずにクロスセクション
データとしたものがプールデータ（Pool Data）
である。プールデータは，ごく一般的な回帰
分析と同様に，yit＝a＋bxit＋eitの回帰式で推
計することができるが，この場合，各サンプ
ル特有の効果は無視されている。パネルデー
タ分析ではこの各サンプル特有の効果をαiと
して，yit＝ai＋bxit＋eitの形で推計できる。こ
の時，αiとxitが相関関係にあると仮定したモ
デルが固定効果（Fixed Effect）モデルであり，
説明変数を前提とした被説明変数の違いは，
各サンプル固有の理由に依るところが大きい
と考える。他方，αiとxitが無相関と仮定した
モデルが変量効果（Random Effect）モデルで
あり，説明変数を前提とした被説明変数の違

いは各サンプル固有の理由に依るのではなく，
誤差や偶然によるものと考える。このように
パネルデータ分析では，従来のマクロモデル
分析では不可能であった，個々のサンプル独
自の個別効果の測定が可能となる。また，こ
のことから誤差のうちαiに相当する部分をそ
のサンプルの特性に照らして理論的に説明す
ることが可能となり，モデルの安定性を向上
させることができる。
　ただし，パネルデータ分析には以下の問題
が存在する。最大の問題はサンプルの脱落
（Attrition）である。前述のとおりパネル調査
は，同一の調査対象を複数年に渡り調査する
ものである。逆に言えば，最も一般的なパネ
ル調査では途中で調査対象の追加を行なわな
い。そのため，時間の進行とともに回答が行
なわれない脱落サンプルが累積してゆくこと
に な る（Kasprzyk et al., 1989, Fitzmaurice et 

al., 2004）。脱落が発生すると，たとえ第1回
目のパネル調査で充分に母集団を代表するこ
とができる標本調査を行なったとしても，時
間の進行とともに調査結果が母集団を代表し
なくなる。また，脱落は特定のサンプルに多
く発生する可能性があり，この場合，一層パ
ネル調査の母集団の代表性が疑わしくなる。
例えば，PSIDについての脱落の分析では，
社会扶助，低所得，低学歴，未婚，高齢者，
有色人種，非持家などで脱落が多くなること
が示されている（Fitzgerald et al., 1998, Lillard

－Panis, 1998）。わが国の「消費生活に関する
パネル調査」（家計経済研究所）についても同
様に詳細な脱落の分析が行なわれ，低学歴，
未婚，若年齢，高所得，有業者，核家族など
で脱落が多くなることが示されている（坂本，
2003）。また，多忙，転居先不明，長期不在，
結婚などのライフイベントの発生に伴う脱落
が多いことが示されている（村上，2003）。サ
ンプルの脱落自体は自然科学分野におけるパ
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ネルデータにも発生する現象であるが，脱落
が上記のように特定のサンプルに偏して発生
することは，パネルデータ分析を社会科学分
野に移植したことによる新たな課題といえる。
　同様に，社会科学分野特有の問題として，
サンプルの不追加と社会構造の変化の問題が
ある。第1回目の調査時点と最新の調査時点
とでは，時間の経過に従い社会構造も変化し
ている可能性がある。社会科学分野のパネル
データ分析では，特にこの点に注意が必要で
ある。この場合，第1回目の調査時点での母
集団を代表するように抽出されたサンプルは，
現在の母集団特性を正確に反映しているとは
いえない。仮に第1回目調査から最新の調査
時点までに社会構造の変化が全く発生しな
かったとしても，第1回目調査時点で母集団
を代表するように抽出されたサンプルは，最
新の調査時点ではある程度高齢化したものに
なってしまう。さらに，回答者が同一調査に
何度も回答することがもたらす調査慣れによ
る歪み（松田，2002）も社会科学分野のパネル
データ分析特有の問題として指摘されている。

３．質的選択モデル

　近年利用が高まっているミクロデータには，
カテゴリカルデータを含むものが多く，これ
らの分析に質的選択モデルが不可欠である。
質的選択モデルは，被説明変数が二者択一的
な場合や，不連続な回答についての分析に用
いられる。
　質的選択モデル分析は，医学分野における
Dawber et al.（1951）に始まる。これは，疾病
の発症（y）を，病原菌を説明変数（x）として説
明しようとするものであるが，病原菌（x）の
存在する患者の全てが発症（y）するわけでは
ない。そこで，病原菌（x）と疾病の発症（y）の
間に，高血圧，高コレステロール，喫煙など

によるリスクを足し合わせた多重リスクファ
クター（Multiple Risk Factor）という潜在的な
リスク要因を考慮し，「発症する」，「発症し
ない」の二者択一な質的被説明変数をロジス
ティック関数により推計したものである。こ
のような分析手法は社会科学の分野にも広く
応用されるようになり，経済学の分野では，
自動車購入の有無（Cragg－Uhler, 1970）等の消
費者の購買行動についての分析，ある条件の
下で労働者が働くか働かないかについての労
働供給の分析（Heckman, 1974），交通選択に
ついての消費者行動の分析（McFadden, 1974），
住宅ローンの貸与審査（Maddala－Trost, 1982）
等に応用されている。本学会会員によるもの
としては，金子・杉橋（2003）などがある。
　「買う」，「買わない」や「働く」，「働かない」
など二者択一的な行動の場合，回帰式を通常
通り，yi＝a＋bxi＋eiとすると，被説明変数は
0あるいは1のみとなってしまう。そこで，
連続的な潜在変数 yi

＊＝a＋bxi＋uiを想定し，
閾値 yi

＊＝0として
⎧
⎨
⎩

yi＝1：yi
＊＞0

yi＝0：yi
＊＜0

とする。導関数にロジスティック曲線を想定
したものがロジットモデル（Logit Model）で
あり，標準正規分布を想定したものがプロ
ビットモデル（Probit Model）である。ロジッ
トモデルは，居住人口，就業人口，工業出荷
額，商品販売額，自動車保有台数などがロジ
スティック関数とフィットするという理由か
ら，これらの分析によく用いられる。プロビッ
トモデルは，標準正規分布を仮定するという
理由から用いられることが多い。
　ただし，プロビットモデルによる推計には
煩雑な尤度関数の計算を要するため，仮説と
する経済理論においては標準正規分布を仮定
しているにもかかわらず，比較的計算の簡単
なロジットモデルを採用している例も見受け
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られる。しかし，最近ではこれらについてマ
ルコフ連鎖モンテカルロ（Markov Chain 

Monte Carlo: MCMC）法を応用し，潜在変数
yi
＊＝xiβ＋εi，εi～N（0,1）として，βの事前分
布から条件付事後分布を計算する方法も提案
されている3）。これは，ベイズ的アプローチ
に基づく計算機能の向上により，経済理論に
より適合的なモデルを採用できるようになっ
た例といえよう。
　また，質的選択モデルと通常の回帰モデル
との複合を試み，閾値 yi＊＝0の時に，yi＝yi：
yi
＊＞0　yi＝0：yi＊＜0としたトービットモデ
ル（Tobit Model）も一般的である。なお，この
ような閾値による行動選択と後述するニュー
ラルネットワークとに構造的な共通点が多い
ことが，ニューラルネットワーク分析が経済
分野に応用されるきっかけとなった。さらに
質的選択モデルは，二項選択（Binary Choice）
に と ど ま ら ず， 多 項 選 択（Multinomial 

Choice）モデルへ拡張され，被説明変数が特
定の順序に従う場合に用いられる順序反応
（Ordered Response Model）モデル，類似性の
強い被説明変数が存在する場合に用いられる
ネステッド・ロジットモデル（Nested Logit 

Model）などが広く用いられている（McFadden, 

1981, 1983）。また，これら質的選択モデルを
パネルデータに応用しようとする試みもみら
れる（Maddala, 1987）。パネル・ロジットモデ
ル，パネル・プロビットモデル，パネル・トー
ビットモデルなどが考えられるが，いずれも
誤差項に前述の個別効果αiを考慮しなければ
ならない点が，従来の質的選択モデルと異な
る点である。パネルデータでない質的選択モ
デルの場合，誤差項は全サンプルに対し共通
であるが，パネル質的選択モデルの場合，個
別効果αiを考慮した誤差項はサンプルごとに
異なる。この場合，このような誤差項が識別
できないという付随パラメータ問題（Inciden-

tal Parameter Problem）が存在する（Neyman 

and Scott, 1948）。
　このように，質的選択モデル分析が経済学
の分野にも応用され，カテゴリカルデータの
分析に不可欠な分析手法として定着した。し
かしここでも，自然科学分野のデータと異な
り，経済学においては推計結果が人間の感情
に影響を受けることに留意する必要がある。
誤差項の中身には，期待，バンドワゴン効果，
目移り，その時の気分などが混入しており，
本来ある財を「買う」はずのサンプルが「買
わない」ことも，「買わない」はずのサンプ
ルが「買う」こともあり得る。

４．データマイニング

　前述のとおりミクロデータ分析は大量デー
タの蓄積とコンピュータの普及により可能と
なったが，この大量データの蓄積により可能
となった分析手法にデータマイニング（Data 

Mining）がある。データマイニングは，「意味
あるパターンやルールを発見するために大量
のデータを自動的ないし半自動的手段で分析
および検索するプロセス」（Berry－Linoff, 

1997），あるいは「以前には知られていない，
そして潜在的には有用な知識を引き出す方
法」（Addrians－Zantinge, 1996）と定義される4）。
もっと広義には，一定の規則の自動抽出とそ
のための大量データの高速処理ということも
できる。具体的には，データウェアハウスと
呼ばれる原データを蓄積した大規模なデータ
ベースからパターンを見つけ出し，そのパ
ターンから一定の法則を導き出そうとするも
のである。このデータマイニングからは，予
想のつかない法則の発見が期待される。例え
ば，「ビールとポテトチップは同時に購入さ
れる」というような仮説は容易に想像がつく
ので，統計学的分析ではこの仮説に基づくモ
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デルを構築し，分析を行なう。しかし，デー
タマイニングからは「ビールと紙おむつは同
時に購入される」というような，予想し難い
法則が発見されることがある。
　データマイニングで用いられる方法は，相
関分析，回帰分析，主成分分析，因子分析，
クラスタ分析など，統計学的分析でもよく用
いられる手法が中心的である。この他に，決
定木やニューラルネットワーク分析がよく用
いられる。
　決定木（Decision Tree）は，多変量解析の一
手法として，60年代からMorgan－Sonquist

（1963）による2値の質的変数の分類（Classifi-

cation）を 行 な う AID（Automatic Interaction 

Detector）などが存在していたが，あまり利
用される手法ではなかった。しかし80年代
に入り，CHAID（Chi－squared AID）により 3

値以上の分類が可能（Kass, 1980）となると，
当時の情報技術の発展を背景にデータマイニ
ングの代表的手法として広く用いられるよう
になった。経済学の分野では，不動産価格の
分類（Harrison－Rubinfeld, 1978）などに決定木
が用いられている。これは，部屋数，部屋の
古さ，地域の犯罪率，地域の窒素酸化物濃度
などを予測変数として住宅価格を基準変数と
して分類を行なうものである。また，顧客の
属性分類などのマーケティング分野，ローン
の貸与審査などにも決定木が利用されている。
　ニューラルネットワーク（Neural Net-

works）は，人間の脳の働きをコンピュータ
で再現しようとする工学分野の研究に基づく
ものであり，これも自然科学分野で発展して
きた分析手法といえる5）。脳内では，多数の
神経細胞が集まって回路を形成し，情報は神
経細胞間を電気信号として伝達される。神経
細胞は，通常は外部よりも膜電位の低い平静
状態にあるが，電気信号が与えられると外部
よりも膜電位の高い興奮状態になり，先端の

シナプス（Synapse）から，隣の神経細胞へ電
気信号を放出する。脳ではこの繰り返しによ
り情報が伝達される。ニューラルネットワー
クでは，並列したネットワーク上で，「平静
＝0」，「興奮＝1」の2種類の電気信号を流す
ことにより，脳の情報伝達の仕組みを模して
いる。この平静状態と興奮状態との臨界の膜
電位の値である閾値は，前述の質的選択モデ
ルの閾値と同様の計算処理が可能である。w：
荷重（0＜w＜1），θ：閾値，nj（t）：ニューロ
ン Iの時刻 tにおける出力，α：バイアス，f：
関数（ロジスティック関数等）とし，nj（t）＝
I（Σwijni（t－1）＞θi）i→ j

としたとき，ニューラル
ネットワークは yk＝fk（αk+Σwjkfj（αj＋Σwijxi））j→k i→ j

で表わすことができる。このニューラルネッ
トワークは，荷重の大きいニューロンはより
太く，すなわち荷重が大に，自動で成長する6）。
　このような二者択一のデータ処理が質的選
択モデルと共通することから，ニューラル
ネットワークのモデルは，ノンパラメトリッ
ク分析の一手法として用いられるようになっ
た。そして，計算を始めるとモデルが自動成
長するため，人間に予想し難い法則の発見を
期待するデータマイニングに活用されるよう
になった。経済分野では，公定歩合予測（副島，
1966）や株価予測などの金融やマーケティン
グの分野を中心に利用されている。本学会会
員によるニューラルネットワークについての
研究成果には，中敷領（1995）がある。中敷領
は，ニューラルネットワークの方法と経済統
計学との関連を整理し，ニューラルネット
ワークによるロジットモデル，プロビットモ
デルの再現性についての簡単な実験を行って
いる。この他，データマイニングに関する本
学会会員による成果には池田（1998），芝村
（2005）がある。
　統計学におけるデータマイニングの位置づ
けは，探索的データ解析（EDA）の発展したも
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のと位置づけることができる（椿，2000）。探
索的データ解析は，データ自体を発見的に分
析しようとする手法（Tukey, 1977）であり，あ
らかじめ立案したモデルをデータにより検証
する仮説検証的データ解析（Confirmatory 

Data Analysis）の対極に位置するものである。
しかし，探索的データ解析はあくまで無作為
抽出や確率論に基づく統計学のフィールド上
での革新を試みてきたものである。これに対
しデータマイニングでは，後述するように統
計学的な抽出や確率論に基づく推定，検定の
プロセスを必ずしも踏むわけではない。この
点で，探索的データ解析の発展したものであ
るとは単純に言い切れない。そこで，データ
マイニングと統計学的データ分析との相違を
見てみることとする7）。
　両者の最も大きな相違は，抽出とプロセス
にある。抽出については，統計学的分析では
一般に，無作為抽出による標本調査を想定す
る。無作為抽出標本調査が行なえない場合や
有意抽出調査が行なわれた場合も，仮に無作
為抽出標本調査が行なわれた場合との比較に
より仮説の妥当性を評価する。これに対し
データマイニングでは，すでに蓄積されてい
る大量データを分析対象とし，その限定され
た分析対象についての法則を発見することが
目的である。そのため，そもそも標本調査を
必要とせず，全体（大量）を代表する標本の採
集という認識で新たに抽出調査が行なわれる
ことは殆どない。
　プロセスについては，統計学的分析では始
めに仮説の立案を行い，その仮説に沿ったモ
デルビルディングが行なわれる。それに従い，
データの取得，集計，解析，推定，検定など
が行なわれ，結果の解釈，評価から，はじめ
に立てた仮説の有意性を示すというのが一般
的なプロセスである。これに対しデータマイ
ニングでは，既に蓄積されている大量データ

を自動，半自動的に解析し，結果の解釈や評
価を行なう。そこから結果的に何らかの仮説
が導ければ分析は成功とされる。はじめに仮
説の立案やモデルビルディングありきの統計
学的分析と，最終的に何らかの仮説が導けれ
ば良いと考えるデータマイニングでは，その
プロセスに大きな違いがある。
　また，データマイニングの方法には，統計
学的分析の立場から，その理論的な意味付け
や再現性についての問題が指摘される。例え
ば，ニューラルネットワークによる分析は，
前述のとおりモデルが自動成長することで人
間には予想し難い法則の発見が期待できるが，
モデルの成長をどの時点で止めるかにより結
果が異なったものとなる。また，モデルが自
動成長を遂げるため，モデルの中身がブラッ
クボックス化する。この点が，仮説に基づく
モデルビルディングを指向する統計学的分析
とニューラルネットワークを用いたデータマ
イニングとの決定的な相違である。
　決定木についても同様のことがいえる。決
定木は，統計学的分析手法のクラスタ分析と
一見似ているが，実際は大きく異なるもので
ある。クラスタ分析では全ての変数によりク
ラスタ（分岐の作成）が行なわれるが，決定木
では1つの変数により1つの分岐がそれぞれ
作られる。この相違は単なる手法的な相違に
見えるが，それだけには留まらない。決定木
では，1つの変数により1つの分岐がそれぞ
れ作られるため，変数を与える順番により木
の広がり方が変わる。統計学的な方法論を重
視した場合，変数を与える順番にどのような
経済学的な意味があるかという問題が指摘さ
れる。また，変数を与える順番により結果が
全く異なってしまうことから再現性について
の問題も指摘される。
　さらに，相関分析，回帰分析，因子分析な
どの統計学的な分析手法を用いたデータマイ
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ニングについても，採用基準についての問題
が指摘される。一般的なデータマイニングで
は統計学的分析手法を用いる場合も，連関
ルール（Association Rule）に基づいて一定の基
準を上回る法則だけを機械的に採用すること
が一般的である。この基準となるものは，信
頼度（Confidence），支持度（Support），前提確
率などである。信頼度は条件付確率p（B│A）
のことであり，先の例では，ビールを買った
顧客（A）のうち紙おむつを買った顧客（B）の
割合である。支持度は同時確率p（A, B）のこ
とであり，ビール（A）と紙おむつ（B）を買っ
た顧客の全体の顧客に対する割合である。前
提確率は，この分析の前提となるビール（A）
を買った顧客の全体の顧客に対する割合であ
る。データマイニングでは，これらが一定の
基準を上回る法則だけを機械的に採用する。
統計学的分析の立場からは，これらを基に機
械的に採用することにどのような経済学的な
意味があるかという問題が指摘される。また，
これらの基準を上回らなかったものの中に意
味のある分析結果が見落とされていないかと
いう問題も指摘される。さらに，このように
機械的に抽出された法則の中には，見せかけ
の相関が多数存在する可能性も否定できない。

むすび

　本稿ではミクロデータを利用した代表的な
データ解析手法について概観した。これらの
手法に期待されることは，マクロ計量分析に
より示された理論や仮説がミクロデータ分析
によりさらに説得力を増すこと，新たな発見
が付加されること，マクロ分析では知ること
の出来なかった個人の行動についての詳細な
分析が行なわれること，個別効果を分離する
ことによりモデルの安定性が向上することな
どである。しかし，パネルデータにおける脱

落や，質的選択モデルにおける誤差項への期
待の混入など，調査対象を人間とすることに
よる新たな問題も発生している。
　また，データマイニングの手法からは，従
来の統計学的分析では予想し難い法則の発見
が期待される。しかし，データマイニングに
より発見された法則には，モデルがブラック
ボックス化することにより経済学的な意味付
けが明確でなくなることや，見せかけの相関，
低い再現性などの問題が指摘されている。
　これらの課題は，突き詰めれば自然科学の
方法を社会科学に移植したことによる問題，
理論とモデルとデータとの関係についての問
題といえる。情報技術の発達による近年の
データ解析法の展開は，これらの古くて新し
い課題を改めて問いかけているといえよう。

注

1．この章は情報化に伴うプライバシーや情報開示
についての問題を論ずるものであるが，当時の情
報化がどのようなものであったかについても知る
ことができる。

2．大量データの利用による統計手法の変化は，社
会科学分野だけでなく，自然科学分野でも，大量
データを利用した交差妥当化（Cross Validation）に
よる信頼性の検定，ブートストラップ（Bootstrap）
法などの研究が進んでいる。

3．ロジットモデル，トービットモデルについても，
同様のベイズ的な推定に基づく計算が可能である。
これらの詳細については，Tierney（1994），大森・
和合（2005）等を参照されたい。

4．現在では，データマイニングとKDD（Knowledge 

Discovery in Databases）はほぼ同義で用いられる
ようになっており，本稿でも区別しない。

5．心理学分野からの初期のアプローチも，ニュー
ラルネットワークの開発に貢献した。

6．ニューラルネットワークの詳細については，
McCulloch－Pitts（1943），Rumelhart et al. （1986），
豊田（1996）等を参照されたい。

7．本節では，データマイニングの方法のうち最も
一般的，伝統的な探索的データマイニングに限定
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して述べている。データマイニングの手法は近年
多様化しており，目的指向型データマイニングな
どにはこれに当てはまらないものもある。
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まえがき

　世界人口は2050年には90億人に達し，今
後25億人の増加が見込まれ（2004年国連人口
推計），依然としてその増大が最大の問題で
あるが，それとは対照的に，先進国では低出
生率と人口停滞，また，死亡率低下も加わっ
て進行する急速な人口高齢化が問題とされて
いる（Chamie, 2005）。本稿では現実に日本で
進行していてもっとも身近な出生率低下と人
口高齢化を対象に論じたい。子供人口の相対
的減少の意味を持ついわゆる少子化はここで
は出生率低下として扱うことにする。
　人口に関わる年齢構成などの人口構造や出
生・死亡・移動などの動態事象は，社会経済
の変動の影響を受けながらも，相互に数量的
な依存関係をもち，社会経済とは相対的に自
立的に運動する特性をもっているとされる。
したがって，人口の研究は社会経済との相互
関係を明らかにする実質人口学 substantial 

demographyと自立的な人口過程を数理的に
研究する形式人口学 formal demography，人
口分析demographic analysisに二分される（日
本人口学会2002，p.345）。
　出生率低下と人口高齢化についても，なぜ
進行しているか，どのように進展すると見通
され，どのような対策を立てるべきかを考え
る場合，当然この二方面から接近することに
なるが，後者，形式人口学的分析（人口分析）

の方がより基本的と考えられている。それは
第1に，どういう人口現象が進行しているか
を人口分析によって正確に捉えなければ，そ
れに基づく将来見通しや政策は意味を持たな
いからであり，第2に，人口変数が社会経済
的変数に比してより安定的で，将来の見通し
もより容易であり，とくに将来人口推計にお
いては社会経済的変数を用いたモデルでは，
社会経済的な変数の将来値を得ることがはる
かに困難で，多くの場合，成功することが難
しいと考えられているからである。本稿は，
少子化・高齢化を扱う形式人口学的分析を主
な対象として，その分析方法の妥当性と分析
結果の社会的影響を検討する。その上で，少
子化の社会経済分析にも補完的に触れ，上記
第2の人口分析独立説はどの程度合理的か検
討し，人口分析を中心とした人口統計研究の
今後の課題を検討したい。

１．少子・高齢化の人口分析

1.1　合計出生率とテンポ効果
　出生率として最も簡単なものは出生数を総
人口で除した粗出生率である。この指標は人
口の性・年齢構成の影響を受けるので，その
影響を除いた年齢別女子人口に対する年齢別
出生率がもっとも基本的な出生率といえる。
この年齢別出生率を合計した合計出生率
TFR1）は，本来女性1人あたりの平均出生児
数に相当し，年齢別出生率全体の水準を示す

第10章　人　口
　　少子・高齢化の人口分析　　

廣　嶋　清　志

＜個別領域＞

154　　　



第10章　人　口　　　155

もっとも代表的な指標である。合計出生率が
出生率水準を代表する指標として日本で一般
に使われるようになったのは，いわゆる1.57

ショックと言われた1991年ごろからで，人
口動態統計の公表値および将来人口推計に用
いられ，その低下に社会的な関心が高まった
からである。
　これにともなって，合計出生率におけるテ
ンポ効果の問題が浮上した。1970年代半ば
から進行している合計出生率の低下が，コー
ホートの出生率（完結出生児数）だけでなく，
そのタイミングの遅れによって引き起こされ
ているということが認識されるようになった
からである（河野他 1983，稲葉 1986，阿藤
1992，大谷1993，廣嶋2000，岩澤2003，金
子2004）。ただし，その量が実際に計測され
たのはごく最近である（別府 2001，金子
2004）。すなわち，「1970－99年の30年間（合
計出生率低下の延べ総量の）34.5％がテンポ
（の遅れ）により，…65.5％が生涯出生率の低
下による」（廣嶋2000a，p.23）。
　このような分析の結果，日本の将来人口推
計において将来，出生テンポの遅れが止まり，
合計出生率が再上昇する（現時点における一
時的低下）と仮定されてきた。これはテンポ
効果によるものであり，実質的な（コーホー
トの）出生率上昇を意味しないと説明されて
いる2）。このようなコーホート出生率と年次
別の合計出生率の乖離をひき起こすテンポ効
果3）は，その複雑性もあって日本ではあまり
知られていないと思われるが，ヨーロッパ，
アジア各国で実際に観察され，家族政策の出
生率に対する効果を論じるときなどに欠かせ
ない要素となっている。
　テンポ効果とは，たとえば全員が最終的に
2人の子供を持つとしても，そのテンポが遅
くなる（晩産化）と，年次別に見た合計出生率
は2人より少なくなることである。この効果

は 1950年代から知られているが（Bongaarts 

& Feeney, 1998），その理論的性格が十分認識
されておらず，国際的にも人口学の弱点と
なっている。人口分析法の教科書・解説書（た
とえば，Preston et al., 2000，河野1996）でテ
ンポ効果を説明しているものはまったくない
といってよい。Bongaarts and Feeney（1998）
を初めとして多くの論文は，出生のテンポが
遅くなると1年に発生する出生数が少なくな
るのでテンポ効果が生じるとする。この見解
に従うと，「分子である出生数にテンポ効果
があるのだから，出生率を生命表形式［出生
未経験者について計算する出生確率］で表し
てもテンポ効果が現れる」とされる。
　テンポ効果の起こる理由は本来，簡単であ
る。合計出生率は年齢別出生率を基礎とする
が，その分母である年齢別女子人口には，出
生（出産）を経験した人も含まれている4）。も
し出生の仕方が遅れているとすると，ある年
齢の出生率の分母は過去の高い出生率によっ
て出生経験者を以前より多く含み，出生未経
験者の割合が小さくなるのでその年齢の出生
率は低くなってしまうのである。このように
合計出生率は過去の出生経験の影響を受ける
ことにより歪む。したがって，出生経験者を
含まない分母による出生確率で出生率を計算
するならばテンポ効果は現れない（廣嶋2000a，
2005，2006）。

1.2　結婚出生率の低下
　出生率低下について，その対策を考える際
に，合計出生率の低下を結婚率と結婚出生率
（夫婦出生率）の動きによって分析することは
重要な課題である。なぜなら，出生率低下の
要因が結婚にあるのか，あるいは夫婦の子供
数にあるのかによって，その政策や分析の対
象が異なるはずだからである。
　合計出生率低下について「有配偶率低下に
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よってすべて説明がつく」（阿藤1982），「有
配偶率の低下の影響がすべてで有配偶出生率
の変化はむしろ出生率を引き上げる方向に働
いている」（阿藤1992，p.51），「この期間の
合計特殊出生率の低下にみる少子化は，夫婦
の子どもの産み方が低調になったためではな
く，もっぱら20歳代の若者が結婚しなくなっ
たことによるということが示されている」（高
橋ほか1997，p.73－4）という結婚出生率低下
を無視・否定する議論（夫婦出生率維持説）が
つい最近まで主流となっていた（河野1995，
厚生省1998）。この夫婦出生率維持説は，結
婚出生率として年齢別有配偶出生率を用いた
要因分解法による分析結果に基づいている5）。
実際，この分析方法によると 1975年から
2005年の合計出生率の低下のすべてが年齢
別有配偶率の低下により，年齢別有配偶出生
率は出生率を逆に上昇させる効果を持ってい
ることになる（国立社人研2006，p.66）。年齢
別有配偶出生率を用いたこの分析に対しては
早くから批判があった（廣嶋 1986，1999c，
2000b，2001，Ogawa and Retherford, 1993，
鈴木2000）。現代出生力は年齢よりも結婚か
らの期間によって強く決められる性質をもっ
ているので，年齢別有配偶出生率は結婚年齢
が上昇しているとき見かけ上の上昇を示し，
夫婦出生率を計測するのに不適であり，より
適切な分析法によれば，夫婦出生率の低下の
影響も無視できない大きさ（およそ3割）であ
るという批判である。
　この年齢別有配偶出生率の問題性の認識が
広がるとともに，これ以外のコーホート有配
偶出生率を使ったシミュレーションによる分
析が行なわれ（廣嶋2000b，岩澤2002），次第
に夫婦出生率維持説は修正され，「90年代に
入り，徐々に夫婦の出生行動パターンの変化
が期間TFRの低下として現れるほどに進ん
でいることがわかった。」（岩澤2002）と，「90

年代低下開始説」へと変化したといえる。た
だし，その分析結果（図16）を見ると，1970

年代後半および1980年代後半に夫婦出生率
はすでに合計出生率低下の効果を示しており
（廣嶋 2000bの図 15，金子 2004の図 1－ 3も
同様），夫婦の出生率は，90年代に入ってか
らではなく，1970年代後半以後，1980年代
前半の一時期を除き，ほぼ一貫して合計出生
率に負の影響をもたらしてきたのである6）。
このことは，年次別の合計結婚出生率（結婚
後1年目から15年目まで夫婦の出生率の合計，
大谷 1993）の動向（国立社人研1988，1993，
1998）とよく一致している。
　しかし，上記の要因分解法によって夫婦出
生率維持説を述べる論文や分析は，韓国，台
湾，香港（その例は，Hirosima, 2003, Suzuki, 

2003，廣嶋2004参照）を含め，現在も数多く
存在し（日本人口学会2002，p.191，415，426，
国立社人研2006，p.66），今後も当分繰り返
されていくことに注意しなければならない。

1.3　人口高齢化の要因分析7）

　近年，少子高齢化という言葉が作られて，
少子化と高齢化の両方を指すというより，高
齢化が少子化と強く結び付けられるように
なって，少子化の結果としてのみ高齢化を考
える傾向がみられる。しかし，実は出生率の
今後の変化によって高齢化の程度はあまり変
わらない（盛山2004）。将来人口推計（国立社
人研2002）によれば，将来の出生率が1.62と
比較的高く設定された場合，65歳以上人口
の割合は 2025年に 28.0％，2050年 33.1％で
あるが，出生率が1.12とかなり低く設定され
た場合でも，それぞれ29.5％，39.0％であま
り大きく変わるものではないといってよい。
その意味で，少子化対策を高齢化対策の代わ
りにすることはできないし，逆に，高齢化は
無限に進むわけでない。もし，仮に出生率が
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さらに高く約2.1と人口置換え水準（親世代人
口と子世代人口が1対1）まで回復するとした
場合，65歳以上人口割合は長期的には25％
（静止高齢人口割合T65）に達する（廣嶋1999）。
すなわち，たとえ出生率がもっとも理想的な
状態になり，少子化が止まっても現在よりも
さらに高齢化が進むことは避けられないので
ある。
　形式人口学において最重要視される安定人
口理論により，「年齢構造の差異をもたらす
主要な原因は死亡率ではなく，出生率である
ということができる」（岡崎1980，p.163）と
いう命題は，短期的な高齢化の進行の分析に
誤って適用されてはならないし，また，長期
的に見た場合でも，死亡率の影響を無視して
はならない。日本の将来の高齢化について戦
前水準から見て出生率と死亡率の影響は3：
1である（廣嶋1994，1999）。また，今後の先
進国における高齢化は死亡率低下の影響の方
が大きいと考えられる（小川2002）。
　2025年について，過去に発表された日本
の将来推計人口で65歳以上（高齢）人口と15

－64歳（生産年齢）人口がどのように見通さ
れてきたかを検討してみよう。1976年以後
2002年まで6回の将来人口推計が政府によっ
て発表されたが，見込まれた出生率と死亡率
はともに毎回下方に修正されてきた。合計出
生率2.10への回復を設定した1976年推計と
最新の2002年推計とを比較すると，2025年
の高齢人口は2485万人から3473万人に上方
へ，15－64歳人口は9027万人から7233万人
に下方へ修正されている。したがって，高齢
人口 /生産年齢人口（いわゆる老年従属人口指
数）は0.290から0.480へと1.66倍に上昇して
いる。この変化について，高齢人口の増大は
1.37倍，15－64歳人口減少は 1.21倍の効果
をもっている。このように，従属指数の伸び
は高齢人口の増大，つまりは死亡率の低下が

もたらした効果の方が，出生率低下による生
産年齢人口減少の効果より大きいのである。
（ただし，死亡率低下は15－64歳人口を増大
させ従属指数軽減の方にも寄与している。）こ
の状況は2040年頃まで変わらない。
　死亡率改善の影響が予想外に大きいという
高齢化に対する人口学の見方は国内的にも国
際的にも1980年代後半以後に起こってきた
比較的新しいものである（United Nations, 

1988，西村1996）。

1.4　先進国の平均寿命過大説
　死亡の動向は高齢人口と生産年齢人口の両
面から人口高齢化と関わっていて，十分注視
する必要があるが，その研究は日本で近年下
火となっている。ところが，死亡の分析につ
いて，先進国の平均寿命が過大に計算されて
いるという説が有力な人口学者によって主張
され，欧米の人口学の中で影響が広まりつつ
ある（Bongaarts and Feeney, 2002, Demographic 

Research誌2005－2006年の10数編の論文）。
この議論は，一般に使われている期間生命表
を基にする平均寿命とコーホート生命表を基
にするコーホートの寿命とが一致しないこと
をテンポ効果として問題にしている。テンポ
効果を「テンポの変化によって事象の発生数
が影響を受ける」（2.1参照，Bongaarts and 

Feeney, 1998）というずれたモデル化をし（廣
嶋2005，2006），このため，生命表の死亡確
率qxにテンポ効果が現れるという。このよう
な研究は生命表に基礎を置いた人口学の基本
概念を損なうものである。

２．少子化と社会経済要因

2.1　少子化の社会経済分析
　出生率低下がどのような社会経済的要因に
よって引き起こされたかを明らかにする分析
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は，その対策や今後の見通しを考察する上で
重要である。このような人口変数以外の社会
経済変数を扱う研究は形式人口学の中には含
まれないが，形式人口学の課題を考察するの
に必要な範囲でこの研究を取り上げる。
　第1に，出生率低下がなぜ生じたかを考察
するため，個人を対象にした調査データを用
いて社会経済要因を表す変数と個人の出生行
動や結婚の発生程度を表す変数との関係が分
析されるが，この種の研究でその原因が直接
明らかになるわけではない。たとえば高学歴
女性が結婚する確率や出生する確率が低い
（たとえば和田2004）としても，高学歴化に
よって少子化が起こったといえるとは限らな
い。たとえば低学歴者の少子化がより強く社
会の少子化を引き起こしたのかもしれない。
とはいえ，この種の研究はたとえば，非正規
就業女性の出生率が低いこと（岩澤2004）な
どを明らかにし，政策的に働きかけるべき対
象や方法を明らかにすることができる。
　第2に，女性の就業と少子化との間には相
互に因果関係があるので，分析に注意を要す
る。女性の就業が出生に与える予想されるよ
うな負の影響は国内外ともに容易には実証で
きず（岩澤2004，池2005），むしろヨーロッ
パなどの国別の女子労働力率，GDI（ジェン
ダー開発指数）と合計出生率の間に正の相関
関係がある（阿藤1996，八代2000）。また，
経済的要因などを用いた多くの実証分析が行
われている（大谷 1997，加藤 2004，永瀬
2004）が，相互に矛盾する結果や断片的な結
果を得ていて，現実の少子化の進行の社会経
済的要因を明らかにすることに成功している
とはいえない。
　1970年代以後の出生率低下の主要要因で
ある未婚率上昇について，その大きな部分が
女性の高学歴化，就業構造変化によるとして
も，どの社会経済要因も決定的でないとみら

れる。たとえば，巨視的な要因分解法によれ
ば，1970－90年においてもっとも顕著な25
－29歳の未婚割合の上昇（18.0→40.2％）の過
半は教育水準や各就業状態，職業におけるそ
れぞれの未婚割合が上昇したことによって説
明される（廣嶋1999a）。
　このことは，第1には晩婚化・未婚化がど
のような社会階層においても進行している一
般的な過程であることを意味する。すなわち，
基本的には日本においても欧米と共通する社
会の非権威主義化，平等化，女性の地位向上
等の社会意識の変化によるものと考えられる
（廣嶋2002，阿藤2005）。このように家族か
らの経済機能の分離，家族の個人主義化が進
行する一方で，伝統的家族の機能・意識およ
びそれを前提とした社会制度が弱化しつつも
残存するという過渡的な状況により結婚や子
育てを阻害する条件が生まれている。
　第2には，1990年代以後とくに，新自由主
義的改革の進行など，社会的に競争を強める
政策の影響が加わっている。男女雇用機会均
等法など男女の共同参画を目指す政策や少子
化対策が進行しているにもかかわらず，女性
の労働参加は有配偶者ではほとんど前進せず
（吉田2004，高橋2004），未婚者においても
後退している。育児休業制度の整備にともな
いその取得者は増えたにもかかわらず女性の
就業継続の割合はやや後退している（岩澤
2004）。また，雇用条件や生活条件の悪化に
ともない結婚や子育てにとっての種々の障害
が生み出され，晩婚化・未婚化，出生児数減
少が進行しているものと考えられる（山田
2005）。
　以上のように少子化の社会経済要因を捉え
るには，ミクロデータ（調査個票データ）を用
いた一時点の各人の属性と結婚年齢，出生児
数との関係による分析には限界があり，ミク
ロデータにおいて多時点あるいは多世代の比
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較に重点をおいた方法や上記例のような単純
な巨視的方法などによる歴史的な分析を重視
する必要があると思われる。

2.2　人口分析の社会的影響
　少子化・高齢化についての分析がどのよう
な社会的影響をもたらしたかを考察する。
　第1に，テンポ効果論は，出生率低下の見
通しにおいて必要な要素ではあるが，結果的
には楽観論を生んだ側面がある。たしかにテ
ンポ効果が現実に存在することが調整合計出
生率やシミュレーションによって確かめられ
たが，テンポ効果以上に実質的に出生率低下
が生じたことも判明した。テンポ効果につい
ては単に存在するか否かの議論ではなく，量
的に明らかにする分析が必要であった。もし，
テンポ効果の定量的分析がもっと早く行なわ
れていたら，少子化の程度に対する認識はよ
り強くなっていたと思われる。
　第2に，夫婦出生率維持説は，やはり出生
率低下の程度を楽観視する結果を生んだ面が
あることは否定できないだろう。また，少子
化対策のなかでも夫婦出生率に直接かかわる
子育て支援に否定的な影響を与えたかもしれ
ない。たとえば次のような言明がある。「子
育てに対する経済的な支援については，……，
近年の少子化は未婚率の上昇によるものであ
り，これらの少子化対策としての効果を疑問
視する考え方など様々な意見があることを踏
まえ，その有効性や少子化対策全体の中での
施策の優先順位，……を含めて，さらに，十
分な議論を行っていく必要がある。」（社会保
障構造の在り方について考える有識者会議
2000）
　しかし，2000年頃から有配偶出生率の低
下の認識が90年代低下説にしろ，曲がりな
りにも普及したことは，少子化の深刻さの認
識が深まり，2003年の次世代育成支援法，

少子化対策基本法の成立につながり，また，
2002年の将来人口推計にも反映され，さら
に低い出生率の将来値が設定される要因と
なったと考えられる（阿藤2005a）。
　第3に，高齢化の要因として少子化の進行
の要因が実際より強調されたことはどのよう
な影響があっただろうか。ひとつには，結果
的には上記の要因とあいまって少子化対策を
推進する効果があったのではないか。とどま
ることなく進行する現実の少子化と高齢化の
進行の統計とあいまって，とくに従来遅れて
いた企業の就業条件を改善するという面など
へ少子化対策が広がったとみられる。その一
方で，年金や医療についての危機感を煽り，
国民の側に負担増と給付の削減を招いた面が
あるのではないか。また，まだ現実の政策と
はなっていないが，子供を持たない人，少な
い人への税負担強化論などが力を持つ原因と
なったと考えられる（金子2003）。
　さらに，将来人口推計で想定された以上に
現実には出生率が低下してきたが，そのこと
から，「高齢人口が予想以上に増え，年金財
政等の見込み違いをもたらした」という誤解
も生んだものと考えられる。実際には，2.3
で見たように，出生率低下よりも死亡率改善
の方が社会保障制度にもたらした影響は大き
い。
　第4に，平均寿命過大説はすでに平均寿命
に対する専門家の信頼を揺るがせているが，
社会的影響はまだこれからと思われる。今後，
生命保険会社などが保険料を高目に設定する
理由として使われる可能性がある。

むすび－今後の課題

　最後に人口分析の展開過程を振り返ってそ
の教訓と課題を考察したい。
　出生率低下の分析について，とくにその重
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要な特徴となった夫婦出生率低下の認識が遅
れた理由は以下のことが考えられる。
　第1には，結婚と出生が密接であるという
日本（東アジア）の現代出生力の基本的性格に
遡って年齢別有配偶出生率を用いた分析法の
問題性を考察することがなおざりにされたこ
と。そこにはフランス以外の欧米の人口学者
からこの問題が指摘されていないこと
（Hirosima, 2003）が，影響したこと。
　第2に，調査データによる夫婦の完結出生
率の低下がほとんど見られないという事実が
認識され，この事実が年次別夫婦出生率（合
計結婚出生率）の（テンポ効果を含む）低下と
矛盾しないことが認識されなかったこと。
　第3には，年齢別有配偶出生率によらない
有配偶出生率を使った要因分解の方法は，そ
の開発が難しかったことと，結局は数値シ
ミュレーションによらなければならず，その
計算に多量のデータと労力が必要なため，そ
の実施が遅れたこと。
　第4に統計の要因として，1980年以後の国
勢調査の調査事項から出生力の項目が削除さ
れ，日本の既婚女性の出生率が地域的に直接
分析できなかったこと。
　第5に，最も基盤において，世界の人口学
者の多くが先進国の出生率についてこれほど
低下するものと予想できなかったこと。国連
の世界人口の将来推計が先進国の出生率が人
口置き換え水準に回復しないと見込んだのは
1988年版（1989年刊）からである。
　ここから学び取るべき教訓は，いくつかの
要因が重なってはいるが，結局根深い問いと
して現実の展開に対して人口学者は保守的な
傾向を持っているのではないかということで
ある。その結果，テンポ効果や夫婦出生率の
分析も出生率低下に関する楽観論につながっ
てしまったのではないだろうか。さらに考え
ると，形式人口学独立説にも原因があるよう

に思われる。人口過程には社会経済的要因と
は自立的な面があるにしても，将来人口推計
には，大局的には少子化の社会経済的要因の
分析結果が反映されており，今後，その分析
の対象や方法について検討しながら，成果を
より積極的に取り入れていく方向を目指すべ
きものと考えられる8）。
　次に，平均寿命過大説が生じた理由を考え
ると，生命表の軽視がある。テンポ効果の研
究はもっぱら出生について展開され，出生の
データの制約と現象の複雑性によって生命表
が十分利用されてこなかったからである。そ
の結果，形式人口学において，死亡と出生に
関する分析理論の分裂状況が放置されている。
このことは，人口研究において個人の行動に
関するミクロデータを用いた多変量解析など
の結果を論文として生産することに関心が偏
り，形式人口学，人口分析という巨視的な見
方が粗略にされていることと関連している。
今，生命表の基本概念にそって出生と死亡を
統一的に理論的に扱う形式人口学が求められ
ている。これが平均寿命過大説のもたらした
最大の課題と考えられる。

注

1．total fertility rate（TFR）は，合計出生率と訳され
ている（日本人口学会編『人口学用語辞典』1994年）
が，合計特殊出生率が厚生労働省の発表で使われ
るため，一般に使われることが多い。

2．国立社会保障・人口問題研究所の全国将来人口
推計では，1976年推計以後，最新の2002年推計まで，
すべてコーホートの完結出生率の不変または低下
が仮定される一方，年次別出生率の上昇が仮定さ
れている。1992年推計（中位）において，コーホー
ト出生率の低下（2.00→1.80）にもかかわらず年次別
合計出生率が1991年の1.53から将来1.80まで上昇
することが矛盾と見えるので，「出生タイミングの
晩産化によって見かけ上低下した出生率が本来の
（コーホートの）完結出生レベルに回帰する」（厚生
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省人口問題研究所1992，p.11）との説明が加えられ
た。
3．ここでいう乖離は直接的にはその2つの観察法
の違いではなく，年次別の年齢別出生率がその年
次の出生水準を表す上で歪んでいるということを
意味する（注4参照）。
4．つまり，t時点の年齢 x歳の年齢別出生率は，年
齢別出生数を年齢別人口（出生経験者を含む）で除
したものであり，コーホート生命表関数で表すと
年齢別発生密度 d（x, t）と表される（廣嶋 2005，
2006）。これに対して，年齢別死亡率は年齢別死亡
数を年齢別人口（死亡未経験者）で除したものであ
り，分母には死亡者は含まれていないので，生命
表関数で表すと年齢別死亡確率 q（x, t）に対応し，
両者は基本的に異なる。出生未経験者について計
算する出生確率q（x, t）にはテンポ効果が現れない。
5．合計出生率はつぎのように表される。
TFR＝Σ

x
B（x）/P（x）＝Σ

x
{B（x）/M（x）}{M（x）/P（x）}＝

Σ
x

f（x）n（x）。ただし，B（x），P（x），M（x）は女子x歳
の出生数，人口および有配偶者数。f（x）＝B（x）/M（x）
は年齢別有配偶出生率，n（x）＝M（x）/P（x）は年齢別
有配偶率（有配偶割合）。
　この定式化により，2つの地域（時点）0と tにお
ける合計出生率の較差ΔTFRは以下のように要因
分解される。ΔTFR＝TFRt－TFR0＝Σ

x
ft（x）nt（x）－

Σ
x

f0（x）n0（x）＝Σ
x
{ ft（x）－ f0（x）}{n0（x）＋nt（x）}/2＋

Σ
x
{ ft（x）＋ f0（x）}{nt（x）＋n0（x）}/2

　ここで，右辺の第1項は年齢別有配偶出生率較
差による，第2項は年齢別有配偶率較差による合
計出生率較差に対する寄与とされる。ここまでは
問題ないが，この二者が結婚出生率と結婚率に完
全に対応して分解されたものと解釈することは誤
りである。現代出生力は年齢ではなく結婚からの
期間によって強く決められるという性格から，結
婚年齢が変化している場合には，この二者はこれ
らに対応しない。
6．高橋（2004）は岩澤（2002）に基づき，1975－2000
年の合計出生率低下に対する結婚率と夫婦出生率
の影響を測定し，すべての期間の夫婦出生行動が
合計出生率に負の影響をもたらしたこと（p.138），
とくに90年代以後では夫婦出生率の低下の影響が
大きい（60％）ことを示している（表B差による計
算）。この測定法では，各要因が合計出生率にもた
らした影響量は各期の期首期末の差と考える。こ
れとは別に，基準となる合計出生率からの差を毎
年合計してその期間における影響とする方法があ

る（表A累積による計算）。これによると，1990年
代以後における結婚出生率低下の影響は6割では
なく3割となる。現在の出生率が1970年代半ばの
置換え水準より低いことを問題にするにはこの方
が妥当と考えられる。
7．高齢化に関する研究全般については，西村1996，
嵯峨座1997参照。なお，『人口学研究』20～23号
は人口学の各分野の20年間の研究動向を紹介して
いる。
8．同様な方向を目指す日本大学の将来人口推計で
は，未婚率が男女賃金格差などの経済変数に結び
付けられているが，有配偶出生率には経済動向が
組み込まれず，結局，出生率は政府の将来人口推
計より低く推移すると推計されている（日本大学
人口研究所2003）。
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はじめに

　本章の課題は，まず「産業」については，
産業統計の利用面から見た側面に論点を絞り，
企業統計と併せて論ずることである。第1節
では，産業構造変化と景気分析の傾向などの
統計的産業研究を概観するとともに，この間
の主に官庁統計における産業・企業統計の統
合，諸産業統計統合の動きをそれに関わる研
究動向にも言及する。また，企業統計，また
金融など他分野の統計利用との関連について
の課題を指摘する。
　次に「企業」については，1996年刊の『社
会科学としての統計学　第3集』で「企業統
計」について当時最大の関心事となっていた
95年3月答申の「統計行政の新中・長期構想」
（以下，「95年構想」）にふれる中で「長年，
緻密に『企業統計』の整備を主張してきた松
田の手腕に期待したい」と述べた1）ことを受
け，10年経過した現在，この点について飛
躍的な研究の蓄積がみられるので第2節では
まずこのことを概観する。次に，代表的企業
統計である財務省「法人企業統計」の活用状
況について述べ，最後に中小企業統計にかか
わる展開にふれる。

１．産　業

1.1　産業研究の変化と統計研究
　現在では，産業構造分析，景気動態分析は，
（伝統的な産業連関分析や生産性分析を別に
すれば）一方では個別企業の国際化・グロー
バル化，資本関係や格差の分析と深く結びつ
いており，他方では一般的な経済実証分析，
従って現代では金融主導の産業再編や景気循
環の分析との融合が顕著となってきている。
学会内外の研究動向としても，外国研究，個
別産業や個別企業の分析を除いては，この領
域固有の成果は限られている。その原因とし
ては，何より実体面での変化をあげることが
できるが，同時に，それに対して旧来の産業
別統計体系が十分に対応できていないという
ことも一因である。
　その結果として，一方ではSNAなどの一
般的経済統計や企業財務データの利用が進ん
でおり，その「産業統計」としての利用法に
ついての研究がみられるとともに，産業統計
を支える基礎調査の調査状況の検討やさらに
進んで官庁統計における包括的経済活動調査
いわゆる「経済センサス」の提起につながる
制度面へのアプローチも無視することはでき
ない。

1.2　産業構造および業況の研究
　80年代後半から90年代前半はサービス化，
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国際化をキーワードにしていた産業研究は，
ここ10年で多角化とグローバル化で象徴さ
れるようになった。製造業の衰退とサービス
業の拡大，あるいは経済のサービス化・情報
化の進展というより，多国籍企業のグローバ
ル戦略の中で，労働を含むアウトソーシング，
世界的立地と分業，その中での景気変動と事
業再編，といった企業行動の結果としてとら
えようとする流れが顕著である。
　溝口他（1996）は，企業情報化と呼ばれる現
象について様々な角度から検討したものであ
る。特に「第Ⅱ部　企業活動の情報化」「第
Ⅲ部　情報化の経済効果」では，産業の情報
化の実態について重要な指摘をみることがで
きる。溝口「第5章　情報産業の発展と見え
にくい情報生産総量の変化」は，「情報」の
生産量を推計して，いわゆる情報産業で生産
されるものは全情報生産量のせいぜい1割に
すぎないことを明らかにした。大藪和雄「第
6章　情報生産活動従事者の構造変化」では，
国勢調査により情報活動従事者の分析を行い，
直接の情報活動従事者人口はきわめて少ない
こと，事業所レベルでの産業分類と必ずしも
対応しないものの，やはり特定の産業に集中
していること，キーパンチャー，オペレーター，
プログラマーへの職種別構成の重点の変化，
つまり，より熟練を要し，他産業からの参入
が困難である職種の増加を指摘した。寺崎康
博「第7章　情報サービス産業の発展とその
要因」，新谷正彦「第8章　情報生産におけ
る労働生産性」は，「特定サービス産業実態
調査（情報処理サービス産業編）」を利用して，
情報サービス産業を分析したものである。こ
こではその成長をTFP分析により新規参入，
規模拡大，生産性向上と分解したとき，4分
の3は量的な拡大によって説明でき，4分の1
が生産性の拡大によること，資本規模に関す
る労働生産性格差が顕著で，その要因は（可

能性としてはあり得る従業員規模による格差
ではなく）もっぱら資本に帰着する総投入の
格差が大部分で，加えて全要素生産性格差の
存在が指摘された。これに対応する形で従業
員規模別の企業間労働生産性格差はみられな
いこと，また情報処理サービス産業企業での
アウトソーシング2）はむしろ生産性にマイナ
スであるとの指摘がなされた。
　ちょうどこの時期は，アメリカにおける情
報化と，いわゆるニューエコノミーの関連が
注目されていた。一般化すれば，高度情報化
技術の導入はマクロ的生産性を向上させるか，
ないしはマクロ的成長をもたらすかというこ
とになろう。同じ事態は長期不況下の日本に
おいても進行していたはずであるが，それを
どう考えるべきであろうか。「第Ⅲ部　情報
化の経済効果」はこうした観点からも注目さ
れる。栗山規矩「第9章　経済の高度情報化
と経済成長」は，産業連関分析を用いて
1985年までの分析を行い，高度情報化は価
格低下を通じて消費拡大と輸出増加をもたら
したと論じている。大平号声「第10章　経
済の情報化と雇用効果」では同様に雇用係数
の分析を通じて，1975年から85年の技術変
化によりおよそ1,870万人の雇用喪失があっ
たものと推計し，生産増と産業構造の変化3）

による雇用増と併せて結果として差し引き
640万人の雇用増となったことを明らかにし
た。
　なお，「第Ⅳ部　情報生産分析のための統
計」において技術革新への対応という点で情
報化関連統計が問題をはらんでいたことが指
摘される。
　これら一連の作業は，後述するミクロ統計
など統計そのものの革新に関わる議論をのぞ
き，既存の方法による統計的分析としては最
も注目すべきであったと言えよう。本学会内
では経済のサービス化を社会的分業の深化の
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一形態としてとらえ，マクロ的生産性や雇用
に与える影響に注目する視点を早くから持っ
ていたし，そのもとでの資本間の格差の視点，
把握すべき情報化の実態と統計のずれについ
ても指摘されていた4）。しかし，たとえば，
情報化による雇用創出効果が当時言われてい
たように大きくなく，むしろ，直接的には負
の効果を持つこと，生産性格差が資本規模の
異なる企業間できわめて大きく，縮小する傾
向にもないことを，具体的数値として統計的
に明らかにしたことは，経済理論に基づく統
計研究を唱える我々の立場として高く評価す
べきである5）。
　上の研究においても指摘されていた産業分
類の従業者，付加価値，事業所レベルでの不
一致の問題は，企業活動の多角化の結果であ
ると考えるのが自然である。小巻（2005）は，
事業所および企業が複数のアクテビティを結
合している「多角化」を，各調査対象レベル
により，また各種の統計により異なる格付け
基準を用いて考察した。これにより，企業の
多角化は事業所内ではアクティビティベース
と大差なく，あまり進んでいないと考えられ，
企業ベースになって専業率が急速に下がるこ
とが明らかにされた。しかし，これについて
は分社化によって企業専業率が高まる面があ
る一方で，事業所で行うアクティビティに変
化があった場合でも首位のアクティビティの
細分類が以前のものの大分類，中分類，細分
類のどれに一致するかにより格付けが異なる
などの問題を指摘することができ，企業行動
の変化の産業構造への影響を（この場合は，
集計，ミクロを問わず）産業統計によって検
証するという作業そのものの難しさを示して
いる。否応なく財務データの「統計的」処理
への関心が強まることになる。
　産業構造を企業行動面から裏付けようとす
れば，資金調達，投資，雇用といった側面を

個別データをもとに明らかにする要求が出て
くる。伝統的にはこれらは，経営学における
アンケートや訪問調査の領域であったが，そ
れだけでは個別事例の域を出ない。そこで，
財務データへの統計的方法の適用の重要性が
注目され，またこれと別に，政府統計のミク
ロデータ利用の要求が高まることになる。こ
れについては2節で改めて述べる。
　反対にマクロ経済の循環を研究する立場か
らしても，最近の平成不況の過程では何らか
の構造変化があると考えざるを得ない現象が
あり，企業の投資行動，金融部門の行動の影
響，家計の消費行動の変化などが注目されて
いる。
　その1つとして浅子・福田（2003）をあげる
ことができる。同書は統計的問題にもかなり
の重点を置いており，いくつかの論点が提起
されている。景気動向指数とGDPによる判
断の不一致，リアルタイムGDPの利用の拡
大とQE速報の改良，景気指標として株価そ
のものの利用可能性などである。
　産業統計利用において，企業行動研究（企
業統計利用を含む）との融合，金融経済と景
気動向の関係を中心とした業況分析（金融統
計利用を含む）が顕著になる傾向は今後いっ
そう強まると考えられる。本稿ではさしあた
り企業統計との関連を念頭に置いて，金融面
については別の章に譲り，2節の企業統計の
検討に移ることになるが，その前に，以上紹
介した研究の端々に言及されていたような，
官庁統計において経済アクティビティが十分
把握されていないという問題については言及
せざるを得ないであろう。
　アクティビティの性格の調査という面に限
れば，より生産工程管理者に近い者が調査に
回答するのが自然であり，現行の事業所ベー
スの産業統計もそれに基づくものである。し
かし，山田（2003c，2003d）が明らかにするよ
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うに，指定統計であるか否かを問わず，近年
企業・事業所を客体とする統計の回答率が低
下しており，特に事業所は間接部門人員が少
なく一般に回答能力が低い。この状況は回答
する企業，政府（そして利用者）双方の側から
問題とされるようになった。これに関連する
最大のトピックスはいわゆる「経済センサス」
実施の提言である。そこで1.3でこの間の官
庁統計調査の主な経常的変化について概観し
た後，1.4で「経済センサス」を含む内閣府
答申について若干の考察を行いたい。

1.3　官庁統計の主な変化
　この間の官庁統計調査の主な経常的変化に
ついて箇条書き的にまとめると以下のものが
ある6）。

⑴　事業所・企業統計調査
　96年以降，旧事業所統計が，企業に関す
る調査項目を充実して，企業単位での地域，
産業，規模，経営形態別集計などの形式でも
公表されることになった。利用者にとっては
企業活動分析資料としての利用可能性が高く
なり，資本関係や国際化の把握が容易となっ
た。
⑵　サービス業基本調査

　89年に旧産業分類における「L－サービス」
部門の包括的な調査として実施されたサービ
ス業基本調査は，5年に1度（国勢調査前年）
定期的に行われることになった。非営利サー
ビス業がいったん除かれた後，99年調査で
再び含められた。産業分類の変更にともない，
旧分類相当の中分類・小分類を踏襲して継承
されている。
⑶　効率的実施

　事業所・企業統計，工業統計，商業統計，サー
ビス業基本調査を始め，各省庁が縦割りで実
施する統計調査は，実施時期が不揃いで調査

項目が比較しにくい等，利用者にとっても使
いよいものでなく，かねてから経済センサス
の必要性が指摘されていた。近年，調査対象
である企業の負担が重すぎることと，効率的
行政の実施という観点から，同時期に行われ
る調査を同一の調査票で実施するようになり，
99年には商業統計と事業所・企業統計が，
2004年には事業所・企業統計，商業統計，サー
ビス業基本調査が同時実施された。

1.4　「経済センサス（仮称）」
　2004年1月に「経済センサス（仮称）の創設
に関する検討会」が設置され，翌年3月末，
主要な産業・企業統計を統合して2009年に
は行政記録を活用して事業所・企業の捕捉に
重点を置いた調査を実施し，それで整備され
た名簿等によってその2年後に経理項目の把
握に重点を置いた調査を実施する，という結
論が出された7）。2005年6月10日，内閣府経
済社会統計整備推進委員会の答申「政府統計
の構造改革に向けて」でも同様に経済センサ
スの必要性が確認された8）。
　内閣府経済社会統計整備推進委員会答申に
いう「経済センサス（仮称）」の特色は，第1に，
統計上の概念・用語の統一と加工統計の推計
への貢献，第2に，調査の統合簡素化という
流れの中に位置づけられていること，第3に，
SOHOや第3次産業の把握を念頭に，全事業
所・企業の母集団把握を目指していること，
第4に，そのため例外的に法人登記簿などの
行政記録を利用することが「必要不可欠」と
提案していることである。
　第1の点について言えば，研究者だけでな
く統計利用者が長く願っていたものである。
また第3の点についても，その目指すところ
は産業，経営形態にかかわらず，すべての経
済活動を調査統計として把握しようという，
統計整備の画期的な拡充である。
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　第4の点は，統計調査が他の行政行為のた
めの個別資料に用いられることなく，逆も同
様に抑制して，統計が統計として純化するこ
とにより信頼性を得ることを目指した，戦後
の統計法の原則を一部逸脱する面があり，こ
れを意識して，答申でもことさらに必要性が
強調されているようにも見える。現在のとこ
ろ専門委員の間ではあくまで1回限りの例外
的措置としてとらえられているように思われ
るが，たとえば，2005年6月に成立した，い
わゆる「新会社法」（2006年度より施行）に
より，資本金1円で株式会社を設立できるこ
ととなり，開廃業が活発となれば「行政記録
利用」の重要性がより継続的に高まるであろ
うこと等に留意すると，その恒常化が引き起
こす問題も考慮されなければならない。
　第2の点はそれ自身としては当然のことで
あるが，いわゆる「構造改革」の中で行われ
るという全体像を考えるときには，単に統計
家の理想を描いたものと読むだけでなく，提
言の後，公務員総人件費削減と関わって統計
職員の削減が現実的になっている問題や，答
申の全体が強調している「必要な統計」の性
格を合わせて考える必要があろう。現在は
もっぱら統計の調査客体としての面を重く感
じている企業が，自らの回答負担は減らしな
がら，自らは作成しえない「利用価値のある」
統計を要請しているように思われる部分もあ
り，実際に答申の積極面が生かされるかどう
か，「経済センサス」を含め，「統計改革」の
具体化には今後も注目していく必要がある。
　統計上の概念・用語の統一，網羅的な経済
活動センサスの必要性は我々が常々指摘して
きたことであるが，それは信頼できる統計を
作成・利用するためであった。回収率の向上
と信頼性確保のためには，単に回答者の負担
軽減だけでなく，統計結果の利用価値の高さ
の自覚が欠かせない。経済センサスによって

新たに小規模個人事業主体が大量に調査客体
になることになる。山田（2003c，2003d）が指
摘した，現在対象になっているような比較的
余裕のある企業でさえ起こっている回答状況
を考えるとき，この基本に立ち返った検討が
必要であろう。

２．企　業

2.1　ミクロデータの利用
2.1.1　ミクロ統計分析のプレリュード
　松田芳郎は，文科省研究費補助金特定領域
研究「統計情報活用のフロンティア：ミクロ
データによる社会構造解析」の成果として刊
行される「講座：ミクロ統計分析」の道案内
役として松田（1999）を著した。
　この書で松田は，「95年構想」はミクロ統
計の活用に路を開いたがその利用者には前準
備が必要だとして，「集計表だけでも，どの
ような解析が可能なのかを検討の上，さらに
ミクロデータが利用可能になるとしたら，ど
のような高度な解析が可能になるのか。原則
に戻って考えた」。そして，統計調査システ
ムの変化の中核にある事業所・企業概念がビ
ジネスフレームを軸としてどのように変わる
かを展望した。

2.1.2　 『講座ミクロ統計分析④企業行動の
変容』

　上記「講座：ミクロ統計分析」のうち，企
業・事業所のデータを利用した成果が本項タ
イトルの文献である（松田他（2003））。その中
のいくつかの論考について以下で概観するが，
まず章節順に執筆者・論文名を記す。
松田芳郎「企業分析のために必要なデータの
変容」
都留康・野田友彦・元鍾鶴「職能資格制度，
企業内賃金構造，労使関係」
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若杉隆平「イノベーションの計量分析」
徳井丞次・富山雅代「コーポレート・ガバナ
ンスと研究開発，特許出願，生産性」

木下宗七・山田光男「企業別レベルでみた自
動車産業の生産性」

根本二郎「ミクロデータによる在庫行動モデ
ルの推定と生産平準化仮説の検証」

清水雅彦・宮川幸三「工業統計ミクロデータ
を用いた事業所動態現象に関する実証分
析」

樋口美雄・新保一成「企業パネル・データに
よるわが国の雇用創出・雇用喪失分析」

舟岡史雄「企業行動の多角化の実態とその成
果」

冨浦英一「輸入競争が国内生産に与える影響
に関するミクロ計量分析」

新谷正彦・山田和敏「情報サービス企業の生
産関数分析」

小島平夫「情報サービス企業の費用関数分析」
　若杉は，「企業活動基本調査」を用いて親
子会社関係がイノベーションに与える効果を
研究開発のインプットとアウトプット，収益
率をもとに明らかにした。
　徳井・富山論文は「目的外申請」をしたも
のではないが，民間提供のものを含めて種々
のデータを用い，80年代後半から90年代前
半の機械産業・上場企業について資金調達構
造が研究開発支出にどのようなガバナンス機
能を果たしていたかをパネルデータ分析を含
めて検証したものである。
　木下・山田論文および根本論文は，主に『開
銀企業財務データ』と個別企業の財務データ
を用いた「ミクロ分析」である。
　清水・宮川は「工業統計調査」を基に事業
所パネルデータを作成して事業所の動態を実
証した上で，事業所データと企業データの接
続を推進しながら総合的な分析モデルを構築
し，さらに産業ベースのデータとの接続も必

要だとしている。
　舟岡は「工業統計調査」個票と「企業活動
基本調査」個票を利用して，事業所ベースで
は製造業内の多角化が進展しているほど付加
価値率が高い傾向があるのに対して，企業
ベースでは多角化と収益性は負の相関関係が
あることなどを明らかにした。
　新谷・山田は「特定サービス産業実態調査」
の集計公表データ，ミクロデータおよびミク
ロデータから作成した疑似パネルデータを用
いて情報サービス企業の投入・産出構造を数
量的に明らかにすることを試み，疑似パネル
データの有効性を示した。
　最後の小島論文も新谷・山田と同様に，ま
た，「開銀財務データベース」も利用して情
報サービス企業の費用関数を比較検証した。
そして官公庁が秘匿データに代わる資料とし
て疑似パネルデータを作成・公表すべきと主
張している。
　以上，紙幅の都合により割愛した論文があ
ることを含めてかなり大まかであるが，「95
年構想」によるミクロ統計を活用した企業分
析の嚆矢（上梓された研究書）を概観した。19
名の執筆陣によって様々な点が明らかにされ
た。しかし，松田（1999）で「人々がこの講座
を手懸かりにして，ミクロ統計データの解析
という豊穣な海への航海に出帆することを期
待すること切である」（p.42）と述べられてい
ることを考慮すると，「嚆矢」としては，公
表値だけでは明らかにできない理由およびミ
クロデータ利用の意義あるいは統計調査・個
票を加工する際の具体的な点を詳細には示し
ていない論考が見受けられることが惜しまれ
る。
　また，1.2に述べたように，山田茂は山田
（2003c，2003d）で，対事業所および企業の統
計調査の回収率に関して綿密に調べ，両者と
も最近の回収状況が悪化していること，相当
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数の統計調査が回収率を公表していない点を
指摘し，「ミクロデータ」とは別の意味での
情報開示を求めている。今後はこの山田の指
摘をも考慮した「ミクロデータの活用」が望
まれる。
　なお，経済産業研究所のウェブ上に発表さ
れているものとして，松浦・清水が「企業活
動基本調査」から作成されたパネル・データ
の信頼性の高さを確認している9）。また，同
じく経済産業研究所のウェブ上で新保らは，
「工業統計」のパネル・データ作成作業の実
際について詳述している10）。

2.2　「法人企業統計」の活用
　財務省「法人企業統計」は，今もなお財務
の機軸統計と言うべき位置を占める。業種別
かつ規模別に期首・期末値を得ようとする場
合，以前は費用あるいは膨大な時間がかかっ
たが，現在は http://www.mof.go.jp/1c002.htm

でデータ入手が非常に便利になった。
　この統計を利用した近年の分析として『法
人企業統計から見た日本の企業行動研究会報
告書』（財務省『フィナンシャル・レビュー』
第62号，2002年6月）がある。紙幅の都合に
より，章順に執筆者・論文名を記すが各々に
ついての論評は割愛する。
倉澤資成「はじめに」
長濱利廣「産業構造変化，規模の変化などの
概観」

花崎正晴・TRAN THI THU THUY「規模別
および年代別の設備投資行動」

真壁昭夫「資金調達と資本構成」
大和田雅英「資本と労働の効率」
原田泰・日野直道「労働と資本の分配，利益
処分」

水野温氏・高橋祥夫「企業行動の国際比較」
　倉澤は，この研究会の目的を，法人企業統
計を利用して財務指標を見ることから戦後日

本企業の行動を振り返るという作業を通して，
その行動を跡付けるとともに，法人企業統計
の意義と活用法についても議論を深めること，
としている。
　また，倉澤は，これまでの指摘された事実
の再確認という性格が強く，新しいファクト
も見られるがそれらを十分に掘り下げて考察
を加えるまでは至っていない，と述べている。
しかし，同時に倉澤が言うように「法人企業
統計」を用いて日本企業の行動を鳥瞰すると
いう目標設定ゆえにある程度はやむを得ない。
また，10年に1度は必ずこの報告書のような
質量の研究が必要であろう11）。ただ，この研
究会の目的であった「法人企業統計の意義と
活用法」については明確とは言いにくい。

2.3　中小企業統計
2.3.1　中小企業業況統計
　以上の研究は中小・零細企業については，
少なくとも十分には把握していない，あるい
は，しえないものである。企業統計を利用し
た研究が大企業あるいは上場企業に偏るのは，
売上高・設備投資額等でいわゆる大企業が大
半を占める12）こともあろうが，中小企業統計
が，特に定量的データが不十分なものしかな
かったからである。岩崎（1996）は，「95年構
想」について，「中小企業の経済活動の実態
を把握する統計の充実…への論及は弱く，不
満が残る」と述べ，そして「中小企業統計全
体の中にしめる景況統計の重要性」を指摘し
た。
　この中小企業統計景況統計については，中
小企業家同友会全国協議会『同友会景況調査
報告（DOR）』（以下，DOR）の分析を中心に
菊地進らによって研究が進められている。96

年以降の論考としては菊地（1996，1998，
1999，2001，2002，2003a，2003b），坂田（1996，
1997，1998，2000，2001）がある。
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　菊地（1996）では，景況調査は計数調査が困
難な中小企業統計にとって経営統計の側面も
あわせ持つものとして注目すべきとし，その
視角からDORについて検討を始めた。坂田
（1996）は，DORの90年第1四半期から95年
第4四半期までの23,896サンプルの個票につ
いて検討し，「業況判断」が他の全ての質問
項目と強い連関を示していることから，これ
が（中小企業の経営状況の）総括指標としての
性格を堅持していることを確認した。
　菊地（2003b）では，「中小企業の実態をあら
ゆる方法を通じて捉えていくという実体科学
の立場に立」ち，速報性で優れている点を含
めて景況統計の意義を説いた。そして中小企
業景況調査としては最大規模の中小企業庁
「中小企業景況調査」の業況判断DIの変化方
向とDORのそれとが対応していることを示
した。
　また坂田（2001）では，DORの個票を用い
て予想統計としての景況統計の回答特性を検
討し，ミクロベースの予測法のパーフォーマ
ンスは決して悪くはないとした。
　他方，山田茂は山田（2001，2002，2003a，
2003b）で，景況調査について非常に幅広い検
討を行っている。しかし，これらについては
紙幅の都合で割愛する。

2.3.2　中小企業統計研究の展望
　企業統計研究にとって「経済センサス（仮
称）」が現在，最も重要な論点であるが，こ
れについては1.4で述べたのでここでは中小
企業のデータにかかわる点を指摘する。
　2004年9月，中小企業庁が個人事業者を含
む中小企業を対象に，財務，設備投資などを
含んだ企業の基本的情報を把握する「中小企
業実態基本調査」を実施した。これは承認統
計調査であり，中小企業対象としては大規
模・広範な統計調査である。すなわち，「H13

年事業所・企業統計調査」の名簿に基づいて
10万社が選定され，法人企業については原
価内訳などが調査されており，「法人企業統
計」よりPL（損益計算書）部分は詳細である。
そして半年後の翌2005年3月に速報が，8月
には確報が公表された（有効回答率は約
46％）13）。
　もっとも，上場企業の諸データと比べれば
不十分である。また，98年に「工業実態基
本調査」と「商業実態基本調査」を統合し指
定統計第120号として登場した「商工業実態
基本調査」が1回実施されただけで中止され
（当初は5年に1度実施予定），「中小企業実態
基本調査」にその一部が統合された。しかし，
全部が吸収されたわけではないので，中小企
業の調査量が削減された点が惜しまれる。今
後は，「中小企業実態基本調査」の回収率等
が安定し，中小企業財務の機軸統計となるこ
とが望まれる。
　他方，調査統計ではないが，現在はCRD

協会（http://www.crd－office.net/CRD/index2.

htm）が集積している中小企業140万社の経営
データを利用して，企業金融についての分析
が始められている14）。（CRDはCredit Risk 

Databaseの略）。
　なお，数年前から中小企業庁などが中小企
業の会計の質の向上に向けた具体的取り組み
を始めており，2005年8月には日本税理士会
連合会，日本公認会計士協会，日本商工会議
所，企業会計基準委員会の連名で「中小企業
の会計に関する指針」が公表された15）。今後，
この指針が浸透して中小企業の財務データが
整備される一つの要因となることが期待され
る。

注

1．御園謙吉（1996）「企業統計」（経済統計学会『社
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会科学としての統計学　第3集』産業統計研究社．
2．ここでの外注化は情報産業企業のそれであって，
一般企業が情報部門を外注化することではない。

3．この時期には日本の産業構造はより労働集約的
に変化していたので，生産拡大に加え，産業構造
の変化も雇用増大に寄与したのである。

4．たとえば，長澤克重（1996）「産業構造の変化と統
計」経済統計学会『社会科学としての統計学　第3

集』産業統計研究社でも，簡単ながらその指摘が
されている。

5．これらは，分析された過去と異なり，情報産業
において労働集約性が弱まる条件の下では情報化
はマクロ的にも雇用削減効果を持つこと，きわめ
て大きい生産性格差の帰結としての情報企業間競
争における一極集中という現代の状況を予想させ
るものとなっていたのである。

6．加工統計としては鉱工業生産指数や，SNAの計
算方法の変更があり，サービス業を中心に拡充が
図られた調査統計についても言及すべきであるが，
紙幅の関係で省略する。

7．http://www.keizai－shimon.go.jp/explain/progress/

statistics/05/item3_2.pdf（2005年9月5日採録）より。
8．http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/050616/.pdf（2005

年9月5日採録）より。
9．松浦寿幸・清水耕造「『企業活動基本調査』パネ
ル・データの作成・利用について」（『RIETI Policy 

Discussion Paper Series 04－P－004』）。
10．新保一成・高橋睦春・大森民「工業統計パネルデー
タの作成」（『RIETI Policy Discussion Paper Series 

05－P－001』）。
11．もちろん松田他（2003）（p.20）で松田が言うよう
に，「これらの集計量による分析がミクロデータに
拡張されたときには，また別の視角からの分析が
可能である」。

12．2003年度の「法人企業統計調査」によれば，全
産業で，資本金 1億円以上層で売上では全体の
54％，設備投資では64％を占める（資本金10億円
以上層では同じく順に38％，58％）。しかし売上に
ついて逆に見れば，中小企業（資本金3億円以下）
が約半分の比重を占めている。

13．詳細はhttp://www.chusho.meti.go.jp/chousa/kihon/

index.htm参照。
14．上杉威一郎「日本の企業金融は非効率的か」
『RIETI Policy Analysis Paper』No. 4，2005年7月。

15．http://www.chosho.meti.go.jp/zeisei/050803.

kaikei_shishin.htm参照。
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はじめに

　わが国の雇用情勢は，バブル経済崩壊後の
平成不況が進展する中で，まるで出口の見え
ないトンネルの様な状況であると揶揄され，
失業率はついに一時5％を越え過去最高水準
を記録した1）。現在では経済情勢もやや好転
し，失業率は緩やかながらも若干の低下傾向
にあるとされるが，それでもその水準自体は
依然として決して低いものとは言いがたい。
そうした状況の中，近年急激に上昇した日本
の失業の構造を分析することが，今後の雇用
情勢の好転・安定化に向けた最重要課題であ
るとされ，雇用・失業問題について，様々な
方法論に基づく数多くの研究・分析がなされ
てきた。そこで本章では，労働問題という非
常に広範な分野の中から特に雇用・失業問題
に焦点をあて，バブル経済崩壊後の1990年
代半ば以降の約10年間の諸研究の動向につ
いて取り上げてみたい。
　ところで本学会では従来より，労働統計の
批判的検討にその分析視角の中心をすえた研
究が非常に数多くなされてきた。そこでの主
要な先行研究のサーヴェイは，今回は別稿2）

に譲ることとして，本章では，特に統計を公
表する政府サイドで失業統計に関してどのよ
うな統計分析がなされているのか，また，労
働経済学分野でどのような研究がなされてい
るかに焦点を絞り，主に本学会会員外の諸研

究の成果を整理検討することとする。

１．失業率の水準・変動を分析
対象とする諸研究

1.1　失業率の趨勢と変動，国際比較研究
　失業率の水準を過去から近年にいたるまで
計算し，その変動について特徴その他を論じ
ている研究は非常に多い。例えば黒坂（2000）
は1980年以降の失業率上昇について，岸野
（2004）は主に1990年代における失業率と雇
用者行動について計算，検討している。特に
黒坂は，一般的な失業率のみでなく年齢別・
性別失業率についてもとり上げられている。
　栗林（2000a）では，日本の失業率をみる指
標として「労働力調査による完全失業率」，「職
業安定業務統計による有効求人倍率」，「労働
力調査から計算される雇用失業率」の3つの
統計指標をとりあげ，それぞれの長期的な変
動について分析を行っている。それによれば，
完全失業率と雇用失業率はほぼ平行して変動
しており，いずれも右上がりのトレンド回り
を循環変動している。一方，有効求人倍率は
トレンドがなく循環変動のみを示していると
いう各指標の傾向を指摘している。また，年
齢別失業率や職業別・産業別失業率など，対
象集団を限定した失業率についても分析して
おり，若年者・高齢者の就業状況が失業率に
特に大きな影響を与えているとして，これら
の年齢層における産業構成比割合や特化係数
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を計算して，年齢別・産業別就業動向の特徴
を析出している点が注目される。なお，この
分析結果から，15歳から19歳という若年層
では製造業やサービス業への特化は見られず，
逆に90年代以降は建設業への特化が目立つ
こと，逆に65歳以上では従来同様第一次産
業の特化係数が極めて高いことから，現在の
労働市場を前提とすると高齢者の雇用機会の
創出のための新たな工夫が必要であると栗林
は指摘している。
　失業率の国際比較に関しても多くの研究が
ある。代表的なものとしてここでは，水野
（1998），栗林（2000b），笹島（1996）などをあ
げておく。水野は，アメリカ・イギリス・フ
ランス・ドイツ・カナダを比較対象国として，
6カ国間で各国の公表失業率を比較している。
栗林は，上記の比較対象国の他にさらにイタ
リアとスウェーデンを加えた8カ国での比較
を行うとともに，年齢区分別に見た失業率や
労働力率の国際比較も行っている。また笹島
は，比較対象国こそ少ないものの，各国の公
表失業率だけではなく，いわゆる「潜在的失
業」にも注目して，潜在的失業を示す指標と
して「求職意欲喪失者比率」と「非自発的パー
ト比率」を推計・国際比較している。比較結
果から，就職意欲喪失者比率は日本が最も高
く，逆に非自発的パート比率ではアメリカ・
イギリス・フランスで特に高いことを指摘し
ている。また，学歴と失業率との関係を示す
指標として，学歴が前期中等教育（中学レベ
ル）修了者の失業率と大学教育修了者の失業
率との比率を指標化して，性別の国際比較を
試みている点が評価される。
　失業率に限らず，国際比較研究の上で常に
問題となる点は，統計上の差異，すなわち依
拠する統計の違いや概念・定義の差異から生
じる，数値の比較可能性の問題である。例え
ばアメリカや日本では労働力調査のデータに

基づいて失業率が算定されているのに対し，
ヨーロッパ諸国では政府公表の公共職業安定
所に登録した失業者を基準に失業率を算出し
ている。また，各国で失業者・失業率概念が
微妙に異なるのも事実である。したがって，
各国公表値を単純に比較する際には注意を要
する。

1.2　失業率の変動要因，長期失業分析
　小野（1996）は，失業率の変化を「実質国民
所得の変化率」，「労働生産性の変化率」，「労
働力率の変化率」，「労働時間の変化率」，「15
歳以上人口の変化率」の5つの要因に分解し，
その時々にいずれの変化要因の寄与が大き
かったかを分析している。それによれば，
1970年代以降失業率が大幅に上昇した期間
として 1973～76年，1980～83年，1991～94
年の3つの期間があるが，1973～76年につい
ては労働時間短縮と労働力率の低下がオイル
ショック後の失業率の上昇を抑制していたこ
と，1980～83年には生産性成長率を上回っ
て実質所得が成長したことで労働サービスへ
の需要が増加し，失業率を低める効果を生じ
ていたこと，また1991～94年では，実質所
得成長率の増加が労働サービスへの需要を大
きく低下させたこと，等を指摘している。
　失業期間が1年以上にわたるいわゆる長期
失業問題を扱った研究は比較的少ない。その
ような中，篠崎（2004）は，この長期失業の問
題を主要テーマとし，長期失業者の特徴を年
齢，学歴，離職理由，地域別に検討している。
特に，年齢と学歴に関しては，長期失業率へ
の寄与度を計算し，さらに1994年から2004
年にかけての寄与度の差分を「失業率の変化
要因」，「長期失業者割合要因」，「労働力人口
シェアの変化要因」の3要因に分解して長期
失業率を分析している。このような要因分解
により篠崎は，「若年層で長期失業者割合が



176　　　『統計学』第90号　2006年

増加したことによる効果」と「高卒者の学歴
内失業率が上昇したことによる効果」がそれ
ぞれ長期失業率全体の変化に大きな影響を与
えていることを指摘している。
　笹島（1996）は，アメリカ，イギリス，フラ
ンス，ドイツ，日本の長期失業者率を国際比
較し，日本，アメリカに対してイギリス，フ
ランス，ドイツのヨーロッパ諸国では長期失
業率が増加してきていることを示している。
その理由として，日本については雇用機会が
比較的に多いこと，失業した女性の非労働力
化が頻繁に起こること，アメリカについては
短期的なレイオフが頻繁に行われること，労
働市場の需給調節機能が弾力的で再就職しや
すいこと，等を指摘している。なお笹島は，
長期失業者割合が失業率水準そのものとは必
ずしも比例関係にはないことも，あわせて指
摘している3）。

２．失業率の計量分析的アプ
ローチ

2.1　 VARモデル（多変量自己回帰モデ
ル）による分析

　失業率変動の要因を，労働移動のメカニズ
ムに求めて考察しようとする研究も近年では
活発に行われている。経済の各「部門」では
雇用機会の創造と消滅が絶えず発生しており，
必要な労働の再配分過程で生じる労働移動は，
失業率の変動に密接に関連している。このよ
うな中で，どのような経済部門からの就業減
退が失業増加に結びつきやすいかが時系列
データに基づいて検証されている4）。そこで，
VARモデル（＝多変量自己回帰モデル）5）によ
るインパルス応答関数が一般に用いられる。
インパルス応答とは，ある変数にショックを
与え時間の経過を経たときの，与えられた
ショックの波及効果を示す関数であり，ある

部門の雇用者が1単位減少（ショック）した場
合，将来の各時点における失業者数がどの程
度増加するかという波及効果を推定するもの
である。なお，VARモデル他に関する方法
については照山・戸田（1997）にその詳細が論
じられている。
　太田・玄田（1999）は，VARモデルにより，
中小企業，自営業，建設業といった部門の雇
用喪失（就業減退）が失業に直結しやすいが，
大企業やサービスといった部門からの就業減
退は失業につながりにくいこと，つまり，雇
用機会の喪失が失業に与えるインパクトが，
喪失部門によって大きく異なることを示して
いる。また，推計結果として，1990年代初
頭からの継続的な失業増加には自営業部門の
縮小が，90年代末からの急激な失業率上昇
には中小企業や建設業の停滞が大きく影響し
ていたことを指摘している。
　杉浦（2001）は，失業と就業に関する相互依
存関係の時系列分析に関するこれまでの諸研
究を詳しく紹介するとともに，太田・玄田
（1999）のVARモデルを男女別に拡張して男
女別のインパルス応答関数を推定している。
推計結果から男女の相違点を検討して，同性
の失業者の増加ショックに対するインパルス
応答と，異性の失業者の増加ショックに対す
るインパルス応答が男女間で異なっており，
女性は特に異性（つまり男性）の失業者増加か
ら長期にわたってショックを受けることが示
されている。また，男女別・産業別就業者減
少ショックに対しては，女性失業者のインパ
ルス応答のほうが応答期間が短いものの，波
及度は大きいことなども指摘している。

2.2　 UV曲線による構造的・摩擦的失
業の分析

　上記のVAR分析のほかに代表的な計量分
析的アプローチとして，『労働経済白書』や『経
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済財政白書』においてもしばしばとり上げら
れるUV分析がある。
　労働力供給を失業率（U），労働力需要を欠
員率（V）で表して，一般的に欠員率が低下（上
昇）すると失業率は上昇（低下）することから，
Uを縦軸，Vを横軸としてXY平面に表すと，
失業率（U）と欠員率（V）との関係は，右下が
りの曲線（UV曲線またはベヴァリッジ曲線）
として描くことができる。UV曲線と45度線
との交点は，労働力需要（欠員）と労働力供給
（失業）が一致した状態であることから，そこ
での失業率は，需要不足のない状況での失業
率，すなわち「構造的・摩擦的失業率6）」と
一般に呼ばれている。このようなUV曲線を
利用して，失業率を需要不足失業と構造的・
摩擦的失業（すなわち非需要不足失業）とに要
因分解することを通して構造的・摩擦的失業
率を推計するいわゆるUV分析が数多く行わ
れている。代表的なものは『労働経済白書』
や『経済財政白書』におけるUV分析であるが，
白書以外の研究では，北浦・原田・篠原・坂
村（2002），北浦・坂村・原田・篠原（2002），
大竹・太田（2002），樋口（2001）などがあげら
れる7）。推計結果をみると，例えば大竹・太
田は完全失業率4.7％に対して構造的・摩擦
的失業率3.2％（1999年），また樋口は，完全
失業率4.7％に対して構造的・摩擦的失業率
3.46％（2000年）としている。これに対して北
浦・原田・篠原・坂村は，構造的失業率，完
全失業率を循環要因（含む賃金要因），構造要
因に対して回帰分析を行い，UV分析による
構造的失業率の上昇は構造要因では十分に説
明ができないこと，また循環要因が相当程度
含まれることを示した上で，2001 年の構造
的失業率は若干の上昇は認められるものの，
2％台半ばから3％台程度であるとの結果を
示している。
　その他の研究例としては，佐々木（2004）が

『労働力調査』と『職業安定業務統計』の5

年齢階級別パネル・データを用いて，年齢階
級間ミスマッチがUV曲線のシフトや失業率
にどれだけ寄与しているかを検証し，失業率
の上昇が年齢階級間ミスマッチの拡大による
ものであるとは説明できないことを指摘して
いる。また，藤井（2004）は，近年のUV分析
に関する研究をめぐる様々な議論の詳細な
サーベイを行っている。
　このUV分析に関しては，すでにいくつか
の問題点・課題点が指摘されている。例えば，
玄田・近藤（2003）は，UV 曲線と 45 度線と
の交点は，あくまで労働市場の不完全性を測
定する一つの基準点にすぎず，構造的・摩擦
的失業率の指標となりうる理論的な根拠はな
いと指摘している。さらに，UV曲線のシフ
ト要因をモデルの説明変数の中に組み入れて
ない場合も多く，結果として，UV 曲線のシ
フト要因を特定化できずまた計測期間やモデ
ルの関数型によって構造的・摩擦的失業率の
推計結果が大きく違ってくる点も留意点とし
て指摘できる。また，北浦・原田・篠原・坂
村（2002）は，UV曲線が循環的な円運動を行っ
ていることを指摘し，UV分析による構造的
失業率には循環的失業をも含む可能性がある
ことを示している。
　推計に用いる統計データについていえば，
失業率は労働力調査から取られており，労働
市場全体の失業者を対象としているが，欠員
率は公共職業安定所の欠員数が用いられるた
め，労働市場全体の求人をカバーしていない
という欠点がある。このように，失業率と欠
員率のカバーする範囲が異なっているため，
その整合性が問題とされている。

2.3　 NAIRU型フィリップス曲線による
構造的失業率の推計

　日本ではUV分析曲線による構造的・摩擦
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的失業率の推計が一般的であるが，欧米では，
構造的・摩擦的失業率（すなわち自然失業率）
もしくは構造的失業率のみを示す指標として
NAIRU（Non－Accelerating Inflation Rate of 

Unemployment：「インフレ非加速的失業
率」）8）と呼ばれる指標が用いられる場合が多
い。
　NAIRUという指標が頻繁に利用される一
方で，なぜNAIRU が構造的・摩擦的失業の
代理指標となるのかについて明確に説明し得
たものは非常に少ないが，代表文献とされる
ゴードン（1998）は，失業を3 つの概念，すな
わち摩擦的失業，構造的失業，循環的失業，
に分類した上で，摩擦的失業は常時経済の中
で一定量発生し，構造的失業もまた短期間で
は改善不能な要因であると考え，両者が長期
的に安定していると考えられる自然失業率
（NAIRU）の構成要素となりうる（つまり摩擦
的失業と構造的失業は自然失業率を構成して
いる）としている9）。概念整理や理論のより
詳細な解説は田渡（2005）や北浦・原田・篠原・
坂村（2002）で示されている。また，廣瀬・鎌
田（2004）は「インフレ中立的なGDP の最大
GDPからの乖離率がNAIRUであり，NAIRU 

とは，「インフレ率を加速も減速もさせない
GDP ギャップ」であると説明されている。
　このNAIRU型のフィリップス曲線の分析
は，物価上昇率と期待物価上昇率が一致する
長期では垂直となり，短期的には物価上昇率
は，期待物価上昇率や需給ギャップで説明で
きるという関係を前提に，短期，長期の失業
とインフレーションの関係を分析するもので
ある。NAIRU の推計モデルは，インフレ率（π）
を期待インフレ率（πe），循環失業（＝失業率
（u）－NAIRU（Un）），供給ショック（v）のマク
ロの関数として定式化し推計するものである。
モデル式は期待修正フィリップス曲線π＝πe

－β（u－Un）＋vで与えられる。なお，供給

ショックとは，オイルショックや為替レート
の変動等の供給ショックを指す。実際の推計
では，期待インフレ率には前期インフレ率を
適用したり，供給ショックとして輸入物価指
数の変化率を導入して期待修正フィリップス
曲線を推計する。
　このようなNAIRU型フィリップス曲線を
活用した構造的失業率水準の推計が欧米では
盛んに行われている10）。日本では，上記の諸
研究のほか，労働政策研究・研修機構（2004）
でも非常に詳細に検討されている。
　労働政策研究・研修機構（2004）では，賃金
関数と物価関数を推計し，長期均衡状態では
期待物価上昇値と現実の物価上昇値が一致す
ると仮定してNAIRUを推計し，1972年以降
2003年までのNAIRU推定値は2.6～3.5％程度，
1980年以降のケースでは推計値2.4～6％程
度で，1990年代以降，NAIRUが高まってい
る可能性を示唆することを導き出している。
また，観測期間中にNAIRUが変動しないも
のとして推計される「固定NAIRU」や期間
中にもNAIRUが変動する「可変NAIRU」，
状態空間モデルを用いたNAIRUの推計など，
様々なケースのNAIRUの推計が行われして
いる。そこでは，NAIRUの推計値が実際の
失業率を上回っている場合が多いことを考慮
し，現状では「構造的・摩擦的失業の代替と
して用いるには問題が多い」と指摘されてい
る。

３．フローデータによる雇用・
失業分析

3.1　フロー分析の目的と意義
　労働力フローデータとは，労働者を就業
（E）・失業（U）・非労働力（N）として3つに区
分し，状態間の移動をE/U/NからE/U/Nへの
9つのケース（9種類のフロー）にそれぞれ分
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類して集計・推計したデータのことである11）。
例えば，就業→失業の状態の場合，E→Uの
フローは「フローEU」と表わされる。この
フローデータに基づいて，就業状態や失業状
態との行き来を把握するだけでなく，例えば，
ストックデータによる分析から明らかとなる
雇用のミスマッチ等が失業率の上昇に与える
影響を，就業・失業者のフローで検証しよう
とする考え方が，フローデータ分析である。
雇用のミスマッチが拡大することで市場が分
断されると，一方では失業から就業への確率
が低下し，一方では失業期間が長期化するこ
とが予想される。これについてはフローデー
タ分析によって，失業率の変動を①失業発生
率の変動と②失業継続期間の変動の要因に分
解することが可能になる。
　近年では『労働経済白書（労働白書）』にお
いてもフローデータの推計とともに，フロー
データを利用した様々な雇用・失業関連指標
が示されている12）。フロー分析の分析手法の
解説やその意義については，遠藤（1998），黒
田（2002），細越（2003）などが詳しい。特に黒
田（2002）は内外のフローデータ分析関連の
先行研究を網羅的に示している。
　労働力フローデータとしては，『労働力調
査』の集計結果をもとにした公表データが主
に利用される。これは『労働力調査』でサン
プルの半数が2ヶ月連続で調査されるため，
1ヶ月という短期間の位相の変化に限定して
ではあるが，連続調査サンプルを用いること
でその間の就業・失業状態間の移行を把握で
きることによる。さらに，労働省が集計・修
正し，労働白書に数年分ずつ分割掲載してい
る推計フローデータを利用することも可能で
ある。

3.2　 政府公表の集計データを利用した
フローデータ分析

　『労働力調査』の公表データ（既存の集計
データ）を利用した研究では，例えば遠藤
（1998）が，フローデータを用いることで失業
率の上昇に関する要因分解を行い，近年では
失業率の上昇は長期間の失業と低い失業参入
フローからもたらされているのではなく，失
業期間が短い反面失業プールへの参入フロー
率が高いことによってもたらされていること
を指摘している。これは，多くの人が短期間
失業をはさみながら頻繁に転職を行っている
ことによって失業率の上昇がもたらされてい
る可能性を示唆している。
　また，黒田（2002）は，白書のフロー分析同
様失業率の変動要因として失業頻度（失業発
生率）や失業期間を推計して，就業から失業
への流入確率が上昇しており逆に失業からの
就業確率は大幅に低下していること，失業か
ら非労働力化する傾向が弱まっているために
失業継続者が累積していることを指摘してい
る。また，非労働力から就業への移行確率が
低下する中で，1990年代半ばからは，男性
において非労働力から失業への参入が発生し
ており，1990年代末から2000年にかけては
女性にもこの傾向が観測されることを指摘し，
失職者の累積とともに，非労働力から失業へ
の流入という経路も，失業率を押し上げた可
能性を示唆していると論じている。
　以上の研究のほかにも，本川（1995，1996）
のように失業期間の推計を取り上げた研究も
ある。先に紹介した長期失業に関する諸研究
などは，基本的に政府が発表する公表統計
（『労働力調査特別調査』や『就業構造基本調
査』）のデータを利用しているが，数値が公表
されない年については，独自の推計が必要と
なる。その方法として，本川では，フローデー
タから失業継続確率と失業からの流出確率を
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計算して，継続失業期間ではなく，失業の完
結までの期間「期待完結失業期間」を推計し
ている。この方法は「フロー分析法による失
業期間の推計」として，労働経済白書でも紹
介・引用されている。

3.3　 フローデータ分析の課題とミクロ
データ利用

　現状では，フローデータ分析の課題の多く
は，その方法論よりも利用するデータ制約に
よるところが大きい。例えば，『労働力調査』
の集計データを利用したフローデータでは，
人の動きを理由別に区別することができない。
定年退職による非労働力化と，就業意欲喪失
による非労働力化は同じフロー（フローEN）
として集計され，その区別は不可能であるし，
一方で，女性の就業意識（社会的進出の意欲）
の上昇による労働力化と，配偶者の収入の減
少に起因する非積極的な労働力化も区別する
ことができない。
　さらに，データの信憑性の問題もあげられ
る。調査結果に全くの誤差がないならば，前
月の3つの就業状態（就業・失業・非労働力）
の公表値から流出入フロー純増分を差し引け
ば，今月の就業状態の公表値と一致するはず
であるが，実際には無視できないほどの食い
違いの存在が指摘されている。また，『労働
力調査』の抽出単位が世帯や人ではなく「住
戸」であることも問題視されている。調査対
象住戸に居住する世帯員に移動があっても，
調査は継続され，実際に移動があった場合は，
移動がなかった標本のみからフローデータを
作成するため，ストック統計との間に乖離が
生じる可能性があるからである。
　このような状況の中，近年では従来のよう
な集計量としてのフローデータに替わってミ
クロデータを利用することで，フロー分析に
関する研究の新たな可能性が広がりつつある。

　本来，雇用・失業分析に各種労働統計の調
査個票データを利用することで，上述のフ
ローデータの問題の改善や，より詳細な分析
が可能になるはずであるが，従来にはそのよ
うな手段がほとんど実現可能ではなかった。
しかし近年，一橋大学経済研究所社会科学統
計情報研究センターによって，秘匿処理を施
した政府統計ミクロデータを学術研究のため
に提供するシステムが試行され，その貸与さ
れたリサンプリングデータを利用することが
可能となってきている。
　そのようなミクロデータを利用した研究は
わが国ではまだ多くはないが13）。太田・照山
（2003）は，『労働力調査』の個票データを独
自に再集計したデータを利用し，1980年か
ら2000年までの間の失業変動をフローの観
点から分析している。そこでは，失業フロー
（EUフロー）に着目し年間の失業フローを推
計するとともに，様々な失業フローについて
詳細に推計している。例えば『白書』にある
年齢・性別のEUフローだけではなく，従業
上の地位別EUフロー確率や，企業規模別
EUフロー確率などが具体的に推計されてい
る。こういった詳細な分析は，ミクロデータ
を利用することではじめて可能となる分析で
ある。

むすび

　最後に，雇用・失業統計に関する研究につ
いての今後の課題をいくつか示したい。
　第一に，計量的分析手法に関連しては，よ
り積極的にNAIRUその他の分析手法を検討
して行くべきである。
　上にもすでに述べたように，日本における
これまでの失業分析の中心的な手法はUV分
析による構造的失業率の推計であった。しか
しそれについては，UV曲線を推計する際の
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問題点やUV分析の理論そのものの問題点が
指摘され，欧米などではむしろNAIRUによ
る構造的失業の推計へと研究の重点がすでに
シフトしつつある。とはいえ，NAIRUにつ
いても，その理論や推計方法そのものについ
て，現状では十分認知され議論が尽くされて
いるとは言いがたい。実際，わが国ではこの
NAIRUを利用した，あるいは検討した研究は，
非常に少ないのが現状である。本学会でもこ
れら構造的・摩擦的失業を推計する分析手法
を広く検討し，理論・方法論的に有効であれ
ばその有用性を，問題点があればその指摘，
および改善策を示していくべきではなかろう
か。
　第二に，ミクロデータを積極的に利用した，
フローデータ分析の手法が検討されるべきで
あると考える。
　従来のストックデータを主に利用した研究
手法からでは明らかにならなかった雇用・失
業構造の新たな一面がフロー分析から明らか
になった事実は，非常に意義のあることであ
るが，同時に既存のフローデータでは，本文
中に示したような様々なデータ上の問題点を
併せ持っている。それに対して，これらデー
タに依存する問題点のいくつかは，ミクロ
データを利用することで解決できる問題であ
る。また，ミクロデータを利用することで，
これまで考慮し得なかったより詳細な労働者
属性をフローデータに組み入れることが可能
となり，それを新たな研究成果に結びけるこ
とができる可能性がある。
　今後もこれらのような点を十分考慮した
様々な有用な研究が，主に本学会内から提起
されることを期待したい。

注

1．2001年6月に5.0％を記録し，2002年6月，2003

年1月には過去最高の5.5％を記録した。その後は
2004年3月に4.7％に下がって以降，4％台で推移
している。
2．本学会員による主要な研究成果は，第Ⅳ部「部
会における研究の成果と課題」の第21章「労働と
統計」の章を参照されたい。
3．失業率が高まる場合，一般的には短期失業者が
増大しているのであって，相対的に長期失業者割
合・長期失業率は低下するためである。
4．ここでの「部門」とは，産業や地域，企業規模
などによって細分化されたグループのことである。
5．VARモデルでは考察の対象とする各変数を被説
明変数とし，その変数および他変数のラグを説明
変数とした回帰分析を行う。推定法は通常の最小
二乗法である。
6．玄田・近藤（2003）や，労働政策研究・研修機構
（2004）らが依拠する失業の理論においては，失業
とは，その発生原因別に「需要不足失業」（景気後
退期に需要減少・供給過多することによって生じ
る失業），「構造的失業」（労働市場における需要と
供給のバランスは取れているにも関わらず，企業
が求める人材と求職者の持つ特性との違いのため
生じる失業），「摩擦的失業」（転職や新たに就職す
る際に企業と労働者の持つ情報が不完全であるこ
とや，地域間を移動するのに時間がかかるために
生じる失業）に区分されるとしている。特に構造的
失業と摩擦的失業については明確に区別すること
が困難なので，通常は両者をあわせて「構造的・
摩擦的失業」とよぶ（＝「非需要不足失業」とも呼
ばれる）。
　　労働市場の機能が完全ならば，労働需給の差が
すなわち失業者数や欠員数となり，したがって，
労働供給が需要を上回るときは需要不足失業のみ
が存在し，企業の欠員は存在しない。逆に需要が
供給を上回っていれば，企業の欠員だけ存在し，
失業は存在しないことになる。これに対して，労
働市場の機能が不完全であるときは失業と未充足
の欠員が同時に存在しうる。これが構造的・摩擦
的失業である。このとき，企業の求める労働者の
能力や，労働者の求める企業の雇用条件が厳しい
ほど，実際の失業者数や欠員数増加し，構造的・
摩擦的失業は大きく上昇することとなるとされる。
7．樋口（2001）では「構造的・摩擦的失業率」では
なく，「均衡失業率」と称されている。
8．スティグリッツは「政府が自然失業率以下の水
準に失業率を維持しようとするならば，インフレ
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率は上昇しつづけることになる。ひきつづいて生
じるインフレ率の上昇に適応して期待は改定され
るので，インフレ率はなおいっそう上昇を続ける。
このため現在では自然失業率はインフレ非加速的
失 業 率 non－accelerating inflation rate of unemploy-

ment あるいは略してNAIRU と一般には呼ばれる
ようになっている」と説明されている
（ジョセフ・E・スティグリッツ（2001）『マクロ
経済学第2 版』東洋経済新報社：
Stiglitz, Joseph E.（1997）Economics, 2nd Edition, 

New York, U.S.A, W.W. Norton.）。
9．詳細は，R.J. ゴードン（1989）『現代マクロエコノ
ミックス原著第4 版（永井進訳）』多賀出版（Gordon, 

Robert J.（1987）Macroeconomics, 4th Edition, Boston, 

U.S.A, Little, Brown and Company.）を参照のこと。
10．北浦・原田・篠原・坂村（2002）では，Congres-

sional Budget Office（CBO）（2000）, The Budget and 

Economic Outlook: Fiscal Years 2001－2010: Congres-

sional Budget Office,

　Gordon R.J.（1998）, “Foundations of the Goldilocks 

Economy: Supply Shocks and the Time－Varying 

NAIRU”, Brookings Papers on Economic Activity, 2: 

1998, pp.297－333

　Staiger D, Stock J H. and Watson M W.（2001）, “Prices, 

Wages and the U.S. NAIRU in the 1990s”, NBER 

Working Paper Series, No. 8320.などが紹介されてい
る。

11．本章を通じて，「フローデータ」とは本文中に説
明するように就業状態間の移動を示す「労働力フ
ロー」のデータのことを指し，「ストックデータ」
とは，ある1時点での集計データを意味する。

12．例えば失業の発生源別失業発生率，性・年齢別
失業発生率，失業からの流出先別流出率，失業継
続期間などである。

13．研究成果は非常に少ないが，代表的な研究とし
て本学会会員である坂田幸繁会員の坂田幸繁
（2005）「就業構造の変容と労働統計ミクロデータの
利用」『中央大学経済研究所年報』第35号　中央
大学社会経済ミクロデータ研究会をここに示す。
ミクロデータの利用に関しては，第Ⅰ部第3章「個
票データと統計利用」の章も参考にされたい。
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はじめに

　バブル崩壊以後の経済不況の長期化は日本
経済とその家計の構造を大きく変化させた。
終身雇用や年功序列などの日本的経営の崩壊
は企業を能力主義へ移行させ，従業員のリス
トラを進めたこともあり，家計部門に大打撃
を与えた。その結果，所得階層の二極化の構
造はますます強まっている。
　経済状況の変化にあわせて，家計経済，な
らびに家計統計をめぐる議論も，この10年
間で盛んに行なわれた。その代表的な研究業
績が橘木俊詔（1998）で，戦後の日本を支えて
きた一億総中流ともいわれる平等社会の崩壊
を指摘したものであった。その他，個人金融
資産の推計や物価指数の精度などをめぐって
多数の議論が展開された。
　本稿ではこの 10年間に及ぶ家計統計を
サーベイすることを目的としている。ただ，
家計に関する研究分野は非常に多岐に渡り，
枚数の関係上，それらすべてをまとめること
はできない。本章では会員の業績を中心に述
べていくこととするが，会員外の業績につい
ては重要度に応じて触れていくことにする。

１．所得格差・資産格差

　橘木（1998）は，従来の日本社会に広まって
いた平等神話を翻し，1980年代後半から
1990年代前半で見ると，日本は先進諸国の

中でも最高の不平等度であることを指摘した。
さらに，著書中で「資本主義国の中で最も貧
富の差が大きいイメージでとらえられている
アメリカの所得分配不平等度よりも当初所得
でみて我が国のジニ係数の方が高いという事
実は，にわかに信じがたいほどの不平等度で
ある」としている。
　橘木の著書は大きな反響を呼ぶことになっ
たが，その内容には疑義を唱える研究者も多
い。その中でも，大竹文雄（2005）は橘木がジ
ニ係数を計算する際に所得再分配調査の当初
所得を使用したことを取り上げ，この当初所
得が公的年金の受け取りを含まないが，退職
金や保険金の受け取りを含むため不平等度を
大きめに表すことを指摘した。さらに大竹は
所得再分配調査の所得概念を家計調査のそれ
に近づけて再計算した結果，ジニ係数が大き
く低下することも示した。
　一方で大竹も日本の所得不平等度は
1980・90年代を通じ，上昇してきているこ
とは認めている。ただし，年齢内賃金格差が
安定していることを示した上で年齢内所得・
賃金格差が年齢とともに大きくなり，その構
造が安定的である場合には，人口が高齢化す
れば，経済全体の不平等度は上昇していくと
して，このような状態を「みせかけの不平等
化」と名づけた。
　大竹の見解を支持するように，総務省統計
局（2001）はOECDで採用されている国際的
な枠組みに沿って，1999年の全国消費実態
調査結果から等価世帯人員で調整した可処分
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所得を使用したジニ係数を計算した。その結
果，日本はスウェーデン，ベルギーなどより
所得格差が大きいものの，アメリカ，カナダ
などより所得格差が小さいことを示した。
　橘木・大竹論争だけでなく，格差問題に関
する研究の成果は枚挙にいとまがない。主要
なところをあげると，樋口美雄・財務省財務
総合政策研究所（2003），宮島洋・連合総合生
活開発研究所（2002），佐藤俊樹（2000）などが
存在する。最近の所得格差に関する研究の総
括として，橘木のような急激な所得格差が進
展しているとはいいがたいが，一方で大竹の
「みせかけの不平等化」といわれるように，
所得格差の要因を高齢化のみにもとめるのも
実感とあわないというのが一般的である。こ
の種の論争は百花繚乱の状態にあり，さらに
現在では経済学に限らず，社会学や教育学に
まで広がりをみせている。
　一方で資産格差についてはバブル崩壊後，
株式市場や不動産市場の低迷により，国富全
体が減少傾向にあり，1980年代に広がった
「持てる者」と「持たざる者」の格差は縮小
の傾向にあるといわれている。
　このような所得格差や資産格差に対する経
済統計学会の会員の業績として，まず芳賀
寛・山口秋義（2000）が存在する。その内容は
1980・90年代の日本における家計所得と資
産の動向，格差問題について貯蓄動向調査と
全国消費実態調査を利用して，家計の状況を
とらえ，加えてジニ係数を計算している。ま
た世帯主の年齢階層別に全世帯をグループ分
けし，各年齢グループ内部や特定世帯（高齢
者世帯や母子世帯など）に着眼して，資産格
差の動向をまとめている。
　その結果，バブル崩壊が資産格差の縮小を
もたらしているが，今なお土地や住宅などの
実物資産格差が金融資産格差よりも大きいこ
とを指摘している。これには有価証券保有額

の減少と有価証券保有額格差の縮小，土地・
住宅のための負債額の増加を要因としてあげ
ている。また高齢者世帯については特別に資
産格差の大きいグループといえず，また人口
構成の高齢化が社会全体の資産格差の動向を
強く規定しているとはいえないと結論づけて
いる。一方で所得格差については1990年代
後半まで格差の拡大がみられ，その要因とし
て中年世代の収入の減少と，それにともなう
消費支出の減少をあげている。
　続いての会員の業績として，田中力（2002）
は，「みせかけの不平等化」という概念に疑
問を呈し，年齢別ジニ係数のコーホート視点
から不平等化の進展の世代的特徴を把握し，
ジニ係数の拡大の要素所得別の要因分解を計
測している。まず加齢にともなうジニ係数の
増加傾向の原因を探るため，全国消費実態調
査（二人以上普通世帯の全世帯）を使用して，
5歳年齢区分のコーホートによるジニ係数の
増大要因の寄与度分解を行っている。1979～
84年，1984～89年，1989～94年のそれぞれ
の変化から，30代や40代では低所得層であ
る第1，第2分位等での所得シェアの低下が
ジニ係数増大に寄与し，50代や60代につい
ては中高所得層（中間所得層の所得シェアの
減少，高所得層の所得シェアの増加）が寄与
していることを指摘した。
　ジニ係数の変化の要素所得別要因分解につ
いては，家計調査（世帯主の定期収入五分位
階級別1世帯あたり年平均1ヶ月の収入と支
出）を使用して，要素所得別の擬ジニ係数と
総所得に対する要素所得の割合から擬ジニ係
数の寄与度，寄与率を計算している。1980～
85 年，1985～90 年，1990～95 年，1995～
2000年の計算結果から，バブル期までは勤
め先収入の増加が擬ジニ係数の増加に寄与し
ていたものの，バブル崩壊後の不況下での所
得の停滞が影響し，擬ジニ係数は減少した。
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しかし，2000年にかけて再び擬ジニ係数は
増加している。この要因として勤め先収入が
格差拡大に寄与しているものの，一方で他の
経常収入が格差縮小に貢献しており，社会保
障給付の位置づけが大きくなっていることを
示している。なお，上記で使用されているジ
ニ係数の差の分位別寄与度分解や要素所得別
要因分解については関弥三郎（1992）の手法
を使用している。
　その他，この分野についての会員の業績と
して，前田修也（2000）は，オーストラリアに
おける不平等研究と貧困研究の現状をサーベ
イし，オーストラリアにおける所得分布は政
府のきわめて強い平準化政策の結果，他の
OECD諸国と比較して，不平等度が小さい状
態であることを明らかにした。さらに前田は
オーストラリアでも1980年代の所得不平等
は他の先進諸国と同様，再分配所得でさえ
徐々に悪化の傾向であることを指摘している。

２．家計消費・物価統計

　横本宏（2000）は，まず家計調査とそれ以外
の家計関連統計について体系的観点から整理
し，統計指標論的観点から家計統計について
2つの論点（「家計調査」の収支項目分類と家
計の個別化）を取り上げている。「家計調査」
の収支項目分類では目的分類の必要性を唱え
ている。家計の個別化については家計で把握
が困難なものとしてこづかいの使途不明が存
在していることをあげている。この研究内容
については，さらに横本（1997，2001）で詳し
く論じられている。そこでは全国消費実態調
査の「こづかい調査」から，こづかい収入の
源泉と，こづかい消費支出の内訳について「消
費支出」の10大費目に再分類している。そ
の結果，今日の勤労者世帯の平均的エンゲル
係数は実際には30％近い水準であることを

示唆した。
　さらに横本（2000）は戦後の家計の変遷と
して，第1期から第4期まで大きく四つの時
期に分け，それぞれの時期区分について特徴
をまとめた。特に第4期のバブル崩壊後から
1998年までの家計の状態について，消費税
の引き上げ，税金や社会保険料などの非消費
支出の増大，雇用や老後に代表されるように
生活不安の増大が消費の停滞を招き，その結
果，国民の生活の質を大きく脅かしていると
結論づけている。
　天野晴子（1998）は家計全体の変化を概観
した後，消費支出に非消費支出，実支出以外
の支出の一部も加えて，生活支出の試算を試
みた。その結果，社会的・公共的負担として
の義務的支出と，土地家屋借入金返済による
債務支出の増大および教育費の増加によって
現代家計が膨張していることを示唆した。さ
らに所得分位第Ⅰ階級と第Ⅴ階級の格差に注
目すると，バブル期において実収入，可処分
所得，消費支出の項目で格差が拡大するもの
の，1992年以降，その格差は縮小傾向にあ
るとしている。しかし，それらの項目におい
て1980年代初頭の数値と比較すると，今な
おバブル前の水準よりも格差が拡大している
ことを指摘している。
　山田茂（2002）は世帯を客体とする統計調
査実施の困難度が全般的にさらに高まってい
る中で，特に家計調査の結果に対する問題点
を指摘した。最近の家計調査を中心に家計関
連統計の結果について山田（1990）と同様の
方法で考察を行なっている。具体的に家計調
査・単身世帯収支調査については世帯属性お
よび収支金額に関する結果，貯蓄動向調査に
ついては貯蓄・負債の現在高，全国消費実態
調査については世帯属性，収支金額および耐
久消費財保有に関する結果についてそれぞれ
検討している。
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　次に，諸外国の家計統計研究における会員
の業績について紹介する。村上雅俊（2003）は
20世紀初頭にアメリカ連邦政府労働統計局
が算定した標準生計費の理論と作成方法の内
容を明示し，さらに標準生計費の問題点につ
いて考察している。その問題点によって20

世紀初頭の標準生計費が労働者の生活実態と
大きく乖離していることを指摘した。
　物価統計の分野では，山田（1996b）は消費
者物価指数作成過程における問題点を対象と
なっている品目の範囲・ウェイト，価格資料
としての採用品目・銘柄，調査時点，調査時
期，調査地域と店舗，業態間の価格差につい
て検討し，消費者物価指数が「デパートや一
般小売店で中旬の平日にセールではない価格
で大手メーカーの製品を中心に購入し，家計
簿を継続的に記帳している世帯員2人以上の
世帯の支出についての指数」という調査方法
に規定された性格であることを問題視してい
る。同時に支出パターンに関する世帯類型間
の共通性が低くなっているため，その代表性
も以前よりは薄れていることを指摘している。
　その後も，消費者物価指数の精度について
は日本銀行と，総務庁（現総務省）統計局の間
で議論が交わされた。消費者物価指数は卸売
物価指数や企業向けサービス価格指数と乖離
した動きがみられ，日本銀行はこの原因とし
て消費者物価指数の作成方法に問題があると
総務庁に改善を求める要望書を提出したとい
う論争である。
　これに対して総務庁は日本銀行の指摘に対
して指数に誤差が生じている証拠は乏しいと
反論した。具体的にはまず卸売物価指数には
一般消費者向けの商品以外に輸入原材料や最
終的な製品になる中間財，工場や事務所の設
備器具なども含まれること，第2に消費者物
価指数には，卸売物価指数が対象としていな
い鉄道運賃や大学の授業料など消費者向けの

サービスの価格が含まれること，第3に卸売
物価指数では耐久消費財のウェイトが高いな
どバスケットの相違があること，第4に小売
価格は卸売価格に比べて人件費や輸送費など
の流通経費が含まれているため卸売価格に比
べて下落率が小さくなることを指摘している。
　この10年間において，物価統計研究の分
野では，日本に限らずアメリカでも物価統計
の精度が問題となった。その代表としてボス
キンレポート（Boskin, 1996）があげられる。
ボスキンレポートでは消費者物価指数は生計
費の変化を測定するものと定義した上で，四
つのバイアス（代替バイアス，新店舗バイアス，
品質バイアス，新製品バイアス）が存在する
ことを指摘している。これらの4つから，年
率1.1％の上方バイアスが存在するとまとめ
られている。日本でもボスキンレポートを契
機として，上記のような消費者物価指数の精
度に関する問題提起が行なわれることになっ
た。
　家計統計をめぐる最近の動きとして，2000

年に貯蓄動向調査が廃止され，以後，貯蓄及
び負債については家計調査の貯蓄等調査票に
より調査されることになった。また，2001

年より IT関連の消費や購入頻度が少ない高
額商品・サービスなどへの消費の実態を安定
的に捉えることを目的として，家計消費状況
調査が開始された。

３．所得分布

　所得分布については，経済統計学会で，こ
の分野の第一人者であった田口時夫が逝去さ
れたことにより，吉田忠（2002）が追悼論文と
して田口の業績をサーベイしている。田口は
ローレンツ曲線ないし完全集中曲線の理論を
世界で初めて二次元以上のデータ分析方法に
拡大し，多次元のローレンツ曲面や完全集中
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曲面の求積をはじめ，その解析的把握に成功
した。吉田は田口の多次元集中曲面の統計学
の体系を再構築し，多次元集中曲面の統計学
におけるベクトル解析の意義と，「事物論理
と数論理の並行論」との関連性について述べ
ている。最後に吉田は今後の課題として，経
済統計学会会員による田口理論を使用した実
証分析研究に期待している。
　芳賀寛（1995a，1995b，1995c）は所得分配
の不平等に関する統計的研究は経済的リアリ
ティーに寄与する必要があるが，アトキンソ
ン以前の段階の所得分布研究が到達したのは，
分布全体の形状を表現する方法をめぐる数理
形式上の一般化であったと結論づけた。さら
にアトキンソン尺度の数理的特性をより拡張
した豊田尺度について，その数理的分解メカ
ニズムの要点を説明し，検討した。その結果，
豊田尺度による数理的分解による「要因分析」
の方法は所得分布の不均等度をジェンダーの
視点から計測することによって，国内外にお
けるジェンダー問題に対する実証分析への可
能性について言及している。この点について
は前回の記念号での芳賀・山口（1996）でも触
れられている。
　芳賀（1997）はさらに叙上の課題について，
豊田尺度の数値を参考指標として利用する可
能性に関して尺度の分解メカニズムを再度考
察することで検討している。その結果，所得
分配の不平等に関する社会科学的分析への豊
田尺度の適用は若干の留保が必要であり，参
考指標としての可能性に言及している。
　木村和範は19世紀中葉から20世紀初頭の
所得分布の統計的研究において，大きく3種
類の手法が研究・開発されたと述べている。
それらは，第一にジーニ係数に代表されるよ
うな単一の数量的指標の考案，第二にローレ
ンツ曲線を用いたグラフの提案，最後に所得
分布に関数関係をあてはめ，そのパラメータ

の値を計算し，それによって所得分布を時間
的空間的に比較しようとする試みに分けられ
るとしている。以下，それら3つの分野にお
ける木村の業績を紹介する。
　第1の研究について，木村（2004b）はジー
ニ理論をパレート理論と対比させながら，所
得分布の統計的計測のための理論としてのパ
レート理論を，ジーニがどのように発展させ
たかを検討している。ジーニはパレート・モ
デルの現実説明力の低さを問題視して，ジー
ニ・モデルを構想した。その上でジーニがパ
レート分布を前提とするときにパレート指数
αと集中指数δ（ジーニ指数）との間にδ＝
α という数学的関係があることを明らかα－1
にしたと指摘している。
　第2の研究について，木村（2004a）はロー
レンツ曲線が所得分布研究以外の分野での研
究を進展させ，新たなグラフ分析法を生み出
していることに注目している。ローレンツが
ゴッシェンやエリーなどの著名な研究者の業
績を検討して，ローレンツ曲線を構想するに
いたった理論的背景についてまとめている。
その上でローレンツ曲線の形状的特徴として，
第1に所得と人員とが所得階級とリンクされ
て表現されていること，第2に累積相対度数
を対数変換することなく，そのまま用いてい
ることをあげている。
　最後の研究について，木村（2005a，2005b）
は所得分布を特定の関数関係として把握する
貢献としてパレートの業績についてふれてい
る。まず，パレートの見解を所得分布モデル
とパレート指数の計算から考察し，さらにパ
レート指数の変動の数学的含意について述べ
ている。そこで木村はパレート指数αの増大
が不平等度の強化を意味すると考えたパレー
トの解釈は不適切であると結論付けた。また
木村（2004c）は所得分布の研究においてパ
レートとジーニをつなぐ環としての役割を果
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たしたベニーニの見解を取り上げている。そ
こでベニーニがパレート指数を正確に理解し
たことを評価し，パレート理論をイタリアの
統計学界に導入し，ジーニの先行研究者と
なっただけでなく，パレート理論の基本的性
格をめぐる論点を早い段階で取り上げた理論
家の1人としてベニーニを位置づけている。

４．家計金融資産・貯蓄率

　この分野については，残念ながら会員にお
ける目立った業績は見受けられないが，非常
に重要な論点であるので，学会外の研究動向
について一部紹介する。まず，家計資産を表
すものとして，「個人金融資産1,200兆円」と
いう数値が20世紀末になって注目される。
　この1,200兆円の根拠は日本銀行の「資金
循環表」であり，家計の金融資産残高として
1,183兆円が計上されたことによる。この点
について原田泰（1997）は1,200兆円が実感に
あわないと問題意識をもち，貯蓄動向調査，
全国消費実態調査，国勢調査からの家計金融
資産の推計（平均貯蓄額×世帯数）を行なった。
その結果，612兆円となり，1,183兆円との差
額はあまりに巨額で，この差額は個人企業を
含まない，過少申告，サンプルバイアスとい
う理由では説明できないと述べている。
　原田の問題提起に対して，日本銀行の吉野
克文（1998）は日本銀行の推計についてはほ
ぼ間違いないとし，原田の推定結果との違い
の原因について以下の3点を指摘した。まず
第1に過少申告が広範囲に行なわれているこ
とをあげている。その中でも郵便貯金におい
て資金循環勘定との乖離が大きいとしている。
第2に貯蓄動向調査の記入上の問題点として
5枚にわたる煩雑な調査票から世帯の金融資
産総額を洗いざらいチェックするのには大変
な労力が生じ，一部の世帯で思いつくものだ

けをピックアップして記入したのではないか
と推測している。最後にサンプルバイアスの
存在として相対的に金融資産の大きな世帯の
ウェイトが過少となっていた可能性を指摘し
た。
　この吉野の見解に対しては，当時総務庁統
計局の岡本政人（1998）が反論した。まず吉野
が指摘した過少申告の問題については，郵便
貯金には多くの法人や団体が加入しているの
で，郵便貯金＝個人資産と考えることは大き
な問題があり，郵便貯金と資金循環勘定との
乖離の原因にはならないとしている。第2の
貯蓄動向調査の記入上の煩雑さについては貯
蓄動向調査の記入部分は2枚程度であり，ま
た記入方法が簡単だからといって，必ずしも
正確性が保証されるとは限らないとしている。
第3のサンプルバイアスの問題については，
貯蓄動向調査は家計調査の付帯調査であるが，
家計調査は全国を網羅した国勢調査の調査区
を抽出枠として偏りなく調査単位区を選定し，
単位区内で無作為に調査世帯を抽出している。
さらに他の統計調査との整合性の観点からす
ると，その標本抽出が特に偏っているわけで
はなく，高い回収率を確保していると述べて
いる。
　最後に溝口敏行（1998）はこのような個人
金融資産をめぐる議論を総括している。まず，
家計の金融資産保有量についてのマクロ統計
とミクロ統計との間のギャップの存在を指摘
した上で，各統計の作成方法，金融資産の範
囲，ならびに標本調査からの推計と資金循環
勘定との齟齬を示す倍率の金融資産別の差異
について論点を取り上げ，それぞれの問題点
を整理している。最後に3者の議論によって
資金循環勘定や貯蓄動向調査の特性とその相
違が，ある程度整理できたとしている。
　続いて，この10年間の貯蓄率の議論につ
いて簡単にまとめる。岩本康志・尾崎哲・前
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川裕貴（1995，1996）は国民経済計算の家計貯
蓄率と家計調査の勤労者世帯黒字率の乖離の
原因を，主に4つの視点（概念の差異，標本
バイアス，回答上の誤差，推定方法）から明
らかにした。乖離の原因として，まず家計調
査とSNAに概念上の相違があり，それが乖
離の約4割を占めていること，さらに乖離の
2割程度は家計調査の貯蓄率が勤労者世帯の
みを対象にしていることを原因としている。
それ以外の乖離について家計調査の回答誤差
やSNAの推計誤差の存在をあげている。特
に家計調査において，記入もれによる消費の
過小記載が拡大していることが大きく，また
回答誤差は広い項目にわたっていることを指
摘している。
　その後も国民経済計算と家計調査の家計貯
蓄率の乖離は拡大する一方である。20世紀
後半からSNAベースの貯蓄率は急低下して
いるが，家計調査の貯蓄率は1980年代以降
おおむね上昇し続けていた。日本のSNAベー
スの貯蓄率は国際比較の上でもドイツやフラ
ンスよりも低い水準になり，アメリカの水準
に近づいている。このような状況から日本と
アメリカの貯蓄率の逆転の可能性とその弊害
についての分析も行なわれている。
　日本のSNAベースの家計貯蓄率の下落の
理由として，まず景気低迷やデフレが進行し，
所得が減少する一方で，消費支出は可処分所
得の減少ほどは抑制されなかったことが指摘
されている。いわゆるラチェット効果の存在
である。また高齢者世帯の増加による貯蓄率
の低下が指摘されている。従来からライフサ
イクルモデルにより，勤労時に蓄積した資産
を老後に取り崩して消費するため，高齢者層
の貯蓄率は家計全体よりも低めになることが
いわれていた。高齢化の進展が貯蓄率の低下
をもたらしているということである。
　しかし，このライフサイクルモデルの存在

に疑問を呈する実証研究も存在する。特に年
金などの社会保障の削減にともなって，逆に
高齢者世帯が予備的貯蓄を増加させているこ
とを一部の研究者が指摘している。さらにダ
イナスティモデルの存在も指摘されている。
このように貯蓄率の分野も所得格差の議論と
同様に，さらなる詳細な分析が必要である。

５．住宅・土地

　住宅・土地研究の分野では，1990年代中
盤以降，住居費負担や住宅取得能力を意味す
る「ハウジングアフォーダビリティ（Housing 

Affordability）」という言葉が一般的に使用さ
れるようになった。不動産不況により地価下
落，住宅価格・住宅ローン金利の低下により
住宅が買いやすくなったといわれているが，
同時に所得も減少していることもあり，住宅
ローン破産世帯は増加の一途を辿っている。
このような状況のもとで，家計における住居
費負担や住宅取得能力の実態を調べる必要性
が生じた。大井達雄（1997）は，アメリカにお
けるハウジングアフォーダビリティ統計指標
を紹介し，その手法を使用して，住宅取得層
の住宅取得能力の評価についての日本への適
用を試みた。その結果，おおむね住宅取得能
力は1990年代にかけて改善しているが，こ
れは住宅価格や所得の要因ではなく，低金利
によるところが大きいことが指摘された。た
だし，対象期間が1990年代中期までである
ので，最新のデータを使用した再計算が必要
である。
　山田（1995a，1995b，1997a，1997b，2000，
2001）は世帯を客体とする主要な統計調査の
結果の精度を概括的に考察した後，1993年
と1998年に実施された住宅統計調査の調査
結果の精度について検討している。まず
1993年の調査結果から，所属する区分の世
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帯総数（住宅総数）に対する「不詳」数の比率
（以下「不詳率」と呼ぶ）を計算し，1993年
調査において，不詳率の上昇がかなり大きい
ことを指摘している。その原因として他の世
帯類型よりも格段に不詳率が高い1人世帯の
増加や大都市中心部における調査の困難さを
あげている。加えて他の統計調査の不詳率と
の比較から住宅統計調査における調査世帯の
不在，調査拒否，無記入の多さを指摘し，住
宅統計調査の調査結果の精度に疑問を呈して
いる。
　さらに1998年の調査結果についても同様
の方法で分析を行った。その結果，集合住宅
や大都市居住世帯・少人数の世帯などの結果
において精度が低い傾向は1993年までの調
査とほぼ同様であること，また1998年の調
査結果でも「不詳率」の増大など精度が低下
する傾向や他の統計調査結果と比較して特定
の偏りが含まれている傾向が継続しているこ
とを指摘した。さらに調査項目の数が異なる
調査票を用いた調査が今回並行して実施され
たことにより，結果の精度が低下していると
し，1998年の住宅・土地統計調査結果の利
用には，1993年以前の調査よりも注意が必
要であると結論づけている。
　住宅・土地統計をめぐる最近の動きについ
ては，1998年から住宅統計調査の名称を住
宅・土地統計調査としている。これは調査内
容に土地に関する項目を加えたことによる。
さらに 1993年から「法人土地基本調査」，
1998年から「法人建物調査」がそれぞれ開
始された。これによって，法人の土地・建物
の所有状況や増減の推移をとらえることがで
きるようになった。「法人土地基本調査」，「法
人建物調査」，「住宅・土地統計調査」結果か
ら集計した「世帯に係る土地基本統計」をあ
わせたものを土地基本調査と呼んでいる。

まとめ

　最後に，家計統計研究をめぐる最近10年
間の特徴について触れて，本章を閉じること
にする。この10年間において，この分野に
おいてもパネルデータやミクロデータを使用
した実証分析が主流になりつつある。このよ
うな傾向は今後も継続すると思われる。この
ような個票レベルでの詳細なデータ分析が可
能となった一方で，その分析結果の評価につ
いては十分に定まっていない分野が多い。そ
の典型的な事例が所得格差の議論であろう。
　その理由として，各種統計指標を作成する
際，用語の定義，調査対象者の選定，調査時
期，作成方法の差異によって，その結果や解
釈が大きく異なるためである。山田（1996a）
が述べているように，この分野の統計調査は
実施上の困難が非常に大きいので，他の分野
以上に結果の吟味が必要であるが，そのよう
な吟味を十分に行なわずに，結果のみが一人
歩きしている感が否めない。
　ただ，このような統計作成方法をめぐる議
論は，従来から経済統計学会が得意とした分
野であり，このような問題について会員が中
心となって，積極的に研究成果を発表する必
要がある。しかし，前回の記念号で山田
（1996a）は「家計研究分野において会員外の
業績および関連統計調査をめぐる国内外の議
論は膨大に存在する一方で，会員によるこの
分野の業績はあまり多くはなく，資料の精度
の吟味に配慮した個別研究の積み重ねが今後
も必要となる」と述べている。この傾向は現
在も続いており，今後，さらなる会員の活躍
が望まれる。
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はじめに

　この数十年間を振り返ると，社会経済の構
造および統計を取り巻く環境は劇的に変化し
てきた。最近の10年間，それらの変化は加
速しており，今後も続くであろう。特に金融
構造の変化は著しく，財政についても大きな
転換点にある。日本では，不良債権問題，1
ドル80円台を割る円高，金融機関の国際競
争力の低下，金融機関の破綻，超低金利政策，
アジア通貨危機，財政赤字の拡大，社会保障
制度危機など金融・財政問題が噴出した。政
府は，「日本版ビッグバン」に始まる金融構
造大改革，財政再建を柱とした財政構造改革
を掲げ，今後改革を一層加速させる方針であ
る。当然，統計に現実を反映させるためには，
金融・財政統計を金融構造や財政構造の大き
な変化に対応させなければならない。金融・
財政統計が置かれている統計環境の変化から
も，データ収集・作成・公表・利用のすべて
の面にわたる見直しが求められてきた。
　本稿は，以上のような経済・金融構造と統
計環境の変化に伴って，金融・財政統計がど
のように整備されてきたのかを取り上げる。
筆者の能力と紙面の制約もあるので，日本銀
行および国際機関によって統計の整備や改善
が進展しているマクロの金融関連統計に焦点
を当てることにする。本稿の目的は，次の点
を検討することにある。第一に，どのように

金融統計の整備がなされてきて，どこへ向
かっていくのかである。第二に，統計の大幅
な改訂が進む中で，利用者であるわれわれに
どのような対応が求められているのかである。

１．日本銀行の統計整備のスタ
ンス

　日本銀行調査統計局は，1999年に「調査
統計局における統計整備に対する基本的な考
え方とこれまでの取り組み」を公表した。3
年後の2002年には，日本銀行が「金融経済
統計のさらなる改善に向けて　日本銀行の
基本的な考え方と最近の取組み　」を公表
した。こうした姿勢は，一つは統計審議会の
「統計行政の新中長期構想」（1995年 3月公
表）1）の提言を受けた対応であり，もう一つ
は1998年4月に施行された新日本銀行法の第
3条透明性の確保および第5条その業務及び
財産の公共性と効率的な業務運営に則ったも
のである。統計の作成者が自らの「基本的な
考え方」を示したことは，画期的なことと評
価できる。以下では，統計環境の変化と基本
的な考え方について整理する2）。

1.1　金融経済統計を巡る統計環境の変化
　日本銀行（2002）では，金融経済統計を巡る
統計環境のうち重要な変化として，経済のグ
ローバル化等に伴う金融経済構造等の変化，
情報技術革新の進行，報告者からの負担軽減
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要請の強まりを挙げている。詳しい説明はな
いが，次のように理解できよう。まず，金融
経済の構造変化は，新しい金融取引やクロス
ボーダー取引など従来の統計では実態を把握
できない事態をもたらしている。次に，情報
通信技術の飛躍的進歩は，グローバル化や金
融経済構造の変化をもたらした主因の一つで
ある。同時に，それは一方でデータ収集や統
計作成の方法の見直しを必然化させ，他方で
統計データの利用側にも作用して統計利用の
増大と統計ニーズの多様化を生み出した。報
告者からの負担軽減要請は，企業や金融機関
とって統計調査のための報告書の作成・提出
が許容しがたいコストとして意識され始めた
ことの現れである。より広く解釈すれば，民
間・市場重視型経済への移行に伴って，当局
と民間との関係が変化し，当局の権限だけで
は報告者の協力が得られない状況になったと
言うことである。

1.2　基本的な考え方
　日本銀行調査統計局（1999b）は，「統計は社
会の公共財」との認識で「信頼される統計」
を提供するように心掛けると述べている。ま
た，日本銀行（2002）は，統計の「透明性」と
「信頼性」を一層高めていくことの重要性を
強調している。考え方の具体的な内容は，次
の五点である。第一に，統計データに関する
透明性の向上である。「幅広いユーザーひい
ては国民」に対して，日銀が収集・集計して
いるデータは原則として公表し，かつ作成・
推計方法に関しても開示を充実させる。「報
告者」に対しては分かりやすく説明する体制
を整える。第二に，金融経済構造等の変化を
適切に反映した正確・的確な統計の提供であ
る。統計には継続性も重要であるが，継続性
と実態の的確な把握とがトレード・オフ関係
にあることから，両方のバランスに配慮しつ

つ，調査方法等を見直すとの考えである。第
三に，多様化・高度化するユーザー・ニーズ
を的確に把握し，利便性向上を図ることであ
る。例えば，統計の公表早期化，公表範囲の
拡大，ホームページによる統計データへのア
クセスの改善などである。第四に，統計収集・
作成事務の合理化・効率化，報告者負担の軽
減および機密管理の徹底である。報告者の理
解と協力を得るために，データ収集の絞り込
みやオンライン収集の拡大を図っている。最
後に，中立的な統計公表姿勢も盛り込まれて
いる。これは，「個々の統計の解釈については，
まずマーケットに委ねるべき」という考え方
に基づき，新たに公表された統計に政策的な
判断や解釈を加えないようにするというもの
である。
　そして，今後の課題の中で，「統計のユー
ザーおよび報告者，あるいは，学界との対話
を一層密にしていきたい」との考えを表明し
ている。

２．マクロ金融関連統計の整備

2.1　93SNAにおける金融関連の整備
　1993年に，国際連合統計委員会で新しい
国民経済計算の体系（以下93SNA）が採択さ
れた。その新しい社会会計の国際的な基準に
基づき，国際通貨基金（以下 IMF）による国際
収支統計や資金循環統計などの国民経済計算
関連統計のマニュアルを刷新する作業が進め
られた。これらのマクロ統計は膨大な統計の
加工の上に成り立っているから，93SNAの
採択が金融統計全般の見直す起点になったと
言っても過言ではあるまい。日本においては，
2000年10月から93SNAが導入された。今に
して思えば，1968年に採択された体系（以下
68SNA）は，金融面に関して生まれながらに
して問題を内包していたといえよう。すでに
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1968年にはアジャスタブル・ペッグ制度と
資本移動の制限を骨格とするブレトンウッズ
体制が動揺し，1971年のいわゆるニクソン・
ショックを経て，金融の自由化と国際化の時
代に入った。その結果，金融と経済のグロー
バル化が急速に進展し，金融市場が量的だけ
でなく新しい取引手法の出現など質的にも発
展した。加えて，制度の複雑化など経済社会
が成熟化した。これらの変化が，93SNAへ
の移行の背景となったのである。
　経済企画庁経済研究所国民経済計算部
（2000）と浜田（2001）を参考にして，金融に関
連する主な改定点をいくつか列挙すれば，次
の通りである。第一に，調整勘定がその他の
資産変動勘定，再評価勘定およびその他の三
つの勘定に要因別に細分化された。倉林
（2004）は，この改定を資金循環に関わる問題
に関する「93SNAの本質的な貢献」と評価
する。細分化された調整勘定の導入は，金融
勘定とバランスシート勘定との間の「伝統的
な切断」を回復し，つながりのある統合体系
を構築した。第二に，金融機関の内訳部門が
細分化され，新たに非仲介型金融機関が導入
された。第三に，現先取引やデリバティブな
どの新しい金融手段が識別され，金融資産と
して表彰されるようになった。第四に，国際
収支統計や資金循環統計との整合性が向上し
た。なお，松浦（1993）は 68SNAと対比しつ
つ93SNAの蓄積勘定の構造を手際よく整理
しており，小玉（1997）は金融勘定を解説する
とともに移行過程で93SNAへの具体的な課
題を明らかにしている。
　また，金融機関の生産活動を捉えるために，
93SNAでは「間接的に計測される金融仲介
サービス（FISIM）」の概念が紹介された。金
融仲介サービスについては68SNAのような
「帰属利子」としての扱いでよいのかを巡っ
て長く議論されてきたが，一応の決着が付い

たことになる。しかしながら，FISIMの生産
額と利用者への配分額に関して具体的な推計
方法が確立しておらず，議論されている最中
である3）。

2.2　国際収支統計および関連統計
　93SNAへの移行の背景として，経済のグ
ローバル化への対応が挙げられていた。その
93SNAが採択されたのと同じ年に，IMFによ
る「国際収支マニュアル第5版」が刊行された。
日本は1996年1月分から新統計に移行したが，
日本銀行（1996），日本銀行国際収支統計研究
会（1996，2000）は，改定内容や作成方法を詳
しく解説し，利用者の便宜を図っている。金
融面に関わる主な改定は，次のようである。
まず，資本収支における公表形式の変更は，
長短資本収支と外貨準備の増減以外の金融勘
定を統合して「投資収支」に一本化し，その
内訳として直接投資，証券投資，その他投資
に区分したことである。次に，金融派生商品
の項目が所得収支と証券投資の中に新たに設
けられて計上された4）。第三に，資本取引に
ついても部門分類を導入し，93SNAや資金
循環統計との連携を強化した。第四に，期末
残高の計数を把握できるようにして残高統計
を改善し，対外取引のストック面を整備した
ことである。加えて，地域経済統合への関心
が高まる中で，フローとストックの両面で地
域別統計が充実されたことも特筆に値しよう。
　さらに，財務省と日本銀行は，2005年1月
の取引分から資本勘定を中心に大幅な見直し
を行った（日本銀行国際局，2004）。国際収支
関連統計は，国際収支統計，対内外証券投資
統計，対外及び対内直接投資統計の三つのフ
ロー統計と対外資産負債残高，対外債務統計，
銀行等対外資産負債残高の三つのストック統
計から成り立っている。フロー統計は，対内
外証券投資統計の決済ベースと対外及び対内



第14章　金融・財政　　　197

直接投資統計を廃止し，国際基準に準じて約
定ベースで国際収支統計に統合した。これは，
企業会計への時価会計の導入や金融商品の会
計基準整備によって，投資主体が証券取引を
約定ベースで管理するようになったことから，
報告者負担の軽減にもなる。また，直接投資
（地域別かつ業種別）と証券投資（地域別，発
行体部門別，通貨別など）に関する公表項目
を拡充した。ストック統計では，対外資産負
債残高が一層整備され，これについても証券
投資残高の資産について地域別かつ保有主体
別，通貨別かつ証券種類別の区分など公表項
目が拡充された。
　この他，国際的な資金取引に関しては，国
際機関からも質の高い統計へのニーズが高
まっている。一つの理由は，多発する通貨危
機や金融危機の経験を踏まえて，IMFなどの
サーベイランスに国際資本移動の正確で迅速
なデータの入手が不可欠であること。もう一
つは，金融危機の「第3世代モデル」と称さ
れるようになったバランスシートに基づく分
析が重視されるようになったことである（例
えばAllen, Rosenberg, Keller, Setser, and Rou-

bini, 2002）。対外資本取引を含む部門別バラ
ンスシートは，どの部門にどのようなミス
マッチ・リスクがどの程度あるかを知る手段
になる。そのために，詳しいストック統計の
需要が高まって，残高統計の整備や調査の拡
充が進められているのである。IMFは世界の
主要証券投資国の協力を得て，1997年末に
対外証券投資残高に関する調査（CPIS：Co-

ordinated Portfolio Investment Survey）を実施
した。国際決済銀行（以下BIS）等の国際機関
も国際与信統計と国際資金取引統計によって，
銀行の国際的な与信状況および銀行の国際部
門の債権・債務の動きを把握している。さら
に，BIS，IMF，経済協力開発機構および世
界銀行が共同して，発展途上国および移行経

済諸国の対外債務に関する統計を作成してい
る。国際収支関連の統計整備の動向を見ると，
国際資金循環統計・国際資産負債残高統計の
作成に向かっている。

2.3　資金循環統計
　資金循環統計も，93SNAと作成中であっ
た IMF金融統計マニュアルに準拠して，大
幅な見直し作業が行われた。IMFマニュアル
は2000年に IMFのホームページで公開され
たが，日本銀行は前年の1999年には新しい
資金循環統計を公表した。統計の公表に先
立って，1997年にユーザー等の意見を反映
させることを目的として，見直しの考え方，
概要および論点を公表し，意見や提案を募る
といった取り組みがなされた（日本銀行，
1997）。そして，統計の公表に合わせて，日
本銀行調査統計局（1999a）で統計を解説し作
成方法を公表する5）とともに，日本銀行調査
統計局経済統計課（2001）では見方や作成方
法のみならず分析の具体例や国際比較も掲載
して有効な活用を喚起している。こうした努
力は，第1節で紹介した日本銀行の統計整備
の基本的な考え方を反映するものである。こ
とに統計作成のための報告者への負担が強く
意識されているように思われる。「資金循環
統計が，一般の人にとってまだまだ身近な存
在になっているとは言い難い」という記述の
意味は，利用度が報告者負担に見合っていな
いということである。統計が有効に活用され
てベネフィットを高め，報告者負担のコスト
に応えたいという思いが伺える。
　周知のとおり，資金循環統計における金融
取引表，調整勘定，金融資産負債残高表は，
それぞれ93SNAにおける資本調達勘定の金
融勘定，調整勘定の再評価勘定，期末貸借対
照表の金融資産・負債と対応し，基礎データ
となっている。したがって，主な改定点は
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93SNAのそれとほぼ一致している。いくつ
かの点を補足すると，第一に部門分類が細分
化され，各部門の資産と負債が相殺されずに
両建て（グロスベース）で記録される点である。
これによって，ユーザーが利用目的に応じて，
統計を各ブロックで組み替え加工できるよう
になる。第二に，取引項目の分類では，金融
派生商品の新設のほか，貸出と有価証券の概
念が拡大されて，フィナンシャル・リースな
どが追加された。第三に，発生主義に基づき，
金融商品を時価で評価することである。時価
評価からストック計数に価格変化分が含まれ
ることになり，新設された調整勘定に記録さ
れる。
　もちろん，見直しによって新統計にまった
く問題がなくなったわけではない。債券現
先・債券貸借取引，割引債の利子所得，退職
給付債務，ストック・オプションの統計上の
取り扱いや記録方法に残された課題がある。
郵政民営化などの制度変更や新しい金融取引
の出現など，今後の金融の変化に対しても対
応していかなければならない。
　なお，資金循環統計はマネーサプライ統計
とも密接に関連しているが，マネーサプライ
統計の整備状況に関しては日本銀行調査統計
局（2004）を参照されたい。

2.4　BISデリバティブ統計
　1970年代からの金融自由化は，個々の主
体の金融取引のリスク管理の必要性を高めた。
1980年代後半頃からデリバティブの利用が
広がり，1990年代に入るとその取引は急拡
大した。それに伴って，デリバティブ取引に
関わった巨額の損失事件が頻発し，度重なる
通貨危機や金融危機でもデリバティブ取引と
の関連が疑われた。こうした問題への対応か
ら，マクロ・プルーデンス政策に関わるリス
ク把握の重要性が各国通貨当局の共通認識と

なり，BISがデリバティブ統計を新設した。
統計作成に至る経緯と統計のしくみについて
は伊藤（2001）とその参考文献を参照してい
ただくとして，その概要と論点を述べておく。
　デリバティブ取引とは，主に金融取引に付
随的して発生する市場リスクの移転あるいは
交換についての契約である。デリバティブ市
場は，取引所取引とOTC取引からなり，取
引所取引についてはデータの入手が可能であ
る。そこで，BISは実態が把握しにくいOTC
取引について，フォワード，スワップ，オプ
ションなどの取引高と残高を調査している。
調査は，1995年から3年に一度の包括的な調
査（「デリバティブ・サーベイ」）と1998年か
ら半年ごとの簡易調査（「定例市場報告」）との
二つが実施されている。
　本稿の目的との関係では，次の二点が指摘
できる。第一に，統計の作成が当初から国際
的統計として設計，整備されたことである。
というのも，1998年のデリバティブ・サー
ベイの取引高合計をみると，クロスボーダー
取引が金利関連でさえ50％を超え，国内取
引を凌駕しているのである。第二の論点は，
作成当局への報告者からの要請や批判に関わ
る点である。一つは報告内容の軽減要請であ
る。例えば，93SNAや資金循環統計の整備
の観点からすれば，当然制度部門分類はそれ
らに準拠することが望ましい。事実，取引所
からのデータとデリバティブ統計が，資金循
環統計の金融派生商品の推計をするための基
礎資料である。しかしながら，デリバティブ
統計では，「報告ディーラー」，「他の金融機関」，
「非金融機関」の三分類にして，報告者負担
を軽減している。作成者と報告者との関係に
ついて，より根本的な問題はリスクの計測方
法にある。1990年代前半に，BISはマーケッ
ト・リスク規制のあり方を検討し，規制案を
提案した。民間金融機関は，すでに独自にリ
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スク計測方法を開発しており，提案された時
代遅れの標準的方法を強制されることに反発
した。その結果，1995年の第二次提案では
リスク計測方法に各金融機関独自の内部モデ
ルを使うことが認められた。したがって，デ
リバティブ統計においても，リスクの市場価
値等の計測値は報告者独自のモデルによるも
のである。つまり，報告者と当局との力関係
が逆転し，リスク概念は同一でも個々の測定
方法が異なる値の集計値という事態が起きて
いる。

３．金融統計の整備と利用を
巡って

　ここまで，金融統計整備の経過を辿ってき
たが，本稿の目的に照らして，整理検討して
おこう。

3.1　 報告者と利用者からの要望による
整備

　金融統計を整備する上で，報告者と利用者
からの要望を聞き入れて整備・改善に生かす
ということは，一見すると非常によいことで
問題はないと思われる。しかしながら，報告
者やユーザーからの要望を受け入れる整備は，
肯定的な面と同時に否定的な面があることに
も注意しなければならない。報告者からの要
望から入り込む問題の一例が，BISデリバ
ティブ統計の個々に測定方法の異なる集計値
である。また，日本銀行（2002）では，報告者
負担の軽減のために約2万系列の収集データ
の削減を行ったとしているが，実際問題とし
てどのデータを削減するかは潜在的なユー
ザー・ニーズも考慮すると判断が難しい。で
は，逆にユーザー・ニーズの反映からは何の
問題も起こらないであろうか。広田（2004）は，
株価指数の作成を事例にして，利用者が望む

改善が統計の役割を変質させる危険性を指摘
している。本来，株価指数は株式市場全体の
株価動向を認識する手段であるはずである。
ところが，インデックス運用のターゲットに
利用されたり，デリバティブ取引の対象にな
るに至って，インデックス運用者や裁定取引
業者から流動性の高い銘柄のみからなる商品
として使い勝手のよい指数の作成を求められ
るようになり，民間の指数作成業者はその傾
向を強めている。株式会社化して競争が激し
くなった取引所もそのらち外ではないという
のである。そのような事態は官庁統計には及
ばない，とも言えない。経済団体連合会は，
利用者は「精度よりも速報性を重視するとい
う傾向が圧倒的に強い」というアンケート結
果を得ている6）。また，金融統計のユーザー
の圧倒的多数を金融機関や投資家が占めてい
て，かつ報告者でもある。報告と利用の両側
から作成者に働きかけが出来る立場にある。
彼らは社会科学的研究を目的としない，自ら
の利益追求のための情報収集が目的である。
金融統計整備はどこへ向かっていくのかにつ
いて，筆者の危惧は明らかであろう。金融統
計整備は，広く国民のため，社会科学的分析
のための改善がなされるとは限らないという
ことである。

3.2　社会科学的分析への利用と改善提案
　本稿のもう一つの目的は，利用者であるわ
れわれ研究者にどのような対応が求められる
のかである。まだ現在の統計整備に残された
課題があり，FISIMに関する研究や宇都宮・
萩野・長野（2001）など主に統計作成スタッフ
によって研究されている。その残された課題
の解決への研究者の貢献が必要である。また，
新しい統計を社会科学的分析に利用してみて，
問題点を発見し，改善の提案をしていくこと
である。産業連関表を用いた研究に比較する
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と，SNAおよび資金循環統計の基本構造に
立脚した金融分析はそれほど多くない。この
10年間は特に少なかったが，近年になって
辻村・溝下（2002）と辻村編著（2004）といった
本格的な資金循環分析の研究書が出てきてい
る。本学会員では張会員が張（1996）をはじめ
として精力的に研究している。張（1997）は
1992年分から作成が開始された中国の資金
循環表について解説し，他の論文では中国の
資金循環分析を行っている。さらに，張
（2004）および他の論文で東アジア地域の国
際資金循環の分析に取り組んでいる。
　資金循環統計は，大幅な見直しがなされ，
遡及は年ベースで1990年以降のデータまで
であるので，長期にわたる時系列での統計利
用に支障が生じるのは否めない。しかし，日
本銀行（1997）や日本銀行調査統計局経済統
計課（2001）で紹介されているように，新しい
金融データの入手と組み替えが可能になった
ことにより，これまでにない金融構造分析の
可能性が開かれた。かつ，国際基準に準拠す
ることで，金融面の国際比較も容易になった。
研究者が新しい資金循環統計を使って，資金
循環分析を発展させることが重要であろう。
逆に，実際に統計を分析に利用することに
よって，新統計の問題点が明らかになり，新
たな改善点の提案も可能となろう。これらの
研究の延長に，改善提案から進んで国際資金
循環統計の表形式など，望まれている新しい
統計の設計がある。
　要するに，社会・経済の問題を統計を使っ
て具体的に分析・考察することを通じて，統
計の特性や問題点を明らかにするということ
である。近・藤江（2001）の序文に記されてい
るように，このことは社会統計研究者や経済
統計研究者にとって当然の責務であり，これ
まで研究が積み重ねられてきたことである。
それをここで再確認した理由は，金融・財政

の分野に関してそのような研究の取り組みが
弱かったからである7）。
　ところで，本学会では統計利用に当たって，
「統計の吟味」あるいは「統計批判」という
ことを重視してきた。そして，どのような立
場や観点から統計を吟味するのか，批判的に
見るのかについて，「視座」の問題として議
論されてきた。新しい統計を利用して問題点
を解明するということは，その「視座」が定
まっていてこそ可能なのである。それゆえ，
利用者，作成者，報告者（調査対象者）の構図
を前提にして，再び「視座」の問題を真剣に
再考することが同時に不可欠の課題となるの
である。

４．財政統計の整備

　財政統計は，国や地方公共団体の予算書，
決算書，その他調書などが基礎資料となって
作成される。つまり，財政統計の前提が国や
地方公共団体などの公会計のあり方にある。
それゆえ，直接に財政統計の整備が論じられ
るのではなく，公会計の見直しや公会計制度
の充実として議論されている。
　財政制度等審議会（2003）8）は，現行公会計
制度に対して指摘されている問題点を次のよ
うに整理している。それは，資産・負債に関
するストック情報が不十分で資産状況や将来
の国民負担などが不明確であること，国と特
殊法人等との関係など公共部門全体の把握が
できないこと，予算・決算のフローと負債状
況などストックが連動していないこと，予算
執行による行政コスト・フルコスト・ライフ
サイクルコストが不明であること，事業ごと
の費用便益が把握できないことなどである。
これらの公会計の問題点は，同時に財政統計
の問題点である。これらの問題を解消する基
本的な方向は，貸借対照表・損益計算書など
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の民間の企業会計的手法を公会計制度に導入
するということであると考えられている。も
ちろん，民間企業と公共部門との活動の相違
や企業会計と公会計との目的の相違がある。
しかし，そうした相違を踏まえても，企業会
計的手法の活用が現行公会計制度の問題を克
服できる手段になりうると認識されている。
加えて，ニュー・パブリック・マネイジメン
トの考え方が取り入れられており，行財政活
動の効率化に役立つような財務情報の作成が
意図されている。
　これまでの国の取り組みとしては，次のよ
うなものがある。一般会計と特別会計とを連
結した国全体の貸借対照表の試案を1998年
度決算より作成・公表している。2000年度
版からは，特殊法人などを連結した表を作成
している。特殊法人などについては，2000
年度決算より民間企業と同様の活動を行って
いると仮定して，行政コスト計算書，民間企
業仮定貸借対照表，民間企業仮定損益計算書
などが作成されている。今後に関して審議会
の提案では，財務情報を議会に提出される予
算・決算と財務報告としての財務書類に分け
て検討されている。予算・決算は従来通りの
現金ベースとし，発生主義や将来推計をいか
に活用できるかの検討を進めていく。財務報
告書類は，発生主義など企業会計的手法を活
用して，これまでの取り組みをさらに強化す
べきとしている。
　公会計への企業会計的手法の活用は，地方
公共団体にも浸透してきている。2000年に
総務省（旧自治省）の地方公共団体の総合的な
財政分析に関する調査研究会が，普通会計に
関するバランスシート作成手法に関する報告
書を公表した9）。翌年，同研究会は行政コス
ト計算書と公営事業を含む各地方公共団体全
体のバランスシートに関する報告書を出し
た10）。同研究会によるそれら手法の提案は，

「地方自治体が自らの財政状況を総合的かつ
長期的に把握し，住民にわかりやすく公表す
る」ことを目的としたものである。1990年
代に独自にバランスシート作成に着手する自
治体もあったが，この二つの報告書を契機と
して多くの自治体で取り組みが加速した。総
務省の作成状況調査によれば，全都道府県と
56.7％の市区町村が2003年度版バランスシー
トを作成，作成中または作成予定である。と
りわけ東京都は積極的である。都の導入目的
は，「機能するバランスシート」・「東京都の
経営を改革する冷徹用具」の整備を足がかり
に，行財政に民間企業経営手法を導入するこ
とにある。
　国と地方ともに公会計へ企業会計的手法の
導入が完了し，財政統計に反映されるには，
まだ時間がかかるであろう。整備の過程にあ
るとはいえ，国と地方ともに行財政改革が避
けられない現状の下で，財政データはその利
用者が主権者・納税者である国民全般である
から，最も重要な情報である。公会計の見直
しや取り組みが，現行制度の問題点のいくつ
かを克服し，国民や住民により豊富な財政情
報を分かりやすく提供することは疑いない。
しかし，行政サイドの財政再建キャンペーン，
行財政改革の道具など作成者の利用目的に偏
る危うさを内包している。それゆえ，財政統
計はどうあるべきかについて，社会科学に基
づく統計学からのアプローチも必要なのであ
る。

おわりに

　本学会は，統計の調査・作成・利用の全プ
ロセスを対象にして，統計の批判的研究を通
じて，社会科学に基礎をおいた統計学を構築
することを目的にしてきた。本稿は，金融・
財政統計とりわけ金融統計の整備を題材に，
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この分野における本学会の活動を目的に照ら
して評価してきた。統計整備に精力的に関
わった一部の会員もいるが，金融・財政面で
の統計の批判的研究および統計改善への貢献
ともに不十であったと言わざるを得ない。し
かし，第3節で述べたような研究が活発にな
れば，本学会の存在意義は大きい。日本銀行
は利用者や学界との対話を密にしたい考えで
あるし，SNAや資金循環統計の改定作業に
携わってきた方の新たな加入もある。金融・
財政ともに経済における比重が増し，直面し
ている問題も多い中で，それに見合うような
研究体制の強化の好機ではなかろうか。

注

1．総務省ホームページhttp://www.stat.go.jpに掲載。
2．具体的な取り組みについては非常に多岐にわた
るので公表文に掲載された参考文献を参照された
い。
3．FISIMについての議論の詳細は，丸橋（1998），
山口（2004）および武野（2001）第7章を参照されたい。
4．IMFは2000年に金融派生商品に関する扱いにつ
いてマニュアルを改正した。金融派生商品に係る
利子を所得収支から投資収支へ移し替え，証券投
資の中の金融派生商品と一体にし，投資収支の独
立した項目として位置づけた。
5．日本銀行ホームページhttp://www.boj.or.jpに「資
金循環統計の解説」「資金循環統計の作成方法」が
掲載されている。特に，作成方法は詳細が記載さ
れている。
6．「わが国官庁統計の課題と今後の進むべき方向」
（1999年3月）。経済団体連合会ホームページhttp://
www.keidanren.or.jpに掲載。
7．近・藤江（2001）では，金融・財政関係の問題に
五つ章が割かれている。分析テーマは，第1章対
外直接投資の増大と国内経済（近昭夫），第2章ド
ル体制と日本（山田喜志夫），第3章日本経済の「成
熟」と金融資産の累積（居城弘），第4章銀行の不
良債権とその処理（伊藤国彦），第5章財政危機の
構図（藤江昌嗣）である。また，井口（1999）は，マネー
サプライ統計を利用した計量経済分析を行ってい

る。
8．財務省ホームページhttp://www.mof.go.jpに掲載。
9．総務省ホームページhttp://www.stat.go.jpに掲載。
10．総務省ホームページhttp://www.stat.go.jpに掲載。
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はじめに

　1993年，国連等5つの国際機関の手により，
68SNAの改訂版である93SNAが刊行された。
OECD加盟の国々は，2000年までに 93SNA
への移行作業が完了しつつある。日本では，
これまで68SNAに基づいた『年報』が1978
年以来公刊されていたが（経済企画庁経済研
究所編『国民経済計算年報（昭和57年版）』），
1992年から93SNAへの移行作業が着手され，
2000年10月，93SNAへの改訂作業が終了した。
平成13年版の内閣府経済社会総合研究所編
（2001）『国民経済計算年報（平成13年版）』以
降，93SNAに準拠した『年報』が公刊され
るようになった。
　上述のように，日本でも93SNAに基づい
て『年報』が出版されるようになったが，こ
のほかに93SNAの刊行以降，種々の統計が
作成されている。とりわけサテライト勘定関
係の統計がそれである。1．，2．では，93SNA
に対応する形で最近10年間に開発された統
計を中心に紹介する。
　はじめに，2000年10月93SNAへの全面的
改訂の終了した『国民経済計算年報』（日本
SNA）を概観する。日本SNAは，93SNAに基
づき改訂が行われたものであるが，93SNA
の考え方がそのまま反映されているわけでは
ない。日本の統計状況に応じて93SNAに基
づいた『年報』作成が行われている。ここで

は，主として日本SNAの特色をみてゆく。
93SNAの特徴の1つは，サテライト勘定にあ
るといわれている。日本においても種々のサ
テライト勘定の作成が試みられているのでそ
れを紹介する。次いで，当学会に於けるこの
分野に関連した主要な研究について取り上げ，
その次に，SNAの新たな改訂の動きについ
て解説する。なお，物価指数・デフレータ，
実質値に関する話題については，５．で取り
上げている。

１．日本の93SNAへの対応

1.1　『国民経済計算年報』の改訂
　日本では，2000年10月，93SNAへの改訂
作業が終了した。平成13年版の『国民経済
計算年報（平成13年版）』以降，93SNAに準
拠した『年報』が公刊されるようになった。
今回の改訂状況の内容を示したものが，経済
企画庁経済研究所編（2000）である。
　経済企画庁経済研究所編（2000）のほかに
日本SNAの改訂を扱ったものとしては，光
藤（2001），鈴木（2002）等があげられる。光藤
（2001），鈴木（2002）では，主として，日本に
おいて導入された93SNAの勧告，見送られ
た同勧告の面等から議論がおこなわれている。
この2つの論文では，（残念ながら）見送られ
た項目として，制度部門別生産勘定の作成，
活動別産出における基本価格評価表示の産出
の欠落等が上げられている。このほかに光藤
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（2001）では，改訂前と改訂後のGDP開差が
検討されているが，その差は，受注ソフトウェ
アの固定資本形成本形成への組替えと政府の
固定資本減耗増加分によるものとされている。
鈴木（2002）では，93SNAの勘定体系につい
て検討が施されているが，統合経済勘定に関
して「中でも，全体の概観には便利な表であ
る統合経済勘定が結局導入されなかったのは
残念である（注記：平成13年度の年報では，
1年次分だけ参考として示された）」との記
述がみられる（鈴木（2002）18頁）。
　93SNA全般の解説書としては，武野（2001），
浜田（2001），作間（2003）等があげられる。武
野（2001）では，フローとストックに関して
『年報』の数値が，統合経済勘定を用いて提
示されている。このほかに生産境界，間接的
に測定される金融仲介サービス（FISIM）の統
合経済勘定による記録方法，供給・使用表の
行列による一覧表示が試みられている。浜田
（2001）では，今回の『年報』全般に関する解
説が行われ，とりわけ社会保障関係の記述が
強調されている。作間（2003）では，日本SNA
の基本的勘定体系の導出，デフレーター，四
半期速報，サテライト勘定等に関するテーマ
が取り上げられている。巻末に詳細な用語解
説が添付されている。
　経済企画庁経済研究所（2000）では，今回の
改訂の主要な変更点として，次の5点が指摘
されている（経済企画庁経済研究所編（2000）
4～ 5頁）。
　①制度部門別所得支出勘定の細分化。旧『年
報』において1つの所得支出勘定としてまと
めて示されていた勘定が，4つの小勘定によ
り表示される。これらの小勘定を導入するこ
とにより，所得の分配，再分配，消費等一括
して示されていた勘定が，各経済活動ごとに
逐一表示されるように改正された。
　②調整勘定の細分化。旧『年報』の調整勘

定が，改訂『年報』では，「その他の資産量
変動」，「再評価」，「その他の変動」の3つの
勘定に分けて示される。最初の2勘定分割は，
93SNAの提案であるが，3番目の「その他の
変動」は固定資本減耗に関する，フローとス
トックの評価の違いから生じる差額を記す勘
定である。旧『年報』では，調整勘定の役割
は，期首ストック＋蓄積勘定＋調整勘定＝期
末ストックの関係式に示されているように，
蓄積勘定項目でうめきれない，期首ストック
と期末ストックの差額を調整するという消極
的な役割しか与えられていなかった。
　③消費概念の2元化。これまでの最終消費
支出に加えて，新たに現実最終消費の概念が
導入されている。これは，前者が負担の面か
ら導出されている集計値であるのに対して，
後者は，便益の面から導かれている集計値で
ある。現実最終消費は，調整可処分所得の使
用勘定において現物社会移転（現物社会給付，
個別的非市場財貨・サービス）を調整するこ
とにより得られるが，この集計値により，社
会保障関係の記録の充実がはかられる。
　④固定資本形成の範囲の拡大。従来，中間
消費として記録されていたコンピュータソフ
トウェア（受注型のもの），鉱物探査への支出
等を総固定資本形成として記録する。
　⑤一般政府の所有する社会資本に係る固定
資本減耗の計測。道路，ダム，防波堤等の一
般政府によって所有されている資産は減耗し
ないものとして扱われていたが，これらの資
産の固定資本減耗が記録されるようになった。
その結果，政府の産出および付加価値は，固
定資本減耗額だけ増額される。この④，⑤2
つの要因は，フローの概念変更に伴うGDP
の増加要因となる。

1.2　サテライト勘定
　サテライト勘定の採用は，93SNAの主要
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な特徴の1つと考えられる。93SNAのサテラ
イト勘定導入を反映して，わが国でも，種々
のサテライト勘定の作成が試みられている。

環境・経済統合勘定
　地球温暖化，環境汚染等の環境に関わる問
題が，地球的規模でひろがる今日の状況を反
映して，1993年，国連により環境・経済統
合 勘 定（System of Integrated Environmental 

and Economic Accounting: SEEA）の ハ ン ド
ブックが公表された（United Nations, 1993）。
この環境・経済統合勘定は，経済活動を記録
するSNAと関連付けながら，SNAで採用さ
れている資産の境界を拡大することによって
環境に関する負荷を記録する統計体系で，サ
テライト勘定の1つである。国際連合によっ
て提唱された環境・経済統合勘定を参考に，
わが国固有の環境・経済統合勘定の作成が進
められてきている。これは日本版SEEAと呼
ばれるもので，それを解説したものが深見
（1999），有吉（2002）である。また，経済活動
に関しては貨幣表示された国民勘定行列で示
され，環境負荷量を物量単位で表示する環境
勘定が関連付けられた形で統合された「経済
活動と環境負荷のハイブリッド型統合勘定」
が開発されている。有吉（2005），佐藤・杉田
（2005）はこのハイブリット型統合勘定を説
明したものである。日本版SEEAとハイブ
リッド型統合勘定の関係等の記述に関しては，
『統計学』本号，17章環境統計　2．環境・経
済統合勘定において取り上げられている。

無償労働の貨幣評価勘定
　SNAにおいては，「第3者基準」という基
準を用いて生産境界が定義されているが，そ
の生産境界内のすべての経済活動が記録され
ているわけではない。調理・洗濯・掃除，育
児，介護等の家計内で行われている活動，あ

るいはボランティア活動等はSNAの中枢体
系において記録の対象とされていない。この
ような家事やボランティアに従事する作業は
無償労働と呼ばれるが，無償労働の貨幣評価
額が1997年経済企画庁経済研究所により公
表されている。この「無償労働の貨幣評価」
に関する統計は中枢体系内で採用されている
生産境界を拡張することにより導かれるサテ
ライト勘定である。背景は，欧米諸国では，
無償労働の貨幣評価額を推計して，市場経済
活動との集計値の比較が試みられていること，
また家事労働においてこれまで主として女性
によって担われてきているが，その経済的価
値と女性の負担状況を他の経済指標と比較可
能な形で明かにすることは意義のあることと
述べられている（経済企画庁経済研究所国民
経済計算部，1998）。佐藤（1997）では，報告
書に基づき，市場と家計における労働生産性
の比較をすることにより，家庭内の活動ごと
の社会進出状況が説明されている。また無償
労働の推計結果を，対応する市場生産と比
較・検討することにより，女性の社会進出等
政策的側面から種々の貴重なデータが提供さ
れている。

NPIに関するサテライト勘定
　SNAにおいては，制度部門の1つとして対
家計非営利団体が設定されており，他の4つ
の制度部門同様，各経済活動の情報が提示さ
れる仕組みが整えられている。しかしながら
このSNAの対家計非営利団体を，非営利団
体（non－profit institution: NPI）と同一視する
ことは，NPIの活動を狭くとらえている，と
考えられる。NPIの活動を行う単位は，他の
4つの制度部門中にも含まれているとみなさ
れるので，これらの単位を拾い上げることに
よりNPI関係の範囲が確定されなければなら
ない。またNPIの活動を適切に表示する標準
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的な分類を作成する必要性等の課題が指摘さ
れている。このようにSNAによるNPIの統
計的把握は不十分なものであるので，その活
動状況の全貌を体系的，統計的に把握するこ
とを試みる作業が着手されている。ジョン
ズ・ホプキンス国際比較プロジェクト（Johns 

Hopkins Comparative Nonprofit Sector Project: 

JHCNP）がそれである。このプロジェクトの
成果を踏まえて，国連から2003年に非営利
部門に関するサテライト勘定を作成するハン
ドブックが出版されている（United Nations, 

2003）。山内・柗永（2005）は，JHCNPの内容，
及び国連ハンドブックに基づくNPIサテライ
ト勘定の作成を紹介したものである。山内・
柗永・高橋（2005）では，NPO法人に関する
サテライト勘定の作成が試みられている。桂
（2000），作間（2005）では，68SNAと 93SNA

における対家計非営利団体の定義の相違に関
して検討が行われている。

２．日本に於けるSNAに関する
その他の研究動向

　その他の研究動向として，分布統計と中国
のGDP問題に関して取り上げる。
　ミクロデータとマクロデータの統合に関連
する研究として，家計部門の所得分布に関す
る研究があげられる。分布統計に関するガイ
ドラインとしては，United Nations（1977）が
『家計の所得・消費・蓄積に関する分布統計
のガイドライン』として発行されている。
SNAは，経済循環に関するマクロ経済統計
の基本的枠組を提供するものであるが，所得
概念等に関してもマクロ経済学分野で用いら
れる共通の概念としての資格を与えるもので
ある。分布統計は，SNAにおける家計部門
に関する所得の分配・使用勘定や所得集計値
との整合性をできるだけ維持しながら，家計

部門における所得階層，職業，産業，年齢階
層等種々の社会的属性に注目して，その属性
ごとに所得あるいは資産の分布状況をとらえ
ることを試みるものである。また分布統計は，
SNAの定義，概念等に基づきながらSNA本
体では提供できない情報を提供してくれると
いう意味でサテライト勘定の一種と考えるこ
とができる。浜田（2003）では，1994年と，
1999年に関して93SNAに基礎をおいた分布
統計の推計が行われている。浜田（2005）では，
1989年における分布統計の作成が行われて
いたが，これは，68SNAに基礎をおいたも
のであるので，1989年に関して，93SNAに
基づいた分布統計の推計を行い，1989年と
1999年における2時点間の分布統計に基づく
分析が行われている。
　分布統計以外に，ミクロデータとマクロ
データの統合に関連する研究として桂
（2004）をあげることができる。桂（2004）では，
二極分化しつつある社会においては，絶対水
準を表すデータよりも，構造ないし分布を表
すデータが必要であるとの認識に立ち，その
ためには，ミクロデータを積み上げることに
よってマクロデータを導出する必要性が主張
されている。現行93SNAのマクロデータと，
家計調査に基づいて得られたデータとの比較
検証をすることにより，マクロ・ミクロリン
クを可能にするミクロデータベースの構築が
模索されている。
　中国の経済成長はめざましく，その日本経
済はもちろん，世界経済に及ぼす影響は今ま
でとは比較にならないくらい大きなものと
なっている。このような状況下で，公表され
ている中国のGDP成長率は実態を反映して
いないとの指摘が行われた（その指摘に関し
てはたとえば張，2002参照）。それをうけた
形で本誌『統計学』83号では，「中国のGDP

統計」の特集が組まれている。許・張（訳）
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（2002）では，中国GDP統計の作成経過，中
国GDPの基本的な計算方法ならびに中国
GDPの問題点等が紹介されている。張（2002）
では，中国によって公表されたGDP成長率
は実態を反映したものではないと主張する論
文に対して統計的方法論の観点から批判的検
証が試みられている。また小川（2003）は，中
国GDPの問題点及び問題となっているエネ
ルギー消費とGDP成長率との関係を整理，
検討している

３．SNAの新たな改定の動きに
ついて

　2008年を目途に改定が予定されている
93SNAの改定状況を簡単に紹介する。
　1993年に93SNAが出版されたが，その後
の世界におけるすばやい経済状況の変化は，
93SNAを改定時のままとどめておくことを
許さないものであった。93SNAが，その社
会的妥当性を維持しつづけるためには，絶え
ざる93SNAの更新作業が必要とされていた。
そこで1999年3月の第30回国連統計委員会
で追加的改定メカニズムが合意された。しか
しながら，このような一時的，部分的改定で
は，システムの整合性を満たすことができな
いとの判断に基づき，93SNAを包括的に改
定する必要性が主張されるようになった。こ
のような見解をうけて，5つの国際機関から
構 成 さ れ る ISWGNA（the Inter－secretariat 

Working Group on National Accounts）は， 更
新手続を検討するよう要請された。2002年
10月の ISWGNAの会合で，93SNA改定の種々
の問題が検討され，2003年 3月，第 34回国
連統計委員会で，より包括的なアプローチを
用いて93SNAを改定する提案が ISWGNAに
より提出された。第 34回統計委員会は
ISWGNAによって提出された更新されるべき

問題点のリストを承認した。
　2003年開催の第34回国連統計委員会では，
新しい経済環境，方法論的研究の進展，ユー
ザーの需要を満たすべく，93SNAの更新が
承認された。委員会は，この改定は，特定の
問題を取り上げ，（多くの国で，93SNAがま
だ採用されていない段階で）93SNAの採用を
妨げかねないような，93SNAの基本的ある
いは包括的変更は行わない，また国際収支マ
ニュアル，政府財政統計マニュアルのような
関連した統計との整合性を重視するものであ
る，としている。また改定のために取り上げ
られるべき基準としては，新しい経済環境で
現れつつある問題，ユーザーに広く要求され
ている問題，93SNA改定プロセスの際議論
され，却下された問題でも，その経済的重要
性あるいはその問題点に関する異なった取扱
いを正当化する方法論的研究の進展の理由で，
新たな経済環境のもと検討する必要が生じた
問題等があげられている。
　ISWGNAは，プロジェクトマネージャーと
編者の助力を得て更新プロセスを管理・調整
する責任を負っている（プロジェクトマネー
ジャーと編者は，2004年12月 ISWGNAで，
Carol Carson，Anne Harrisonがそれぞれ指名
された）。この改定作業の透明性を高めるた
めに全世界の統計機関がこの作業に関与する
ことが望まれており，20カ国の専門家から
なるAEG（the Advisory Expert Group）が変更
の提案を行う主要な役割を演ずるとされてい
る。
　この改定作業における審議手続は以下の通
りである。AEGの第1回目の会合で承認され
た問題は最初種々の既存の専門家グループに
より審議される。その主要な検討グループは，
キャンベラⅡ，TFHPSA（the Task Force on 

Harmonization of Public Sector Accounts），
BOPCOM’s（The IMF Balance of Payments 
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Committee’s）である。キャンベラ2は，非金
融資産の検討を委ねられている。TFHPSAの
課題は，更新のための問題を準備することと，
国民経済計算と公共部門会計との調整である。
BOPCOM’sの主要な課題はBOPの改定であ
るが，その仕事はSNAと関連しながら進め
られなければならない。このほかに，EDG

（Electoronic Discussion Groups）等により問題
が検討される。これらの専門家グループによ
り行われた勧告はAEGにまわされ，最終決
定のために議論される。AEGは専門化グルー
プの勧告を審議し，各勧告に対し，93SNA

の明確化あるいは変更の最終勧告を提案する。
AEGの勧告は ISWGNAによって各国あるい
は地域検討委員会に議論のために回覧され，
最終結果が ISWGNAによってまとめられる。
　今改定において主要な役割を果たすAEG

の会合は，5回予定され，既に3回の会合が
開催されている。2004年2月の第1回会合で
AEGは，非金融資産，公共部門，金融部門
勘定そして国際収支表に関連付けられた問題
に焦点をあてながら，更新のために考慮され
るべき問題点の候補を提出した。ISWGNAに
より整理された後の44項目である。第3回目
の会合は2005年7月にバンコクで開催されて
いる。この会合の中間報告で，結論が出され
た問題点に関する勧告の一覧表が提示されて
いる（プロジェクトマネージャーの中間報告
The Project Manager to the Intersecretariat 

Working Group on National Accounts （ISWG-

NA） （2005b） pp.5－17）。2006年1－2月に開催
されるAEGの会合は，問題点を取り扱う段
階の最終会合となるもので，それはまた改定
計画の次の段階への移行を開始するものでも
ある。（93SNAの改定経過に関しては，ウェ
ブ（http://unstats.un.org/unsd/nationalaccount/

snarev1.asp）に経過資料が掲載されているが，
こ こ の 記 述 は，Inter－secretariat Working 

Group on National Accounts （ISWGNA） 
（2003）, The Project Manager to the Intersec-

retariat Working Group on National Accounts 

（ISWGNA） （2005a）, The Project Manager to 

the Intersecretariat Working Group on National 

Accounts （ISWGNA） （2005b）の資料による）

４．SNA関連分野における主要
な変化の意義について

　上述したように，最近10年間の日本にお
ける国民経済計算関連の統計作成状況は，主
として93SNAに対応する形で統計作成が行
われている。第1は，『国民経済計算年報』
の改訂で，第2はサテライト勘定の作成である。
　第1点目に関しては，この改訂により，統
計情報の充実がはかられている。
　旧『年報』では，一国経済と5つの制度部
門に関して所得支出勘定が一括して提示され
ていたが，改訂『年報』では，同勘定が4つ
の小勘定に分割されている。所得支出勘定が
細分化されることにより，各勘定に明示的に
各種のバランス項目が設定されている。たと
えば，第1次所得バランスは，制度部門別第
1次所得の配分勘定のバランス項目であるが，
これを5つの部門に関して合計すると一国経
済のそれである国民総所得（gross national 

income: GNI）が得られる。GNIは，これまで
GNPと呼ばれていた用語であるが，生産概
念ではなく，分配概念の用語として正確な名
称を付与された。旧『年報』の所得支出勘定
では，所得に関する種々の項目および最終消
費支出項目が混在しており，バランス項目は
貯蓄が得られるのみであったが，上記のよう
に細分化をはかることにより詳細な所得分配
に関する情報が入手可能となった。
　この所得支出勘定のもう1つの特徴は，現
物所得の再分配勘定と調整可処分所得の使用
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勘定の導入にある。それにともない，調整可
処分所得，現実最終消費のあらたな概念が導
かれたが，これにより便益に基づいた観点か
らの情報が利用可能になった。これは支出の
観点のみからの情報に対して，便益の観点と
いう新たな視角を提供するもので，社会保障
関係の統計の充実に資するものである（旧『年
報』の所得支出勘定から，現物所得の再分配
勘定が導出可能か検討したものとして桂，
1997 31－35頁参照）。
　旧『年報』において調整勘定が一括して示
されていたのに対して，改訂『年報』では，
それは，3つの勘定から構成されている。こ
のように調整勘定が細分化されたのは，取引
以外の要因による資産の変動要因が重要性を
増してきた今日の状況を反映するもので，日
本におけるバブル経済崩壊後の土地価格，株
価等の下落もここに記録される。調整勘定の
細分化により，各資産に関して，価格変化に
よる再評価によるものか，その他の資産量変
動によるものかの把握が可能になった。
　第2点目に関しては，SNA本体の中枢体系
では，分類，用語等の統一のために，特定の
経済活動に関して情報を求めることはなかな
か困難である。そこで中枢体系とは別にサテ
ライト勘定が提案されているわけである。日
本においては，環境・経済統合勘定，無償労
働の貨幣評価勘定，NPIに関するサテライト
勘定，家計に関する分布統計等のサテライト
勘定が作成されている。これらのサテライト
勘定に共通して言えることは，いずれも現在
生じている種々の問題，あるいは社会的に関
心のある領域に焦点をあてながら必要とされ
る情報の入手・提供を試みることである。一
連のサテライト勘定は，各関心領域ごとに統
計作成が行われるわけであるから，一見，ば
らばらに何の関連性もなく統計作成が行われ
ているような印象を与えるが，それらは少な

くともSNAから派生しているという共有の
特徴をもっている。しかしながらサテライト
勘定の作成が試みられるようになったのは，
最近10年のことで，まだ緒についたばかり
である。サテライト勘定は中枢体系では入手
困難な有益な情報を提供してくれるものでは
あるが，その統計作成には既存統計の利用・
組みかえのほかに，新たにデータを入手する
ために調査等を行う必要が生じ，多くの労力
と時間を要することも事実である。今後，サ
テライト勘定が継続的に作成されるのか，ま
たどのような種類の新たなサテライト勘定が
作成されるようになるのか，個別的なサテラ
イト勘定と同時に，サテライト勘定の進展は
興味深い問題である。

５．日本に於ける物価指数，デ
フレータ，実質値に関する
状況について

　この分野における2002年頃までの状況に
ついては，作間（2003年）の6章（松川太一郎
担当）に概要が記述されており，参考になる。
ここでは主として，そこでほとんど触れられ
ていないGDPデフレータと実質値計算方法
の連鎖方式への変更と交易条件に関する
Kurabayashi and Sakuma（2002）の業績につい
て述べることにしたい。
　2004年 12月公表の 2003年度確報，及び
2004年度7－9月期GDP2次速報から，GDP支
出系列のデフレータと実質値の計算方法が従
来の固定基準方式から連鎖方式に変更された。
この連鎖方式への変更は，93SNAで推奨さ
れていたものであるが，2000年に日本の国
民経済計算を93SNAに準拠したものに変更
した時には，本格的な変更が見送られ，実質
値の計算に際しては旧来のパーシェ式の価格
指数が用いられていた。今回の連鎖方式への
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変更は，1996年に導入した米国に続いて，
カナダ（2001年）イギリス（2003年）が導入す
るなど世界各国の動きに刺激されたものでは
ないかと推察されるが，筆者としては，もっ
と慎重であってもよかったのではないかと考
える。確かに，基準年がいつも前年になるこ
とでウェイトの構造変化が反映されやすくな
るという利点はあるが，加法整合性の不成立
による「開差」項目の導入やドリフトの問題
があり，データの利用者や学生には，デフレー
タや実質値の意味理解がより難しくなり，あ
やまった利用がなされる可能性が大きくなっ
たのではないかと考える。また，従来一つで
あった基準年が体系基準年，基準年，参照年
に区分されたが，この点も，従来のデータ利
用者には分かりにくいのではないかと考える。
なお，従来の固定基準年方式の数値も公表さ
れており，この点は評価したい。93SNAでは，
連鎖方式に加えて加法整合性のなさを補うた
めに，固定基準方式のデフレータも同時並行
して公表するように勧告しているが，日本で
もこの点をずっと遵守してほしい。
　さて，次に交易条件に関するKurabayashi 

and Sakuma（2002）の業績について述べたい。
93SNAでは，新たに16章で各国の推計当局
が交易条件効果を推定し，実質可処分所得を
公表することを推奨し，推計方法を記述して
いるが，それは，過去の研究成果を十分に反
映 し た も の で は な い。Kurabayashi and 

Sakuma（2002）は，G. ステューベルの業績が
反映されていないことを指摘し，それを反映
させた形で交易条件の推計方法をより明確に
提示するとともに，それと購買力平価との関
係を展開したものである。地味かもしれない
が，一つの世界レベルでの貢献といってよい
だろう。なお，作間は，当学会の46回全国
総会（2002年開催）で同じ内容の報告を行っ
ており，日本語の報告資料もある。

　最後に，購買力平価に関する研究もこの分
野の重要なテーマの一つであるが，ここでは
スペースの関係上基本的に取り扱わないこと
にする。ただし，現在進行中の，ICPプロジェ
クト2003－2006で行われている新たな試みに
ついて，少しだけ触れておきたい。Aten and 

Heston（2004）によれば，今回のプロジェク
トでは各国で都市（urban）と農村（rural）で
別々の価格指数を計算することができるよう
にデータが収集されており，貧困水準の国際
比較研究分野などで注目されている。
（本章の執筆に当たって，「はじめに，1．2．3．
4.」を金丸が担当し，「5.」を光藤が担当した。）
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はじめに

　産業連関研究は，産業連関表の作成・整備
が進められることによって，一方では，国際
的国内的な比較・実証分析が行われ，他方で
は，近年の環境問題の展開に対応して，環境
分析が多様化する。本章は，近年の産業連関
計算にかんする研究動向を，環境分析（2節
と3節），経済分析（4節から6節），および環境・
経済分析（7節）に区分して，その方向性を明
らかにする。

１．環境分析用産業連関表の開
発動向

　1970年，国際公害シンポジウム（東京）に
おけるレオンチェフの公演：「環境波及と経
済構造」（Leontief（1970））をきっかけとして，
産業連関表を環境分析に適用する研究が開始
され，それにもとづいて，わが国において，
通産省が昭和43年と48年を対象とする「産
業公害分析用産業連関表」を作成した（通商
産業省（1971），通商産業大臣官房（1976））。
その後，「公害分析用産業連関表」の作成は
行われなかったが，1990年代に入り，新た
な環境問題として，地球温暖化問題が脚光浴
び，経済活動とエネルギー消費量および環境
負荷の関係を詳細に分析することが必要に
なった。そのために，産業連関原表，物量表，
およびエネルギー関連統計等を利用し，「熱

量表」，「CO2発生表」，「CO2控除表」および
「CO2排出量表」を作成することによって，
産業連関表の国内生産額とCO2排出量の関
係を明示する「環境分析用産業連関表」が開
発された（例えば，朝倉他（2001））。慶應義塾
大学産業研究所の環境研究グループが作成し
た1985年環境分析用産業連関表は，エネル
ギーとCO2排出原単位の他に，SOxとNOx
排出原単位も計測・公表していたが，1990
年表以降は，エネルギー消費とCO2排出原
単位の計測を中心に環境表の作成を行ってい
る。また，電力中央研究所，国立環境研究所，
および日本建築学会等は，エネルギー消費と
CO2排出原単位以外の環境負荷についても作
成・報告しており，それについては，日本建
築学会（2003，表2.3.1）でまとめられている。
　環境分析用産業連関表の基本的な表章形式
が確定すると，それにもとづいて地域レベル
で環境表を作成する研究（例えば，濱砂・三
戸（2002））や海外表の作成・分析と比較研究
（例えば，Yoshinaga（2000），藤川（1996c），
李（2002b）等）が多数報告される1）。そして，
国際的な相互依存関係に対応して環境負荷分
析を行うために，WGⅠ（2002）は，東アジア
地域の 9カ国について，エネルギー消費，
CO2とSOx排出量の計測可能な環境分析用産
業連関表（「EDEN表」）を作成し，その作成方
法，表章形式と分析モデル，各国および各国
間の環境負荷の相互依存関係，外洋輸送時の
CO2負荷および技術移転のシミュレーション
分析の結果等を明らかにしている。ちなみに，
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各国表をリンクして国際表に展開する手順と
統計的な問題点については，新保（WGⅤ
（2002，第5章））がある。

２．新しい環境分析用産業連関
計算の展開

　産業連関表を利用した環境負荷計算は，「ラ
イフサイクルアセスメント（Life Cycle 

Assessment；LCA）」の概念によって整理さ
れる。それは，ある製品や技術システムにつ
いて，製造過程，運用過程および最終的な廃
棄過程において投入されるエネルギーや環境
負荷の排出量を精査し，環境影響を計測する
手法である。したがって，環境産業連関計算
においては，実態調査等によって技術アク
ティヴィティが作成され，産業部門に格付け
され，「単価表」等を利用して金額評価され，
それが最終需要ベクトルとして設定されるこ
とによって，直接間接CO2負荷量が計算さ
れることが分析の基本型である（例えば，吉
岡（完）他（1998c））。しかし，産業連関計算で
は捉えられない詳細な物財の技術情報や実態
的なフローを整理・追跡する工学系研究者の
影響と，今日的な循環型社会のモデル分析の
要請から，環境分析用産業連関計算も変容し
ており，それに関連する論点を整理してみる。
　環境負荷計算においては，レオンチェフ逆
行列として，（I－A）－1または（I－（I－M）A）－1が
利用されることが一般的であるが，本藤他
（1999a）は，海外輸入元の製造過程や洋上輸
送のエネルギー消費等を調査・計測すること
によって，環境負荷を計測し，近藤他（1994）
は，貿易データを利用して輸出入に関連する
CO2負荷を補完推計する。
　産業連関表を利用した環境負荷計算の特徴
は，レオンチェフ逆行列を媒介として，環境
負荷の直接間接効果を計測することであるが，

産業連関表の投入産出関係が中間財に限定さ
れていることから，野村他（1994）や日本建築
学会の関連論文においては，固定資本減耗や
資本形成等を考慮に入れたCO2負荷やエネ
ルギー原単位等が計測されている。
　技術過程の環境評価法の基本的な問題点と
して，「配分問題」がある。配分問題とは，1

つの生産過程が複数の財を生産する場合，環
境負荷を振り分ける方法的な問題点である。
産業連関表においては，1つのアクティヴィ
ティが結合生産する場合，主生産物とくず・
副産物に区分し，ストーン方式によって処理
されているが，財の実態的なフローを重要視
する観点から，それは「歪み」と捉えられて
いる。それについて，森口・近藤（1998）は，
石油精製過程等にかんして，配分方法の相違
によって環境負荷が大きく異なることを具体
的に明らかにする。吉田他（1998）は，結合生
産物を明示的に取り扱う「三次元産業連関表」
を開発し，松橋（WG2（2002，Ⅰ－第2～4章）），
松橋他（WG2（2002，Ⅰ－第5章））と吉岡（理）
他（1996）は，線形計画法を利用して，環境負
荷やエネルギー負荷の最適な配分方法を確定
する方法を開発する。松橋らの提示した環境
評価法の枠組みは，動学LCA，リサイクル
およびClean Development Mechanism；CDM

を含んでおり，それにもとづいて，多数の研
究事例が報告されている。また，廃棄物の環
境評価について，大平他（1998，1999）は，産
業連関表の付帯表として廃棄物の排出量と最
終処理量を作成する一方，中村（2002）は，産
業連関表の内生部門として，廃棄物の発生，
処理および再資源化の過程を把握可能なデー
タベースを付加し，「廃棄物産業連関表」を
作成する。そして，吉岡（完）・菅（1997）は，
1つのアクティビィティが複数の財・サービ
スを生産するケース，複数のアクティビィ
ティが1つまたは複数の財・サービスを生産
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するケース，財・サービス自体が代替的・補
完的関係を示すケース等につて，独自の技術
アクティビティと分析の想定を挿入可能な
「シナリオレオンチェフ産業連関表」を開発し，
実証分析に利用している。
　他方，技術工学的な観点から，産業連関表
を利用して計測される単位あたりの環境負荷
は，社会的な「平均値」であることが強く意
識され，特定の技術システムを環境評価する
時の産業連関計算の特徴点として取り上げら
れてきた。それについて，吉岡（完）・中島
（1998d）は，『工業統計調査』と『石油等消費
構造統計』のミクロデータを利用して，生産
額1単位あたりの燃料使用量とCO2排出量の
分布を明らかにし，それを契機として，本藤
他（2001），吉田他（WGⅡ（2002，Ⅰ－第11章））
と南斎他（2001）は，CO2排出原単位の変動係
数の計測，感度分析および誤差の計測を行な
う。また，産業連関表では，1つの財・サー
ビスの単価は，供給先が異なっても一定であ
ることが分析の仮定となっているが，本藤・
内山（1999b）は，電力の販売・供給単価の相
違を反映したCO2原単位の計測を行っている。

３．国際的な産業連関計算

　これまで，海外表や国際的な標準表につい
て，作表の経緯や基本的な表章形式が紹介さ
れ，標準表への組み替え作業や多数の分析結
果が紹介されてきており2），例えば，三浦
（2002，2004）による「食料を中心とした産業
連関表」の作成と国際比較，藤川（1999e，
2000，2001）による韓国表の基本構成の紹介，
ASEAN 4カ国の相互依存分析，および日韓
ワールドカップの国際間波及効果分析，泉他
（1998）による物量レベルでの日中比較表の
作成，良永（1998a，b）によるドイツの物的産
業連関表の紹介と分析，良永・泉（1994）によ

る日本表のEU標準表への組み替えと分析，
良 永（1995，1996，1997a，b，2003）と Yoshinaga

（1995a，b）によるEU全体やEU各国の経済分
析と日本との比較研究，ドイツ再統一前後の
構造分析，産業連関表の速報性を高めるため
のEURO推計法の紹介，接続EU国際産業連
関表の作成等が行われ，良永自身によるドイ
ツ産業連関計算を中心とした研究は，良永
（2001）にまとめられている。また，各国間の
相互依存関係を明らかにするために，国際産
業連関表が作成・公表されてきたが，各国の
価格評価として為替レートが採用されている
ことから，Izumi and Li（2001），Li et al.（1995），
Ren et al.（2001），泉・李（1999a），泉他（2003），
尹他（2002），木地他（2002），李（1995b，2001），
李・ 泉（1996，2002a）， 李 他（2000）， 梁 他
（1998）は，小売価格の実態調査の結果や価格
モデル等を援用しながら産業部門別の購買力
平価（PPP）を推計し，日本，韓国および中国
にかんする統一価格表の開発を推進している。
　一方，Fujikawa et al.（1995a），Fujikawa and 

Milana（1996）， 泉 他（2003）， 藤 川（1996a，
1999a，c），藤川他（1998b），藤川・ミラナ
（1997b），李他（1998）は，各国間の価格格差
を要因分解し，費用構造の相違を注視してお
り，そこでは，彼らが開発したPPPの利用
や指数論からの考察も行われている。他方，
生産量にかんしては，木下（2002），藤川
（1996b），二宮・藤川（1997）がアジア地域の
Deviation from Proportional Growth；DPG 分
析を行っている3）。

４．国内地域（間）産業連関表の
整備

　わが国の都道府県の地域産業連関表は，平
成2年を対象として，同一年の産業連関表が
整備された（総務庁（1995））。それに対応して，
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大平他（1997）は，都道府県産業連関表を足し
合わせて作成した全国表を総務庁が公表する
日本表等と比較し，移輸出入ベクトルの推計
精度の問題点を指摘する。また，公表される
大地域の産業連関表と推計対象の小地域の統
計と統計比率を利用して，研究者独自の小地
域（間）表を作成・利用する研究が多数行われ
ているが（例えば，金山（2002）），中澤（2002）
は，その推計方法を整理し，大地域の統計値
の分割・按分比率をもちいた推計値を工業統
計の組替え値と移輸出実態調査から積み上げ
た値と比較し，2つの方法の数量的な差異を
明らかにしている。そして，典型的な小地域
表の作成とは異なる研究として，井田（2000）
による規模別地域産業連関表や，人見（2000）
による重力モデル等を利用した電力供給区分
にもとづく全国9地域間産業連関表の作成と
分析がある。他方，地域間産業連関計算では，
いわゆる「跳ね返り需要」の経済影響を計測
することが可能であり，それについての図説
や理論的実証的研究も行われている（例えば，
片田他（1994，1996），安田（2000））。

５．波及効果分析と投入産出関
係にかんする基本的な論点

　近年，地域表をもちいたイベントや経済政
策等の波及効果分析や，少子高齢化社会に対
応するための医療，福祉と社会保障等の拡充
効果を従来型の公共投資の経済効果と数量的
に比較するために4），産業連関計算を利用す
る研究が多数報告され，そこでは，消費を内
生的に取り扱う2つのモデル操作が多用され
る。第1の方法は，波及効果分析の対象とな
る最終需要ベクトルを設定し，最終需要→（レ
オンチェフ逆行列）→「1次」波及効果量：X1

→付加価値→家計消費需要→（レオンチェフ
逆行列）→「2次」波及効果量：X2→……のよ

うに，家計消費需要を迂回した波及効果量（X2，
X3，……）を計測し，X1と合算する方法であり，
それは，例えば土居他（1996）に見られるよう
に，「分析の定番」となっていることがわかる。
そして，第 2の方法は，例えば小川・山下
（2001）が利用するいわゆる「消費内生化モデ
ル」である。そういった家計消費需要の内生
化と関連して，宮澤（2000）は，公共事業と福
祉関連事業の波及効果量の比較分析における
留意点を整理している。
　その一方，レオンチェフ逆行列の波及過程
を示す行列乗数を利用する研究として，シッ
ド他（2000）は，農業部門の自給率の高低との
関連性を明らかにし，鈴木（2000）は，統合度
が異なる産業連関表のレオンチェフ逆行列へ
の収束度合いを計測する。さらに，分析の前
提となる投入係数の安定性に関連して，中谷
（1995）は，産業連関計算にファジイ理論の適
用を検討し，釜（2001）は，投入係数にニュー
ラルネットワークにもとづく投入関数を設定
し，可変投入係数と固定投入係数をもちいた
産業連関計算の比較を行う。
　そして，レンチェフ逆行列によっては明示
できない産業部門間の投入産出関係について，
徳田（1998）は産業部門間の階層的なネット
ワーク図表を作成し，朝倉（1997a，b）と
Schnabl and Yoshinaga（2003）は「質的な産業
連関分析」を展開し，濱砂（1996，1997）は質
的分析法の起点となったCzaykaの構想の論
理構造を明らかにする。なお，質的分析法に
たいして，岩崎（2000，2003）の批判がある。

６．産業連関計算データの利用
方法の展開

　産業連関表に多変量解析を適用する研究と
して，大平（1994）は，変動成分分析によって，
投入係数の変化を「投入変動成分」と「産出
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変動成分」によって明らかにし，葛谷（1996）
は，投入係数と産出係数に多次元尺度法を適
用し，産業部門をグループ化する。
　また，泉が剰余価値率等を計測するために
もちいてきた労働価値計算の基本算式は，国
際的な不等価労働量交換の計測や労働生産性
の計測（Nakajima and Izumi（1995a，b），泉・
中島（1995），中島（章）（2001））へ展開してい
る。
　そして，経済成長の要因として，全要素生
産性（Total Factor Productivity；TFP）について，
計測算式は論者によって異なるが，Izumi et 

al（1999，2000），泉・李（1997，1999b），黒田
（1999a），黒田・野村（1999b），藤川・渡邊
（2002a），李（1997）等が計測しており，TFP

の計測研究は，黒田・野村（1997）によって，
レオンチェフ動学逆行列とユニットストラク
チャに接合され，動学的ユニットTFPの開
発が行われている。また，生産性の推計や多
部門計量モデルの構築には，時系列産業連関
表をはじめとする労働と資本等の詳細なデー
タベースが必要であり，それは，黒田他
（1996）によって報告されている。

７．産業連関モデルのクローズ
ド化

　第6節で概説したように，今日の産業連関
モデルでは，家計消費需要を内生化して波及
効果量を計測する事例が特徴的であるが，片
田（1997a）と片田他（1997b）による公共投資の
事業別誘発効果の時系列比較等に見られるよ
うに，消費需要と同様に投資需要を転換係数
を利用して内生的に取り扱う研究も行われる。
それは，外生需要を内生化していく過程で
あって，今日では，研究者や研究機関によっ
て，多部門計量経済モデルや計算可能な一般
均 衡 モ デ ル（Computable General Equilibri-

um；CGE）が構築され，そして，環境分析と
接合されておりモデルの基本構造と環境・経
済シミュレーションの結果が多数報告されて
いる（例えば，Nakano and Asakura（2002），朝
倉他（2000），中島（隆）他（2000，2001，2002），
藤川（2002c），藤川・渡邊（2003））。なお，多
部門モデルの構築と関連して，藤川（1999a）は，
レオンチェフ型生産関数と新古典派生産関数
における需給バランスの相違やオープンモデ
ルと多部門モデルの生産量の変容等を示し，
CGEモデルや多部門計量モデルの研究動向
を整理している。

８．小　括

　かつて，レオンチェフは，投入係数を，各
産業部門の投入量を産出量で割る（＝『上か
ら』の投入係数の算定）のではなく，技術工
学データを利用して，『下から』計測するこ
とを提案した。資源・エネルギー・環境問題
が大きな社会問題として注目を浴びる今日，
研究者によって，技術工学情報を利用した技
術係数が産業連関表に挿入され，環境・経済
分析が行われ，新しい産業連関計算が展開し
ていることが明らかになった。その一方，産
業連関計算の形成過程を振り返るならば，家
計消費需要や投資財需要が外生化され，経済
計画の策定過程に産業連関計算が組み込まれ
ることによって，オープン型産業連関計算が
現行産業連関計算として形成されていく。し
かし，昨今の産業連関研究者による利用方法
は，環境分析を除くならば，オープン型産業
連関モデルによる波及効果量の計測がやや陰
をひそめ，外生需要を内生化する手法が多用
されていることから，産業連関計算は，予測・
計画型モデルのなかに再び取り込まれつつあ
ると言えるかもしれない。とはいえ，今日，
大きな社会問題化した環境問題をきっかけに，
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これまで分析の前提となって問われることが
なかった諸仮定が再び考察の対象となってお
り，今後，あたらしい環境保全型の社会シス
テムが構想されることによって，これまでと
は異なる産業連関計算を展望する必要が生じ
ることも予想される。それは，産業連関研究
者にとって，大きな課題になるかと思われる。

注

1．2節と3節に関連して，環境分析用産業連関表を
利用した分析報告書として，たとえば，WGⅡ（2002）
や朝倉他（2001）がある。

2．世界各国の産業連関表の作成動向については，
木地（2001）がある。

3．わが国の地域表にDPGを適用した研究として，
藤川（1998a）がある。

4．福祉事業の経済効果については，例えば斉藤
（2001a，b，2002）が概説している。
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１．環境統計の現状

1.1　環境統計の現状
　本節では，まず環境統計の現状を概観した
後，制度的には統計ではないが環境に関する
情報を取り扱う諸制度の整備の動向について
述べる。
　現時点では，環境統計は，労働統計や産業
統計のような統計の分野として確立されてい
るとはいえない。環境省が所管する統計法制
上の統計調査はきわめて少数である。環境省
が所管する指定統計調査は存在せず，承認統
計調査としては「環境にやさしい企業行動調
査」「温泉利用施設実態調査」（温泉法に基づ
き，温泉は環境省の所管となっている）「水質
汚濁物質排出量総合調査」「大気汚染物質排
出量総合調査」（経済産業省との共管）の4件，
届出統計調査としては「産業廃棄物排出・処
理状況調査」「一般廃棄物処理事業実態調査」
の2件計6件があるに過ぎない。環境省が関
わる統計調査そのものが少ないことを反映し
て，これらの統計についての社会統計学的研
究といえる研究は松藤ほか（1993），仙田ほか
（2002），仙田ほか（2004）を挙げることができ
るのみである。
　なぜ，環境省が関わる統計調査がこれほど
少ないのだろうか。以下ではその原因を次の
4点にわたって考察する。
⒜　環境省の組織上の問題

⒝　環境行政の分散性の問題
⒞　環境行政の計画性の問題
⒟　被調査者側の問題
　環境問題は自然にかかわる問題だから，そ
の認識は統計調査ではなく自然科学的観測に
よる必要がある，と考える人がいるかもしれ
ない。しかし，環境問題は純粋な自然現象で
はなく，自然と人間社会が関わる中で発生す
る問題である（この点で，自然現象と見なす
ことはできない環境問題と，人間活動の影響
を受けるものの基本的には自然現象とみなせ
る自然災害を一応区別することができる）。
われわれにとっての環境のうち，人間活動の
影響を受けない原生自然は例外的であり，そ
の多くは棚田や里山のように人間活動の強い
影響を受けて成り立っている。したがって，
環境を認識するためには，自然そのものにつ
いて認識するだけでは不十分であり，環境を
改変し，保全し，ある場合には破壊する人間
社会のありようについて認識することが必要
である。そのためには統計調査が重要な役割
を果たすはずである。
　それにもかかわらず環境統計が少ないのは
なぜであろうか。その第一の理由として，環
境省に統計を担当する部署がなく，統計を専
門とする職員（いわゆる官庁統計家）もいない
ため，統計調査を行おうとしても困難である
という理由をあげることができる。環境省に
統計組織がないため，環境省はいくつかの「ア
ンケート調査」を公益法人等に委託・請負さ
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せて行っている。それらの「アンケート調査」
の中には毎年繰り返し行われるものも少なか
らず存在する。実際，「環境にやさしい企業
行動調査」は2004年度までは「アンケート
調査」として実施されていたが2005年度よ
り承認統計調査として実施されている（統計
調査の民間委託が認められるようになったた
め，委託によって実施している「環境にやさ
しい企業行動調査」を承認統計調査にするこ
とができるようになったものと考えられる）。
「環境にやさしい企業行動調査」の事例のよ
うに，他の「アンケート調査」も今後統計調
査に移行する可能性がある。
　これらの「アンケート調査」の中には，いっ
たん公益法人に委託・請負された後で，その
調査の一部が再委託等によって民間営利企業
によって実施されるものがある。例えば「産
業廃棄物処理施設状況調査」は，その報告書
によれば「本調査は環境省大臣官房廃棄物・
リサイクル対策部産業廃棄物課の企画に基づ
き，財団法人日本産業廃棄物処理振興セン
ターが環境省の請負業務として実施した」と
なっているが，少なくともその調査の一部を
民間営利企業が実施している。敏感な問題に
かかわるデータ（例えば焼却炉ごとのダイオ
キシン排出量の個票データ）を営利企業が調
査することは，調査の継続可能性，調査担当
企業が非公表の個票データを入手し得ること
によるデータの正確性・信頼性に及ぼす影響，
および調査者である民間企業が非公表データ
を入手可能になることにより市場競争上優位
な地位に立つ可能性があるという点など慎重
な検討を要するものと考えられる。
　しかしながら，「なぜ環境統計が少ないの
か」という問題に対しては，この第一の理由
は形式的な理由に過ぎない。もし環境省が多
数の統計を必要とするのなら，おのずから統
計を所管する組織が環境省内に設置されるは

ずだからである。逆にいえば，そもそも環境
省はあまり統計を必要としない官庁であった
ために，これまで統計組織をもたなかったの
である。では，次に問題になるのは，なぜ環
境省が統計をあまり必要としなかったのかと
いうことである。
　環境省が関わる統計調査が少ない第二の理
由として，環境行政がきわめて分散的である
ことを挙げることができる。分散・錯綜する
環境行政の総体を明らかにすることは別の機
会に譲らざるを得ないが，例を挙げれば環境
問題と密接なかかわりを持つ公害等調整委員
会は総務省に設置されており，2000年省庁
再編の前は旧総理府において旧環境庁と並立
する機関であった。経済産業省には産業技術
環境局がありそこに環境政策課とリサイクル
推進課が置かれ，農林水産省には大臣官房環
境政策課がある。国土交通省には「環境」と
いう名前がつく課が7局にまたがり8課存在
する。文部科学省は環境に関する研究予算を
所管するほか，環境と密接にかかわる文化財
行政（天然記念物等）を所管している。環境行
政の分散性は環境省内部にも及んでおり，一
例を挙げれば環境省の事務次官は財務省から
の出向者と厚生労働省からの出向者が着任す
る慣習になっている。
　また地方自治体との関係においても環境行
政は分散的である。これについてもここでそ
の総体を示すことはできないが，極端な例を
挙げれば一般廃棄物処理業の免許は各市町村
ごとに市町村長が行う。つまりA市の一般廃
棄物処理業の免許を持つ業者が隣接するB市
で事業を行おうとするときは，改めてB市長
から一般廃棄物処理業の免許を受けなければ
ならないのである。
　このような著しい環境行政の分散性に起因
して，各省庁や自治体ごとに「環境に関わる
統計」が作成されることになる。しかし，「環
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境に関わる統計」のうちのどこまでが「環境
統計」であるかという線引きは事実上不可能
である。一例として，アスベスト（石綿）問題
をみてみよう。アスベスト原料の輸入は財務
省の所管，製品の生産は経済産業省，労働災
害および工場内の環境は厚生労働省の所管，
建築物の建設・解体工事は国土交通省，学校
の屋内大気環境は文部科学省，建物外の大気
環境およびアスベスト含有廃棄物は環境省の
所管になっている。これに対応して，アスベ
ストの輸入は財務省「貿易統計」，労働災害
に関しては厚生労働省「労働災害統計」，関
連製品の生産量については経済産業省「生産
動態統計（窯業・建材工業）」，アスベスト含
有廃棄物の処分については環境省「産業廃棄
物排出・処理状況調査」というように，各省
が自分の「守備範囲」で統計調査を行ってい
る（現在ではアスベスト関連製品の生産が原
則禁止になったので，生産動態統計による調
査は廃止された）。ここでアスベストの輸入
や生産が「貿易統計」「生産動態統計」で調
査されているからといって，それらの統計が
「環境統計」であるということは不適当であ
ろう。つまり，「環境統計」であると断定で
きる統計はきわめて少ない一方で，各省庁に
おいて「環境に関わる統計」が膨大に作成さ
れるという状況が生じているのである。極言
すれば，人間の行うことは全て環境に何らか
の影響を与えるのだから，全ての統計が「環
境にかかわる統計」であると言うこともでき
る。
　環境統計の整備が遅れている理由はこれに
とどまらない。第三の理由として，環境政策
が分散的であるのみならずいわゆる「縦割り」
かつ「対症療法的」であって，総合的・計画
的に進められてこなかったことを挙げること
ができる。
　もし環境政策が計画的に推進されるならば，

計画策定および執行のための情報源として体
系的な統計調査が必要である。特に，中長期
の計画が策定され政策の数値目標が設定され
た場合には，施策の進捗状況を点検するため
に毎年くりかえされる統計調査が必須となる。
しかしながらこれまでのところ環境政策の分
野では各省庁別の「縦割り」行政が放置され，
総合的・計画的な行政が行われてこなかった
ので，統計も体系的に整備する必要性が乏し
かったといえる。
　環境政策の分野の基本計画として環境基本
計画が存在するが，これには施策の目標が文
章で記述されているだけであり，数値目標と
しては既存の環境基準等が「参考」として掲
げられているのに過ぎない。環境基本計画（第
2次）の策定作業の一環として，環境庁（当時）
は環境基本計画に数値目標を導入するための
総合的環境指標の検討を行った（環境庁
（1999）および松橋ほか（2000））が，実際に策
定された環境基本計画（第2次）に盛り込むこ
とはできなかった。現在，環境基本計画（第
3次）の策定に向けて再び数値目標の設定が
目指されており，「環境基本計画における目
標・指標のあり方に関する調査検討会」が組
織されて具体的検討を行っている。
　環境政策の分野でも，数値目標が設定され
実効性ある計画制度が利用されたときにはそ
れに対応する統計調査（もしくは「アンケー
ト調査」）が行われる。代表的な例として，京
都議定書で日本は1990年対比6％の温室効果
ガス（GHG）排出量削減を義務付けられてい
るが，これを実現するための国内計画として
数値目標を含む「京都議定書目標達成計画」
が2005年4月に閣議決定されている。目標達
成を明確にするため，各国がGHGの排出量・
吸収量（GHGインベントリ）推計のための国
内制度を2006年末までに整備することも京
都議定書で義務付けられている。それに対応
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するため環境省は2002年に「温室効果ガス
排出量・吸収量推計のための国内制度指針」
を発表しており，そこでは約50件の既存統
計調査等を二次利用してGHGインベントリ
を推計することとしている。
　また，リサイクルに関する基本法である循
環型社会形成推進法が2002年に制定され，
それに基づき基本計画である「循環型社会形
成推進基本計画」が2003年に策定された。「循
環型社会形成推進基本計画」には環境省（環
境庁）が 1980年代から進めてきたマテリア
ル・フロー分析研究の成果（国立環境研究所
によるマテリアル・フロー分析の成果が始め
て出版物として現れるのは環境庁リサイクル
研究会（1991）であり，1992年度から毎年『環
境白書』に日本のマテリアル・フロー推計値
が掲載されている。松野・森口（2003）も参照）
を具体化した3つの目標（「資源生産性」「循
環利用率」「廃棄物最終処分量」）と，6つの「取
組指標目標」および個別品目のリサイクルに
関する目標が定められている。これに対応し
て，各省庁において食品ロス統計調査（承認
統計調査，農林水産省）や建設副産物実態調
査（承認統計調査，国土交通省）など「循環型
社会推進基本計画」における個別品目のリサ
イクル目標にかかわる統計調査が整備されて
きている（唯是・三浦（2004a）（2004b）が食品
ロス統計について検討を行っている）。
　さらに環境基本法に規定された公害防止計
画や，容器包装リサイクル法制度の分別収集
計画・再商品化計画に関して，その数量的根
拠となる統計調査や「アンケート調査」が行
われている。『統計行政の新たな展開方向』
においてリサイクルに関する統計整備の必要
性が指摘されており，リサイクルの分野では
今後さらに統計が整備されていくものと予想
される。
　環境統計の整備が遅れている第四の理由と

して，被調査者側の問題を検討しておこう。
環境統計の調査対象は組織化が遅れており，
網羅的な名簿が作られていない事例が多い。
例えば廃棄物処理業者については一般廃棄物
処理業者と産業廃棄物処理業者が存在するが
（兼業することも可能），一般廃棄物処理業者
については前述の極端に細分化された免許制
度のため業界団体が存在できず全国的な名簿
も作られていない。そのため現時点では一般
廃棄物処理業者に対する統計調査を行うこと
は困難であり，また業界団体が民間統計を作
成することも期待できない。産業廃棄物処理
業者は都道府県および廃棄物処理法上の政令
指定市が免許を行うが，財団法人廃棄物処理
振興財団が2000年に免許データの提供を受
けて名寄せを行って網羅的な全国名簿を作成
し，その後も継続して名簿をメンテナンスし
ている。この名簿はインターネット上で検索
することができる（http://www.sanpainet.or.jp/
index3.cfm）。産業廃棄物処理業には業界団
体・社団法人全国産業廃棄物連合会も存在し，
民間統計の作成も試みられている（例えば
2003年3月に公表された「在宅医療廃棄物実
態調査」など）。
　また環境保護に関わる非営利団体について
は，環境再生保全機構（旧環境事業団）地球環
境基金と環境省が財団法人日本環境協会に委
託して2003年12月から2004年1月にかけて
「環境NGO総覧作成調査」を行い，その結果
をインターネットで公開している。ただしこ
れまでの経緯による行政機関との相互不信感
などの理由もあり，この名簿は網羅的なもの
には程遠い。特に公害被害者団体や廃棄物処
理施設反対運動団体等はこの名簿にほとんど
登載されていない。
　環境問題が深刻化すると，「公害」と総称
されるさまざまな被害が発生する。公害の被
害者は集団として認識されており（「公害」と
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いう用語そのものが，個人的な被害ではなく
「公」の被害であることを示している），公害
被害者集団の状況を明らかにするための統計
調査の必要性がかねてより強く叫ばれてきて
いるものの，実現していない。被害者団体や
研究者による社会調査の手法による公害被害
の調査は多数存在する（藤岡（2002）を参照）。
公害健康被害補償法に基づく公害健康被害認
定者数が業務統計として公表されており，か
つては一定の留保をつけた上でこれを環境汚
染による公害健康被害者数の指標として用い
ていた。しかし，1988年以降大気汚染によ
る公害健康被害の認定が中止されているので，
現在では公害健康被害認定者数は公害健康被
害者数の指標として全く役に立たない。よっ
て現時点で利用できる公害被害者数の指標と
なる統計値は存在しない。また被害者認定が
行われていた時期でも被害者として認定され
るか否かを区別する規準があいまいであると
いう問題があり，認定の可否をめぐって多数
の裁判が起こされた。水俣病の認定をめぐっ
ては現在も裁判が続いている。
　環境に関わるビジネスや環境保護運動団体
がひとまとまりのグループとして認識されて
いないため，これらは日本標準産業分類上に
明確な位置づけをもっていない。例えば環境
保護の非営利団体は，標準産業分類上では「細
分類9199　他に分類されない非営利的団体」
に分類されてしまっている。OECDとEuro-
statは「環境ビジネス」の分類を定義してい
るが（OECD/Eurostat（1999）），これを日本標
準産業分類と対応付けることは容易ではない。
環境省はOECD/Eurostat分類を参考にして
「わが国の環境ビジネスの市場規模及び雇用
規模の現状と将来予測についての推計」を行
い2003年5月に発表している（環境省（2003c））。

1.2　環境統計に隣接する制度
　ここまで述べてきたように統計制度として
の環境統計がかなり深刻な問題点を抱えてい
る一方で，近年では，統計ではないが環境に
関する情報を取り扱う制度が目覚しく整備さ
れてきている。それらの環境情報制度は，大
きく⑴一定の基準に従って収集された環境情
報を内部的な環境管理に使用する制度（情報
を一般には公開しない）と，⑵一定の基準に
従って収集された環境情報を内部的な環境管
理に使用するのみならず，一般社会へ向けて
公開する制度の2種類に分けることができる。
前者のタイプ（一般への公開なし）の環境情報
制度のうち法律に根拠を持つものとしては産
業廃棄物管理票（廃棄物マニフェスト）制度が
あり，後者のタイプ（一般への公開あり）の制
度としてはPRTR制度，環境報告書制度，環
境影響評価制度がある。これらの制度はいず
れも統計でいえば個票レベルの情報を取り扱
う制度である。以下ではこれらの諸制度につ
いてごく簡単に述べる。

⒜　廃棄物処理法のマニフェスト制度
　産業廃棄物のマニフェスト制度は，7枚つ
づりの廃棄物管理票（マニフェスト）と呼ばれ
る書類を用いて，廃棄物が適正に処理されて
いることを確認する制度である。1991年の
廃棄物処理法改正で特別管理産業廃棄物にマ
ニフェスト制度が義務化され，その後1998
年廃棄物処理法改正で全ての産業廃棄物にマ
ニフェスト制度が拡大された。
　マニフェスト制度の概要を説明すれば次の
ようになる。廃棄物の排出者はマニフェスト
に必要事項を記入して収集運搬業者に交付す
るとともに写しを控えておく。収集運搬業
者・中間処理業者・最終処理業者は廃棄物を
適正に処理した後，マニフェストに必要事項
を記入して排出者へ返送する。排出者は，保
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存しておいた管理票の写しと，収集運搬業
者・中間処理業者・最終処理業者から返送さ
れてきた廃棄物管理票を照合することにより，
排出した廃棄物が適正に処理されたことを書
類上で確認することができる。（説明の簡略
化のため，厳密にいえばこの説明は不正確に
なっている）
　マニフェスト制度は当事者が適正に廃棄物
を処理するための制度であり，一般への公表
は考えられていない。またマニフェストの虚
偽記載等には罰則があるが，現状では環境行
政機関にマニフェストを検査する権限がない
ため実際にマニフェストの不正や偽造を発見
することは困難である。そのこともあって現
在インターネット技術を使った電子マニフェ
ストへの移行が進められており，マニフェス
ト作成・管理負担の低減に加えて信頼性向上
にも貢献するものと期待されている。

⒝　PRTR制度
　PRTR 制 度（Pollutant Release and Transfer 

Register：化学物質排出移動量届出制度）とは，
各事業所が354種の有害化学物質について，
それをどれだけ環境中（大気・水質・土壌）に
排出したか，あるいは廃棄物として排出した
かというデータを把握・報告する制度である。
報告されたデータは個別各事業所ごとに公表
されている。この制度は，1999年に制定さ
れた「特定化学物質の環境への排出量の把握
等及び管理の改善の促進に関する法律」（化
管法）によって制度化され，2002年度から報
告・公表が開始された。
　届出されたデータの公表は年度末になるの
で，現在のところ2002年度・03年度・04年
度の3年分のデータが公表されている段階で
ある。まだ公表されたデータの蓄積が薄いた
めPRTRデータの利用方法の研究は進んでい
ないが，PRTRデータ（試行時のもの）と大気

汚染測定データを対比することでPRTRデー
タの信頼性を検証する研究がある。（伏見ほ
か（2001））

⒞　環境報告書制度
　環境報告書とは，「企業等の事業者が，環
境保全に関する方針・目標・計画，環境マネ
ジメントに関する状況，環境負荷の低減に向
けた取組の状況等について取りまとめ，一般
に公表するもの」である（環境省（2003b）によ
る）。2004年に「環境情報の提供の促進等に
よる特定事業者等の環境に配慮した事業活動
の促進に関する法律」（環境配慮促進法）が制
定され，独立行政法人および国立大学法人に
環境報告書の発行が義務付けられたほか（第
9条），事業者に環境報告書発行の努力義務
が課せられた（第4条）。2003年度に行われた
「環境にやさしい企業行動調査」によれば，
調査回答企業数2795社のうち743社が環境報
告書を作成していると回答している。（この
設問は2004年度調査では削除されてしまっ
た）

⒟　 環境アセスメント制度（環境影響評価
制度）

　環境アセスメント制度は，ある程度以上の
規模の開発事業を行う際に，その開発事業に
よる環境への悪影響をあらかじめ調査・予
測・評価し，その結果を公表して住民等の意
見を聞き，それらを踏まえて事業計画を改善
する制度である。1969年に制定されたアメ
リカ国家環境政策法（NEPA）において世界で
初めて連邦政府が行う開発事業について環境
アセスメントが義務付けられ，その後各国で
制度が導入されていった。日本でも，1981

年に環境影響評価法案が国会に提出されたが
成立せず，継続審議を繰り返した挙句1983

年に一度廃案になっている。その後，世界的
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な環境アセスメント制度整備の流れを受けて，
1997年に再び環境影響評価法案が国会に提
出されて成立した。当時，OECD加盟 27カ
国のうち，日本は唯一環境アセスメントに関
する法制度を持たない国になっていた。
　なお，環境影響評価で示された環境情報（環
境影響評価書など）には著作権があるとされ
ており，その使用は著作権法の制限を受ける。

⒠　その他の環境情報制度
　本節では，環境情報に関わる制度のうち法
律に根拠を持つ制度のみ簡単に説明した。こ
れ以外にも事業者の環境活動評価，LCA（ラ
イフサイクルアセスメント），環境資源勘定，
マテリアルフロー分析など多数の環境情報に
関わる制度の研究が進められている。
　これらの制度の発展と，インターネットに
代表される情報処理・コミュニケーション技
術の発展があいまって，環境情報の入手可能
性は飛躍的に向上した。しかしその一方で，
提供された情報をどのように利用するかとい
う研究には見るべきものが乏しいといわざる
をえない。そもそも，環境情報を利用する側
の立場から見ると，必ずしも欲しい情報が公
開されているわけではないという問題もある
（一例を挙げれば，産業廃棄物マニフェスト
が公開されないなど）。これまでは環境情報
を提供する側が主導する形で制度整備が進め
られてきたということを否定できないが，今
後は情報を利用する側のニーズを踏まえて制
度整備を進めていくことが必要であろう。

２．環境・経済統合勘定について

　この10年における環境・経済統合勘定に
関する研究動向を述べる際に最初に取り上げ
ないといけないのは，SEEAの最終草稿（In-

tegrated Environmental and Economic Accoun-

ting 2003：通称SEEA2003）が発表されたこ
とであろう。日本では，これまで，SEEA93（暫
定版）の維持費アプローチによるヴァージョ
ンⅣ－2が有望視され，その開発に力をいれ
てきたが，それが国際的な標準とはならず，
オランダ統計局が開発したNAMEAを母体と
するハイブリッド勘定が環境・経済統合勘定
の標準的なスタイルとして最終草稿に組み込
まれた。
　Keuningなどのオランダ統計局メンバーは，
SEEA93が発表直後の1994年に，環境政策担
当者が政策目標作成時に利用する諸指標との
関連を強く意識して，現実的な使用に耐えら
れる環境・経済統合勘定を開発した（de 

Haan, M. and Keuning, S.J., 1996）。それが，
NAMEAであり，経済活動は金額で表示し，
環境負荷は，CO2の排出量のような環境問題
の分野別に異なった物量による集計量で表示
し，汚染物質の部門別排出量などの政策担当
者が必要とする問題分野別の指標をも同時に
提供するものだった。
　NAMEAは，その後，1996年に開催された
国際所得国富学会（IARIW）の環境勘定特別会
議（東京），ヨーロッパの統計関係部局などで
高い評価をうけ，次々に各国のNAMEAが推
計されていった。そして，SEEA2003（United 

Nations, 2004）の第4章ハイブリッド勘定など
に基本的な内容がそのまま組み込まれている。
そして，ハイブリッド勘定の評価の高まりは，
裏を返せば，維持費アプローチによる環境・
経済統合勘定の評価の低下を意味し，
SEEA2003には，維持費評価法による帰属環
境費用の推計を体系的に記述した章はなく
なっている。
　なお，NAMEAの他に，ドイツ統計局のシュ
ターマーなどによる物量表示の産業連関表の
開発，ヨーロッパ統計局（EUROSTAT）による
環境保護支出勘定（EPEA，Environment pro-
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tection expenditure accounts）などが今回の最
終草案に大きな影響を与えたと考えられる。
ドイツの物量表示の産業連関表の成果につい
ては，Stahmer. C.（2000），良永康平（2001），
に詳しい紹介があるが，SEEA2003の「第3

章物的フロー勘定」などに組み込まれている。
なお，森口祐一などは，第1節で触れている
ように，長年マテリアルフロー分析として，
物量表示の産業連関表を推計してきており，
OECDの会合で注目を浴びたようだ（Ariyoshi, 

N. and Moriguchi, Y., 2003）。なお，環境保護
支出勘定の（EPEA）の開発については，深見
（1999），Steurer, A.（1995）を参照されたい。
　さて，第2に取り上げるべきことがらは，
日本の内閣府経済社会総合研究所が，2004

年に，SEEA93ヴァージョン4.2の基づく推
計を断念し，NAMEAを原型とするハイブ
リッド統合勘定の推計を公表したことであろ
う。
　維持費評価法の問題点と日本版ハイブリッ
ド勘定に関する解説は，その開発に携わった
有吉によるもの（有吉範敏，2005a）がある。
それによると，維持費評価法の問題点として，
「①想定する対策如何によって評価額に大き
な差がでる可能性がある，②ゼロエミッショ
ン基準で計算しているため評価額が過大とな
る，③環境負荷対策費用の非線形性が考慮さ
れていない。」という指摘ができるようだ。
なお，この問題点についてのより詳しい議論
は，日本総合研究所（2004）を参照されたい。
これらの問題点は克服が難しく，内閣府社会
総合研究所としては，環境負荷については分
野別の物量表示に止めるハイブリッド勘定を
採用することにしたようだ。
　日本版ハイブリッド勘定については，佐藤
勢津子，杉田智禎（2005）及び有吉範敏（2005a）
を参照されたい。なお，日本版ハイブリッド
勘定は，オランダNAMEAそのものではなく，

幾つかの改良点を持っている。国民勘定行列
（NAM）関連では，以下の2点が挙げられるよ
うだ。「①最終消費の変更：家計消費からの
汚染物質の排出に加えて，オランダNAMEA

で対象とされていなかった政府消費からの汚
染排出も対象とした。②ストック勘定の導
入：環境保護関連資産，社会資本，およびそ
の他の分類で，ストック勘定を導入。」（有吉
範敏，2005a）また，環境勘定（EA）関連では，
以下の点が挙げられるようだ。「③自然資源
勘定の項目追加：エネルギー資源として石炭
を加え，エネルギー資源以外の自然資源とし
て森林資源，水資源および漁業資源を導入。
④土地利用勘定（用途別）の導入：環境問題と
の関連性に鑑みて導入。⑤隠れたマテリアル
フロー勘定の導入：資源輸入国として重視し
て導入。⑥ストック勘定の導入：環境問題表
にストック勘定を導入。⑦海外環境への負荷
表の導入：資源輸入国として環境への蓄積表
に導入。」（有吉範敏，2005a）。
　ところで，日本版ハイブリッド勘定では，
SEEA93ヴァージョン4.2に基づく推計にお
いて推計していたEDPを廃止し，新たに次
のような環境効率改善指標（ディカップリン
グ指標）を導入した。
　環 境効率改善指標＝（1－（期末の環境負荷/

期首の環境負荷）/（期末の経済的駆動力/

期首の経済的駆動力））×100

　筆者は，かって，EDPの算出には反対で
あるが，異質なものを対立比の形で表示する
のは良いと述べたことがあるが，環境効率改
善指標は対立比の変化率の形で表示すること
になっており，それ自身は問題ないと考える。
しかし，単に環境問題の分野別「環境効率改
善指標」だけでなく，分野別環境負荷の変化
率とセットにし，かつ，汚染物質の排出部門
別に環境負荷排出量を表示した数値も同時に
公表することが望ましいと考える。それに
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よって，各分野での排出量の削減の目標値を
設定し，責任を明らかにすることが可能にな
ると思う。
　なお，作間逸雄（1997b）は，SEEA93ヴァー
ジョン4.2の基づく帰属環境費用の推計は，
「環境規制を組み込んだ経済勘定」であるとし，
規制の経済効果推計の点から意義があると主
張しているが，私も賛成である。維持費アプ
ローチによる帰属環境費用の推計は，日本固
有の独自なものかもしれないが，問題点を克
服して，そのものを改良するとともに，規制
の波及効果推計も付け加えて，政策的に利用
価値のある資料になるように努力を続けるべ
きではないかと考える。
（本章の執筆に当たって，「1．」を吉田が担当
し，「2.」を光藤が担当した。）
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はじめに

　『社会科学としての統計学』において農業
問題・農業統計が論じられたのは第2集の小
田・田中（1986）が最後であり，第3集ではそ
れらを扱った論文はない。また，食料問題・
食料統計は，これまで同論文集では取り上げ
られてこなかった。よって，本来的には，20
年ないしは30年といった長期にわたる文献
渉猟が望ましいのかもしれないが，本稿では，
いくつかの領域における統計的研究に対象を
絞り，その最近の動向をサーベイすることで
責を果たしたこととさせていただきたい。本
稿が取り上げなかった領域・期間における研
究動向については，泉田編（2005），地域農林
経済学会編（1999），長編（1993），中安・荏開
津編（1996）などを参照1）。
　以下，食料消費の変化を軸としながら食料
問題に関する研究を紹介し，その後，農業経
営問題や農業構造問題といった農業問題の統
計分析を見ていくが，その際，食料消費の変
化が他の食料・農業問題にどのように影響し
てきたのかを意識しながら論を進めたい。わ
が国では，高度経済成長期以降，食料消費の
量的・質的変革が生じたが，このことが食料
輸入を促進させるとともに国内農産物価格や
流通の仕組みにも影響を及ぼし，結果，個別
農業経営の経営問題や農業構造問題を激化さ
せたといわれている（𠮷田，1987，p.56）。

　よって，食料消費の変化は今日の食料・農
業問題の起点の一つであり，その変化方向に
は今後の食料・農業問題を展望する際の重要
なヒントが潜んでいるといえる。本稿が，食
料消費の変化から出発し，関連する問題を
順々に取り上げていく構成をとっているのは，
この点を意図してのことである。もちろん，
現実の食料・農業問題は個々の問題がより複
雑に絡み合っており，一方が因，他方が果で
あるといったことはないが，論理を展開して
いくための一つの見方としては有効だろう。

１．食料消費の変化に関する統
計分析

　食料消費の量的・質的な変化は，計数的に
は食料消費パターンの変化として捉えられる。
わが国の食料消費パターンが国際的にみてど
のような特徴を有しており，それがどのよう
に変化してきたのかに関しては，主に主成分
分析を用いた解明が試みられてきた（その他
の分析手法による研究については，香川，
2002を参照）。最近の代表的な研究としては，
上岡（1997，1998，2000），清水・上岡（1999，
2000），伊庭（2001，2002）などがある。これ
ら研究が提示した成果は以下のように要約で
きる。
　①わが国の食料消費パターンは1970年代
半ばを境として劇変した。②わが国では食の
洋風化に伴い摂取量も増加してきたが，近年
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その増加速度は停滞している。また，全体的
に洋食型，中・外食中心の食生活に移行して
きているが，その程度は年齢層によって差が
ある。③国際的にみると同一地域内の国々の
食料消費パターンの類似性は強まる傾向にあ
る。この結果，食料消費に関する地域間格差
が広がり，地域特性が強調される。④各国に
おける穀物と肉類の種類別の組み合わせは維
持される傾向がある。
　このように，各先行研究は今後の食料消費
パターンの変化を展望するにあたり，極めて
重要な情報を提供しているといえる。しかし，
ここでは，これら諸研究をあえて批判的に検
討し，問題点を導出することで，このカテゴ
リにおける研究深化の方向を探ってみたい。
主成分分析を用いた食料消費パターン研究の
基本的な問題点については香川（2002），上岡
（2004）が指摘しているので，ここではそれを
補完する点を中心にみていこう。
　第一は，分析に利用する統計数値に関して
である。各研究では，『家計調査年報』の質量，
金額，『食料需給表』の供給純食料，FAO『Food 

Balance Sheet』の消費カロリー量が各々利用
されている。しかし，何故，その数値を利用
するのかに関する説明は先行研究ではなされ
ていない。異なる性状を有する食材の消費量
を共通して示す標識として，何が合目的的で
あるかは一概にはいえないはずである。質量
ベースで分析を行う場合には「食料の量的な
組み合わせパターン」が，熱量ベースの場合
には「必要な栄養のうち，どの程度をどのよ
うな食品から摂取しているのかに関するパ
ターン」が，金額ベースの場合には「何に食
費を費やしているのかに関するパターン」が
検出されるはずであり，各々の結果は食い違
う可能性がある。いかなる目的で分析を行う
のかを明記した上で，それに見合う数値選択
を行い，必要ならば他の数値で得られた結果

との比較を行うべきである。
　第二は，国際比較研究に関することだが，
こうした分析が，かつての同種の分析ほど明
瞭な傾向を検出できなくなっている点である。
時代が変化し，先進国などの食料消費パター
ン変化が停滞してきたことが原因かもしれな
いが，その場合には，今日の食料消費に関す
る傾向変化を掴むための手法として主成分分
析が必ずしもマッチしないということにもな
る。新たな手法の開発や既存手法の改良が求
められよう。また，例えば，特定時点におけ
る各国の食料消費パターンの相違を検出する
という分析では，より単純な食料の組み合わ
せ比率である第二エンゲル係数やPFC比率
の方が，はるかに明瞭な傾向を示していると
みることもできる。この種の問題領域におけ
る，単純だが強力な新指標の開発も我々に残
された重要課題である。
　さて，「家計費に占める飲食費の割合は家
計費総額が大きいほど低下する傾向がある」
というエンゲル法則が，高所得層において当
てはまらなくなりつつあることからも明らか
なように，食料消費の変化を所得や価格と
いった経済的要因のみで捉えることが難しく
なってきている。こうした中，盛んに行われ
ているのが，消費者の嗜好の相違を示す代理
変数として年齢や世代を分析に組み込んだ研
究である。例えば，各種食品の消費量変化を
年齢階層別に分析した石橋（1997，1998，
2000），世帯主年齢階層別にみた食料消費支
出における品目別構成の相違を分析した仙
田・𠮷田（2001，2002），世帯主年齢階層別の
米消費量の変化をベイズ型コウホートモデル
で分析し，その変化要因を時代効果，年齢効
果，コウホート効果に分解した松田・中村
（1993）などがある。
　なお，食料消費の変化をコウホート分析で
解明するという試みは，森・稲葉（1996），森・
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稲葉・田中（2001）や森編（2001）などに引き継
がれているが，そこで導出された「若者の果
物離れ」に関して興味深い議論が展開されて
いる。例えば，小田（1999）は従来の研究は消
費サイドの情報のみに依拠しており，供給面
の情報が反映されておらず問題があるとし，
小田・伊庭・野路他（2003），小田（2003）など
で再検証を試みている。
　園芸部門はわが国農業においては比較的良
好かつ有望な部門だといえる。よって，「将
来の若者は現在の若者よりも果物を食べない
のか」，「現在の若者は，将来（加齢して）果物
を食べるようになるのか」という問題は，将
来の農業問題を検討する上でも重要である。
今後，人口減少や高齢化といった要素をも考
慮しながら議論が発展することを期待したい。
また，同様の分析を他の食品について行うこ
とも重要である。
　なお，ここで，この種の分析を行う際のデー
タ制約について触れておきたい。石橋の一連
の研究は統計作成のもととなるミクロデータ
を活用しているが，統計法の制約によりミク
ロデータの利用は一般には困難であり，通常
は『家計調査年報』や『全国消費実態調査報
告』を利用せざるを得ない。これらの統計は
世帯主年齢別の世帯単位データであり，年齢
別の食料消費の実像に真に接近するためには，
本来ならば，既存統計の世帯構成員を年齢別
にバラして再構成するという非常に難しい推
定作業を行う必要がある。この点に関し，小
田（1999），小田・伊庭（2003）は『全国消費実
態調査報告』リサンプリング・データや通常
の統計資料から利用可能な情報を最大限引き
出すためのモデル開発を行っており，参考に
なる。また，『家計調査年報』や『全国消費
実態調査報告』の表示形式の変更についても，
今日的に必要とされる情報との兼ね合いで検
討していく必要があろう。

　以上，食料消費パターンの変化に関連した
代表的な先行研究をサーベイしてきたが，最
後に，この種の領域において今後重要と思わ
れる課題を提示しておく。
　既に見たように，食料消費の変化を経済的
要因のみで説明することは難しくなりつつあ
る。しかし，経済的要因の役割が減退したこ
とは事実かもしれないが，まったく機能しな
くなったわけではないように思われる。例え
ば，昨今のような，いわゆる格差社会におい
ては種類としては同じで消費量も同等であっ
ても，富裕層は高価格・高品質の食材を消費
し，貧困層はその逆ということも十分にあり
得る。そして，貧困層には思いもつかないよ
うな高額な（量としては少数の）食品の売上高
が，農産物販売金額全体の中で無視できない
シェアを占めるような可能性もないわけでは
ないだろう2）。
　その場合，例えば「肉類にカネをかける食
料消費パターンへのシフト」，「高額な果実や
魚介類を食する消費パターンへのシフト」，
「高額な食材と組み合わせて消費される食材
は何か」などを掴むことが非常に重要になる
と思われる。これにより，高くても売れる食
材・伸びる食材は何であるのかを見極めるこ
とができるようになる。また，価格による国
際競争力確保が困難な状況にあるわが国農業
は，品質によってその劣位性をカバーしよう
としているが，どの作物に力点を置くかを判
断する際にも，こうした分析は役立とう。
　このように，この問題は，今後のわが国農
業の展開方向を検討する上で非常に重要であ
る。この種の問題解明に有効な分析手法を開
発しながら本格的に取り組む必要がある。
　次に，節を改めて，食料消費の変化を起点
とした場合に浮かび上がってくるいくつかの
問題に関して，最近の研究動向を概観しよう。
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２．食料問題の分析と統計

⑴　食料需給問題
　人口増加率と食料増産率のギャップが引き
起こす将来的な食料危機に関しては，マルサ
ス（1967，p.30）の命題が有名だが，現状はよ
り一層深刻だと考えられる。マルサスが問題
にしたのは主に量の問題であり，当時の食料
消費パターンの継続が暗に前提されていると
みていい。しかし，実際には各国の食料消費
パターンは大きく変化してきており，特に，
肉類の消費増に伴って食料の欠乏は急テンポ
で現実味を帯びてきているようにみえる。
　こうした中，食料需給の長期的な展望研究
が内外の研究機関や研究者によって行われて
いる（サーベイ論文としては，大賀，1998，
大賀・小山，1995，加古，1998などがある）。
先行研究の中には楽観的な将来展望を示すも
のも少なくないが，今後，食料が武器として
の機能を強める可能性が低くないこと，中国
やインドといった人口が非常に多い国　し
かも，食料消費の変化に対する経済的要因の
影響が低下する段階には未だ到達していない
と思われる国　が急速な経済発展を遂げて
いるのを考慮すると，楽観論の妥当性に対し
て疑問を抱かざるを得ない3）。こうした変化
を組み込んだ推計作業が必要だろう。
　ただし，この種の推計では，結局のところ
シナリオによって結果は左右される感がある。
例えば，楽観論では耕地の増加，単収の向上，
消費の停滞が前提されているのに対し，悲観
論ではその逆が推計の前提である。つまり，
シナリオを立てた段階で結果の大枠は推計し
なくとも分かるともいえる。この点を，方法
論上どう考えるのかを詰める必要がある。ま
た，この観点に立てば，推計そのものよりも
現実味のあるシナリオを客観的に作ることの

方がむしろ重要ともいえる。統計資料が内包
している情報を不偏的かつ精確に引き出すと
いう作業が役立つだろう。

⑵　 食料自給率の低位性に関する新たな捉
え方

　世界の食料需給から視点を日本のそれに移
そう。わが国の農業は戦後に生じた食料消費
の変化に適応できず，食料供給を海外に依存
せざるを得なかった。わが国の食料需給状況
が歪んだ状態にあることは明らかであり，そ
れは食料自給率の低さに如実に現れている。
　従来，食料自給率は重量ベース，カロリー
ベース，金額ベース等で算定されていたが，
昨今，それとは異なる測度でわが国の食料の
外部依存状況とそれに伴う問題を示そうとし
た研究が行われている。例えば，日本が農産
物輸入を通じて海外から間接的に輸入してい
る土地サービスの量を計測した金田（2001）
がある。また，加賀爪（1996）は農産物貿易に
よる窒素収支を利用した分析を試みている。
この種の研究を発展させながら新たな指標開
発を行うことも重要だろう。

⑶　食品廃棄物問題
　わが国の食料自給率はカロリーベースで約
40％と非常に低い。こうした中，農林水産省
（1997，p.83）は，食事時の食べ残しを減らせ
ば自給率は最大3割程度上昇すると試算して
いる。この試算がやや乱暴であることは明ら
かだが，輸入した食料を廃棄することの矛盾，
外食や中食・加工食品への依存に伴って拡大
した食品関連産業が排出する食品残渣の顕在
化，いわゆる循環型社会に対する問題意識か
ら食品ロスに対する注目が高まっている。
　社会・経済問題の認識と考察にはその量的
側面の観察が不可欠だが，食品ロスに関する
統計整備は遅れている。こうした状況を受け
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て，この種の研究領域における基盤整備とし
て食品ロス量を推計する作業が活発に行われ
ている。例えば，梅沢編著（1999），唯是・三
浦（2004a，2004b）などがあるが，廃棄物の計
量・分類方法が実は未確立であるなど問題は
少なくない。今後，確実に重要性を増す領域
である故に，統計整備に関しても十分な理論
的検討を行う必要があろう。

補論Ⅰ
　以上の研究との関連で最近のトピックを紹
介しておこう。今後の食料需給の見通しとし
て悲観的な展望を否定することはできない。
こうした中，倫理的な問題は別として注目さ
れるのが遺伝子組換え食品である。ただし，
遺伝子組み換え食品に関する基本的情報であ
る生産量・流通量などは，アメリカに関して
把握が試みられている（立川・井上，2000）が，
わが国の輸入量の実態把握は進んでいない。
食料の多くを海外，特にアメリカに依存して
いるわが国では，この種の情報こそが真に求
められているといえる。統計整備について議
論するとともに，各種統計の加工・組替えに
よる推計作業を行う必要がある。
　さて，遺伝子組替え食品の登場やBSE等
の家畜疾病の発生，企業による偽装表示・食
中毒問題の発生等を背景として，食品安全性
問題が注目されている。ここでの主な関心事
の一つは「安全ないしは安心の値段」の評価
である。「消費者は安全と思われる食品に対
していくら追加的に支払ってもよいと考える
か」に関するアンケート調査結果を数理統計
学的な手法を用いて加工し，安全・安心の値
段を計測する類の研究が活発に行われている。
例えば，佐藤・岩本・出村（2001），金子（2004），
澤田編著（2004）などを参照。

３．農業問題の分析と統計

⑴　農産物の流通
　消費者が求める食材の変化や農産物輸入に
よる国内農産物の地位低下によって農産物の
生産，加工，流通に関わる主体間のバランス
は変化した。例えば，藤島（2004）は，輸入加
工野菜の増大が野菜流通に与えた影響を卸売
市場経由率を用いて分析している。その他，
量販店による市場外取引の増加，加工食品等
の増加，輸入農産物の増加とそれらの影響な
どに関しては小山・梅沢編（2004）や高橋
（2002）などが詳しい。
　なお，昨今，話題の食品安全性問題につい
ても，こうしたバランス変化に因るところが
小さくないと考えられるが，この視点にたっ
た本格的な研究は行われていない。この関連
を見定めることも今日的な課題の一つだろう。
また，安全性との関連で注目されるのは，い
わゆる有機農産物に類する食材だが，その生
産量や流通量は十分正確には把握されていな
い。この種の統計の一層の整備・充実も必要
だろう。
　最近の話題としては，流通・加工段階にお
けるHACCPやトレーサビリティのあり方
論・制度論などもあるが，その他では農産物
先物取引に関する研究がある。主な研究は笹
木・中谷・出村（1997），中谷・伊藤他（1997），
金山・伊藤（2002），延・伊藤・樋口（1997），
延（1998）などだが，いずれの研究も先物価格
の変動に関する時系列的なモデル分析が中心
であり，プレイヤーの影は薄い。次に取り上
げる農業経営問題とより一層関連付けながら
研究を行う必要があろう。

⑵　農業経営問題
　輸入農産物の増加や食生活の変化により，
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国内農産物価格は低迷している。特に，コメ
に関しては，昨今のコメ需要量激減もあって
低米価が続いており，稲作経営は深刻な打撃
を受けている（小野，2000，三島・佐藤，
2000などを参照）。さて，わが国農業経営の
大半を占める稲作経営における最近の特徴的
な変化は，後継者不足や高齢化，投資資金回
収能力の低下に伴って，個別経営による自己
完結的な生産担当が分断され，機械作業を中
心とした農作業受委託が進展していることで
ある。経営問題として農作業受委託を扱った
研究としては，作業受委託の収益性・経済性
を検証した木南・石田（1995），梅本（1997），
作業料金の適正な水準を分析した香川
（2003）などがある。また，香川（2002）は，各
種の経営統計において作業受委託関連の調
査・表記が不十分であることを論じている。
　さて，安価な海外農産物の輸入量が増加す
る中，「農業の国際競争力確保」が今後の目
標としてしばしば叫ばれている。しかし，土
地条件や労賃水準等を考慮すれば，わが国農
業のコスト低減には残念ながら限界があると
いわざるをえない。その場合，今後の展開方
向の一つとして考えられるのは高付加価値，
高品質，信頼度の高い農産物を生産し，海外
農産物との差別化を図ることである。ここで
重要となるのは，既存農産物とは異なる高品
質農産物・有機農産物等の収益性分析や新た
な営農形態である環境保全型農業経営・循環
型農業経営などの経営分析である。また，市
場変化への対応という側面からは，農産物先
物取引が農業経営に及ぼす影響なども興味深
い課題だが，それらの研究は端緒についたば
かりである。

⑶　農業構造の変容
　わが国農業の構造問題の基本は都府県の稲
作部門だが，専業的・主業的な大規模層ほど

低米価による深刻な打撃を受けていることも
あって稲作生産構造の再編は遅々として進ん
でいない。かつて，「低米価が農地流動化を
促進させ，農業構造の再編に寄与する」とい
う議論もあったが，現在のところ，そうした
事態は起こっていない。
　さて，構造問題は農業問題の中でも本質的
かつ最も重要な課題であり，統計資料に基づ
く農業構造の実態把握分析は非常に多い。農
業構造全般に関する現状分析として，宇佐美
編著（1997），田畑（1997），橋詰・千葉編著
（2003），門間（2000），将来予測とそのための
モデル開発に関する研究として，小田（2002），
橋詰（2001）がある。昨今，わが国農業では，
数は少ないものの農家以外の多様な担い手が
出現してきている。これら担い手を中心に
扱った研究として，江川（1998），張・泉田
（1997）がある。また，香川（2001）は近年にお
ける農作業受委託の進展に着目し，作業単位
の担い手構造を推計している。さらに，農業
構造の変容を生産要素の側面から考察した研
究として，耕作放棄地問題を取り上げた仙田
（1998），槇平（1996），担い手経営への農地集
積状況を分析した荒幡（1998），農業労働力の
側面から農業構造をみようとした松久
（1997）などがある。
　これら諸研究は農業構造の現状や将来方向
に関し，数多くのすぐれた成果を提出してい
る。しかし，これまでの農業構造統計は，農
家以外の農業事業体や生産組織等については
「農家調査のつけたし」程度の調査しか行っ
ておらず4），資料制約が分析精度の向上を阻
んできたきらいがある。2005年の農林業セ
ンサスでは，これまで別々に行われてきた「農
家調査」，「農家以外の農業事業体調査」，「農
業サービス事業体調査」が一本化され，農業
生産に携わる経済主体が一元的に把握される
こととなったが，その評価も含めて，農業セ
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ンサスをはじめとした構造統計の改革・整備
について理論的な検討が必要である。
　なお，現在の農業構造統計の信頼性に関す
る検証としては，総論として𠮷田（1995），農
作業受委託の進展と農業構造の変容に関する
香川（1997），農地面積の把握における統計上
の問題点を指摘した橋口（1999），農業センサ
ス上の農家数と実農家数との乖離を示した内
田（2003）がある。また，諸外国の農業センサ
スの特徴について検討した研究として，加藤
（1999），農林水産省大臣官房統計情報部
（2002），世界農林業センサスの仕組みや意義
について論じた研究として高橋（2000）があ
る。今後のわが国の構造統計のあり方につい
て検討する際には，これらの成果を組み込む
べきである。さらに，粕谷（1999，2003）が指
摘するようなジェンダー視角も今後は重要に
なってくるだろう。

補論Ⅱ
　農業構造の再編は遅々として進んでいない。
また，労賃や生産資材も高額であり，わが国
における農業生産の効率は向上しない。結果，
国内農産物は国際的にみて高い水準にならざ
るを得ない。こうした中，農産物の市場開放
が国際的に要求されるようになり，農業保護
政策を正当化するための論理として「農業の
多面的機能」がクローズアップされることに
なる。農業の多面的機能を評価した研究の詳
細については，出村・吉田（1999），田中（2004）
などのサーベイ論文を参照。また，農業その
ものではないが，環境の価値評価を行った業
績としては赤沢・村松（2005），友野（2000）な
どがある。

むすび

　以上，食料消費の変化を起点とした一つの

流れに沿って，食料・農業問題の統計分析に
関する先行研究を概観してきた。今回，サー
ベイを行った領域において優れた研究が提出
されていることは事実だが，まだ，改良の余
地はあるし，手つかずの課題も残されている。
その意味では，「豊富な」農業統計，食料統
計を十分に活用できているとはいえないので
はないか。それが，統計の質によるものなの
か研究者の問題意識によるものなのかに関す
る解明は今後の課題としたい。

注

1．計量経済学的な生産関数分析や需要関数分析も
統計を活用した研究であり，論文数も多いが，こ
れらについても割愛する。上記サーベイ論文集や
神門（2001），松田（2001）などを参照。
2．これとは逆に，決して裕福ではない世帯であっ
ても，ある特定の食材には金をかけるという行動は，
もちろんありうる。この視点からも，高額・高品
質食品の消費動向の把握が重要だといえる。なお，
ここでの含意は，日本農業の生き残りを模索する
上での一つの方向として高額・高品質食品に着目
する必要があるというものであり，一般消費者が
食する通常の食料・農産物を軽視しているのでは
決してない。
3．なお，楽観論による推計でも，結局，途上国は
食料不足となっている点に注意すべきである（例え
ば，加古，1998，p.43を参照）。先進国が輸出を止
めれば，途上国は楽観論の結果をもってしても飢
える。世界レベルの今日的な食料問題は食料の物
理的不足という問題よりも，政治問題としての性
格が強いともいえる。
4．農家以外の農業事業体に関する調査を「農家調
査のつけたし」と評したのは𠮷田（1987，p.119）だが，
その評価は少なくとも2000年農業センサスまでに
関しては通用するといえる。
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